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象停止時レベル１ＰＲＡを活用する。 

ＰＲＡを実施した結果，本発電用原子炉施設の運転中の炉心損傷頻度は 10

－４／炉年程度，格納容器破損頻度は 10－４／炉年程度，運転停止中の炉心損

傷頻度は 10－５／施設定期検査程度である。 

また，現状ＰＲＡが適用できない地震及び津波以外の外部事象については，

当該外部事象により誘発される起因事象について分析した結果，いずれも内

部事象出力運転時レベル１ＰＲＡで想定する起因事象に包絡されること及び

炉心損傷後の格納容器内の事象進展は内部事象と同等であると考えられるこ

とから，新たに追加すべき事故シーケンスグループ等はない。 

なお，有効性評価における重要事故シーケンスと「実用発電用原子炉に係

る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施

するために必要な技術的能力に係る審査基準（以下「技術的能力審査基準」

という。）」，「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基

準に関する規則（以下「設置許可基準規則」という。）」及び「実用発電用原

子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（以下「技術基準規則」とい

う。）」との関連を第 1.2－1 表に示す。 

ここで記載している事故シーケンスグループ等の選定の考え方については，

「付録 1 事故シーケンスグループの抽出及び重要事故シーケンスの選定に

ついて」に示す。 

1.2.1 運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故 

1.2.1.1 事故シーケンスのグループ化と重要事故シーケンスの選定 

「運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故」については，

運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故に対し，発電用原子炉施設の安全

性を損なうことがないよう設計することが求められる構築物，系統及び機器
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がその安全機能を喪失した場合であって，炉心の著しい損傷に至る可能性が

あると想定する事故シーケンスについて本発電用原子炉施設を対象としたＰ

ＲＡの結果を踏まえてグループ化し，それぞれの事故シーケンスグループに

対して重要事故シーケンスを選定し評価を行う。 

(1) 事故シーケンスの抽出 

内部事象出力運転時レベル１ＰＲＡにおいては，各起因事象の発生から

炉心損傷に至ることを防止するための緩和設備等の成功及び失敗の組合せ

についてイベントツリーを用いて網羅的に分析し，炉心損傷に至る事故シ

ーケンスを抽出する。第 1.2－1 図に内部事象出力運転時レベル１ＰＲＡに

おけるイベントツリーを示す。 

地震レベル１ＰＲＡ及び津波レベル１ＰＲＡにおいては，地震や津波に

より引き起こされる起因事象をプラントへ与える影響度の高い順に階層イ

ベントツリーの形で整理することで，原子炉建屋や格納容器等の大規模な

損傷が発生し，直接炉心損傷に至る事故シーケンスや，複合的な事象発生

の組合せも含めた事故シーケンスの抽出を実施している。また，緩和設備

による対応に期待できる起因事象については，内部事象出力運転時レベル

１ＰＲＡと同様に各起因事象の発生から炉心損傷に至ることを防止するた

めの緩和設備等の成功及び失敗の組合せについてイベントツリーで分析し，

事故シーケンスを抽出する。第 1.2－2 図に地震レベル１ＰＲＡの階層イベ

ントツリーを，第 1.2－3 図に地震レベル１ＰＲＡのイベントツリーを，第

1.2－4 図に津波レベル１ＰＲＡの階層イベントツリーを，第 1.2－5 図に

津波レベル１ＰＲＡのイベントツリーを示す。 

地震や津波の場合，各安全機能の喪失に至るプロセスは異なるものの，

喪失する安全機能が内部事象と同じ場合は炉心損傷を防止するための緩和

設備も同じとなるため，事故シーケンスは内部事象と同じとなる。また，
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地震レベル１ＰＲＡ及び津波レベル１ＰＲＡでは，複数の安全機能が地震

又は津波によって同時に損傷する事象や，建屋・構築物等の損傷の発生に

より直接的に炉心損傷に至る事故シーケンスについても取り扱う。 

具体的には，地震レベル１ＰＲＡでは，建屋の損傷や原子炉圧力容器等

の大型静的機器の損傷，計測・制御機能喪失によって本発電用原子炉施設

が監視及び制御不能となる事象等，緩和設備への影響範囲や影響程度等を

明確にすることが困難な事象を抽出しており，これらは直接炉心損傷に至

る事象として取り扱う。 

津波レベル１ＰＲＡでは，防潮堤高さを超える津波を対象に，非常用海

水ポンプの被水・没水により最終ヒートシンクが喪失する事象，原子炉建

屋内浸水により複数の緩和機能が喪失する事象，防潮堤損傷により屋内外

の施設が広範囲にわたり機能喪失して炉心損傷に至る事象を抽出しており，

これらは津波特有の事故シーケンスとして抽出する。 

なお，ＬＯＣＡでは，原子炉冷却材圧力バウンダリからの原子炉冷却材

の流出規模によりプラント応答，成功基準等が異なるため，流出の規模に

応じて以下のとおりに分類する。 

ａ．大破断ＬＯＣＡ 

原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する配管の両端破断のように，事

象初期に急激な原子炉減圧を伴うもので，自動減圧系の作動なしに低圧

注水系によって冷却が可能となる規模のＬＯＣＡである。 

ｂ．中小破断ＬＯＣＡ 

大破断ＬＯＣＡと比較して破断口径が小さく，原子炉減圧が緩やかな

もので，低圧注水系による炉心冷却には自動減圧系の作動が必要となる

規模のＬＯＣＡである。 
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ｃ．Ｅｘｃｅｓｓｉｖｅ ＬＯＣＡ 

大破断ＬＯＣＡを上回る規模のＬＯＣＡであり，非常用炉心冷却系の

注水の成否に関わらず炉心損傷に至る。 

(2) 事故シーケンスのグループ化 

ＰＲＡの知見を活用して抽出した事故シーケンスを，重大事故等に対処

するための措置が基本的に同じとなるよう，炉心損傷に至る主要因の観点

から以下の事故シーケンスグループに分類する。なお，ＰＲＡではＬＯＣ

Ａ時の注水機能喪失シーケンスを，破断口径の大きさに応じて大破断ＬＯ

ＣＡ及び中小破断ＬＯＣＡに詳細化しているが，いずれもＬＯＣＡ時の注

水機能喪失を伴う事故シーケンスグループであるため，ＬＯＣＡ時注水機

能喪失に該当するものとして整理する。 

ａ．高圧・低圧注水機能喪失 

ｂ．高圧注水・減圧機能喪失 

ｃ．全交流動力電源喪失 

ｄ．崩壊熱除去機能喪失 

ｅ．原子炉停止機能喪失 

ｆ．ＬＯＣＡ時注水機能喪失 

ｇ．格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ） 

ｈ．津波浸水による注水機能喪失 

津波特有の事故シーケンスについては，敷地内への浸水により内部事象

起因の事故シーケンスとは本発電用原子炉施設への影響が異なることから，

津波特有の事故シーケンスグループとして抽出している。 

また，地震及び津波特有の事象で，以下に示す 7 つの事故シーケンスは，

事象発生時に本発電用原子炉施設に与える影響が大きな幅を有し，建屋や

4
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機器の損傷程度や組合せを特定することが困難であるため，上記の事故シ

ーケンスグループとは直接的に対応しない事故シーケンスとして抽出して

いる。 

・防潮堤損傷 

・原子炉建屋損傷 

・格納容器損傷 

・原子炉圧力容器損傷 

・格納容器バイパス（地震による格納容器外での配管破損と隔離弁の

閉失敗の重畳） 

・原子炉冷却材圧力バウンダリ喪失（Ｅｘｃｅｓｓｉｖｅ ＬＯＣＡ） 

・計装・制御系喪失 

これらの地震及び津波特有の各事故シーケンスによる炉心損傷頻度は，

全炉心損傷頻度に対して極めて小さい寄与である。また，これらの事故シ

ーケンスは本発電用原子炉施設に及ぼす影響について大きな幅を有してお

り，事故シーケンスグループとして単独で定義するものではなく，発生す

る事象の程度や組合せに応じて対応すべきものである。具体的には，影響

が限定されるような小規模な事故の場合には，使用可能な炉心損傷防止対

策や格納容器破損防止対策を柔軟に活用して，事故進展の緩和を図ること

が可能であり，実際には炉心損傷頻度はより低減されると考えられる。ま

た，上記に該当しないような深刻な事故の場合には，可搬型設備等を駆使

した大規模損壊対策による対応を含め，臨機応変に影響緩和を図る。 

以上のことから，これらの事故シーケンスを有意な頻度又は影響をもた

らす事故シーケンスグループとして追加する必要はない。 
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(3) 重要事故シーケンスの選定 

事故シーケンスグループごとに，有効性評価の対象とする重要事故シー

ケンスを選定する。同じ事故シーケンスグループに複数の事故シーケンス

が含まれる場合には，共通原因故障又は系統間の機能の依存性，炉心損傷

防止対策の実施に対する時間余裕，炉心損傷防止に必要な設備容量及び事

故シーケンスグループ内の代表性を考慮し選定する。 

重要事故シーケンスの選定結果は以下のとおりである。 

ａ．高圧・低圧注水機能喪失 

時間余裕及び原子炉注水に必要となる設備の容量の観点から，原子炉

が自動停止する過渡事象及びサポート系喪失（自動停止）を起因とする

事故シーケンスのうち，「過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失

敗」が代表性を有しているため，この事故シーケンスを重要事故シーケ

ンスとして選定する。ここで，起因事象発生後の事象進展が早いと考え

られる過渡事象として，原子炉水位低下の観点で厳しい給水流量の全喪

失を選定する。 

なお，サポート系喪失（自動停止）を起因とする事故シーケンスはサ

ポート系 1 区分の喪失を起因としているが，他の区分は健全であるため，

対応手段が著しく制限される状態にない。 

また，本事故シーケンスグループに含まれる各事故シーケンスは主な

炉心損傷防止対策に差異がないため，起因事象発生後の事象進展が早い

過渡事象を起因として選定した重要事故シーケンスは他の事故シーケン

スに対して包絡性を有している。 

さらに，逃がし安全弁の再閉鎖に失敗する事故シーケンスは，逃がし

安全弁の再閉鎖に成功する事故シーケンスに比べて事象発生初期から原

子炉圧力が低下するため，原子炉手動減圧時に低圧代替注水（常設）に

6
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よる原子炉注水が開始されるタイミングが早くなることを考慮し，原子

炉手動減圧操作の開始まで高圧状態が維持される事故シーケンスは，他

の事故シーケンスに対して包絡性を有しているものと考える。 

ｂ．高圧注水・減圧機能喪失 

時間余裕及び原子炉減圧に必要となる設備の設備容量の観点から，原

子炉が自動停止する過渡事象及びサポート系喪失（自動停止）を起因と

する事故シーケンスのうち，「過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧

失敗」が代表性を有しているため，この事故シーケンスを重要事故シー

ケンスとして選定する。ここで，起因事象発生後の事象進展が早いと考

えられる過渡事象として，原子炉水位低下の観点で厳しい給水流量の全

喪失を選定する。 

なお，サポート系喪失（自動停止）を起因とする事故シーケンスはサ

ポート系 1 区分の喪失を起因としているが，他の区分は健全であるため，

対応手段が著しく制限される状態にない。 

また，本事故シーケンスグループに含まれる各事故シーケンスは主な

炉心損傷防止対策に差異がないため，起因事象発生後の事象進展が早い

過渡事象を起因として選定した重要事故シーケンスは他の事故シーケン

スに対して包絡性を有している。 

ｃ．全交流動力電源喪失 

本事故シーケンスグループからは，安全機能の喪失状況が異なる事故

シーケンスが抽出されたため，原子炉圧力，時間余裕及び対応する主な

炉心損傷防止対策に着目して事故シーケンスグループを以下の 3 つに細

分化し，それぞれの事故シーケンスグループから重要事故シーケンスを

選定する。 

(a) 長期ＴＢ 
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本事故シーケンスグループは，外部電源喪失の発生後，非常用ディ

ーゼル発電機の故障により全交流動力電源喪失が発生するとともに，

高圧炉心スプレイ系による炉心冷却にも失敗し，原子炉隔離時冷却系

による炉心冷却に成功するが，蓄電池が枯渇することにより原子炉隔

離時冷却系の運転継続が不能となり，炉心の冷却が十分に行われずに

原子炉圧力が高圧状態で炉心損傷に至る事故シーケンスグループであ

る。 

本事故シーケンスグループに係る事故シーケンスは，外部電源喪失

を起因とするものと片区分の直流電源故障を起因とするものがあるが，

共通原因故障又は系統間の機能の依存性，炉心損傷防止対策の実施に

対する時間余裕並びに原子炉注水に必要となる設備の容量はいずれも

同等であることから，代表性の観点から「外部電源喪失＋ＤＧ失敗＋

ＨＰＣＳ失敗（ＲＣＩＣ成功）」を重要事故シーケンスとして選定する。 

(b) ＴＢＤ，ＴＢＵ 

本事故シーケンスグループは，外部電源喪失の発生後，直流又は非

常用ディーゼル発電機の故障により全交流動力電源喪失が発生し，高

圧炉心冷却にも失敗することにより，炉心の冷却が十分に行われずに

原子炉が高圧状態で炉心損傷に至る事故シーケンスグループである。 

本事故シーケンスグループに係る事故シーケンスは，外部電源喪失

を起因とし，直流電源に失敗し高圧炉心冷却に失敗する事故シーケン

ス（ＴＢＤ）と，外部電源喪失又は直流電源故障を起因とし，非常用

ディーゼル発電機及び高圧炉心冷却系に失敗する事故シーケンス（Ｔ

ＢＵ）からなるが，これらの事故シーケンスに対する炉心損傷防止対

策が同じであることから，1 つの事故シーケンスグループとして取り

扱う。 

8
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また，共通原因故障又は系統間の機能の依存性，炉心損傷防止対策

の実施に対する時間余裕及び原子炉注水に必要となる設備の容量はい

ずれも同等であることから，代表性の観点から「外部電源喪失＋直流

電源失敗＋高圧炉心冷却失敗（ＴＢＤ）」を重要事故シーケンスとして

選定する。 

(c) ＴＢＰ 

本事故シーケンスグループは，外部電源喪失の発生後，非常用ディ

ーゼル発電機の故障により全交流動力電源喪失が発生し，高圧炉心ス

プレイ系に失敗するとともに逃がし安全弁 1 弁の再閉鎖失敗により原

子炉圧力が徐々に低下することで，原子炉隔離時冷却系が運転不能と

なることにより，炉心の冷却が十分に行われずに，原子炉が低圧状態

で炉心損傷に至る事故シーケンスグループである。 

本事故シーケンスグループに係る事故シーケンスは，外部電源喪失

を起因とするものと片区分の直流電源故障を起因とするものがあるが，

共通原因故障又は系統間の機能の依存性，炉心損傷防止対策の実施に

対する時間余裕並びに原子炉注水に必要となる設備の容量はいずれも

同等であることから，代表性の観点から「外部電源喪失＋ＤＧ失敗＋

逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＨＰＣＳ失敗」を重要事故シーケンスとし

て選定する。 

ｄ．崩壊熱除去機能喪失 

時間余裕及び格納容器除熱に必要な設備の容量の観点から，原子炉が

自動停止する過渡事象，外部電源喪失，サポート系喪失（自動停止），サ

ポート系喪失（直流電源故障）及びＬＯＣＡを起因とする事故シーケン

スのうち，「過渡事象＋ＲＨＲ失敗」が代表的な事故シーケンスであるこ

とから，この事故シーケンスを重要事故シーケンスとして選定する。こ
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こで，起因事象発生後の事象進展が早いと考えられる過渡事象として，

原子炉水位低下の観点で厳しい給水流量の全喪失を選定する。また，崩

壊熱除去機能が喪失する要因が残留熱除去系の故障の場合と取水機能が

喪失する場合で炉心損傷防止対策が異なることを踏まえ，「過渡事象＋Ｒ

ＨＲ失敗（ＲＨＲ故障時）」及び「過渡事象＋ＲＨＲ失敗（取水機能喪失

時）」※を重要事故シーケンスとする。 

※ 取水機能喪失時（ＲＨＲＳ喪失時）は低圧ＥＣＣＳが従属的に機能喪失す

る。そのため，高圧注水系に成功している場合は崩壊熱除去機能喪失の事

故シーケンスグループで取扱うが，高圧注水系に失敗した場合は他の事故

シーケンスグループ等（高圧・低圧注水機能喪失，全交流動力電源喪失，

ＬＯＣＡ時注水機能喪失，雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過

圧・過温破損））で重大事故対策の有効性を確認する。 

なお，サポート系喪失（自動停止）を起因とする事故シーケンスはサ

ポート系 1 区分の喪失を起因としているが，他の区分は健全であるため，

対応手段が著しく制限される状態にない。また，外部電源喪失及びサポ

ート系喪失（直流電源故障）を起因とする事故シーケンスは交流動力電

源の喪失により崩壊熱除去機能が喪失する事故シーケンスであるが，代

替電源により崩壊熱除去機能の回復が可能であることから，対応手段が

著しく制限される状態ではない。ＬＯＣＡを起因とする事故シーケンス

については，中長期的な格納容器の過圧・過温の観点では，崩壊熱が支

配要因となることから，ＬＯＣＡを起因とする事故シーケンスも過渡事

象を起因とする事故シーケンスと同等となり，崩壊熱除去機能喪失に対

する重大事故等対策にも違いはない。このため，代表性の観点で炉心損

傷頻度の高い，過渡事象を起因とする事故シーケンスを重要事故シーケ

ンスとしている。

10
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また，本事故シーケンスグループに対する主な炉心損傷防止対策の電

源を代替電源とすることにより，本事故シーケンスグループに含まれる

各事故シーケンスは主な炉心損傷防止対策に差異がないため，起因事象

発生後の事象進展が早い過渡事象を起因として選定した重要事故シーケ

ンスは他の事故シーケンスに対して包絡性を有している。 

ｅ．原子炉停止機能喪失 

本事故シーケンスグループに含まれる各事故シーケンスは，時間余裕

及び設備容量の観点からは差異がない。このため，代表性の観点から「過

渡事象＋原子炉停止失敗」を重要事故シーケンスとして選定する。ここ

で，起因事象発生後の原子炉圧力の上昇が大きく，反応度の観点で厳し

い過渡事象として，主蒸気隔離弁閉を起因事象として選定する。 

なお，サポート系喪失（自動停止）を起因とする事故シーケンスはサ

ポート系 1 区分の喪失を起因としているが，他の区分は健全であるため，

対応手段が著しく制限される状態にない。また，ＬＯＣＡを起因とする

事故シーケンスについては，ほう酸水注入系が有効に機能しないことも

考えられるが，代替制御棒挿入機能に期待することに対応可能であり，

炉心損傷頻度も極めて小さい。 

ｆ．ＬＯＣＡ時注水機能喪失 

本事故シーケンスグループに含まれる各事故シーケンスは，共通原因

故障又は系統間の機能の依存性，時間余裕及び原子炉注水に必要となる

設備の容量の観点からは差異がない。このため，代表性の観点から「中

小破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗」を重要事故シ

ーケンスとして選定する。 

なお，本事故シーケンスグループに含まれる各事故シーケンスは主な

炉心損傷防止対策に差異がないため，選定した重要事故シーケンスは他
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の事故シーケンスに対して包絡性を有している。 

ｇ．格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ） 

本事故シーケンスグループに含まれる事故シーケンスは，「インターフ

ェイスシステムＬＯＣＡ」のみであることから，これを重要事故シーケ

ンスとして選定する。なお，格納容器バイパスとしては原子炉冷却材浄

化系等の高圧設計の配管が格納容器外で破断する事象も想定できるが，

これはＰＲＡの検討の中で高圧設計の配管の破損頻度が低圧設計の配管

の破損頻度に比べて小さい傾向にあることを理由に，考慮の対象から除

外している。 

ｈ．津波浸水による注水機能喪失 

本事故シーケンスグループは，津波浸水により複数の緩和機能が失わ

れることによって炉心損傷に至る事故シーケンスグループである。この

ため，本事故シーケンスグループに対しては，敷地に遡上する津波に対

する防護対策を実施した重大事故等対処設備の有効性を確認することと

する。 

共通原因故障又は系統間の機能の依存性，時間余裕並びに設備容量の

観点から，「原子炉建屋内浸水による複数の緩和機能喪失」を重要事故シ

ーケンスとする。 

なお，本事故シーケンスグループは外部電源喪失が重畳すると全交流

動力電源喪失が発生するため，本事故シーケンスグループの主な炉心損

傷防止対策は津波防護対策に加えて全交流動力電源喪失の事故シーケン

スグループと同様となる。また，本事故シーケンスグループに含まれる

各事故シーケンスの炉心損傷防止対策に差異がないため，選定した重要

事故シーケンスは他の事故シーケンスに対して包絡性を有している。 

12



1-17 

なお，国内外の先進的な対策を講じた場合であっても，全ての状況に対

応できるような炉心損傷防止対策を講じることが困難な事故シーケンスと

しては，以下の事故シーケンスが抽出されている。 

①大破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 

②直流電源喪失＋原子炉停止失敗 

③交流電源喪失＋原子炉停止失敗 

①の事故シーケンスについては，格納容器破損防止対策の有効性評価の

対象とすることとしており，格納容器の閉じ込め機能に期待できることを

確認していることから，これを除く事故シーケンスを対象に，重要事故シ

ーケンスの選定を実施している。 

②，③の事故シーケンスは地震レベル１ＰＲＡから抽出された事故シー

ケンスであり，炉心損傷防止対策を講じることが困難な事故シーケンスで

あるが，喪失する安全機能が明確であることから炉心損傷に直結する事故

シーケンスとはしていない。これらの事故シーケンスは，炉内構造物等の

損傷による原子炉停止機能喪失と，直流電源喪失又は全交流動力電源喪失

が重畳する事故シーケンスであり，代替の原子炉停止手段であるほう酸水

注入系が機能喪失することから，炉心損傷を防止することができない。こ

れらの事故シーケンスを抽出した地震レベル１ＰＲＡでは，炉内構造物等

が地震発生と同時に最大加速度を受けるものとして評価しているが，実機

のスクラム信号「地震加速度大」は，最大加速度よりも十分小さな加速度

で発信し，炉内構造物等が損傷する前に制御棒の挿入が完了すると考えら

れる。このため，現実的にはこれらの事故シーケンスは発生し難いと考え

られ，炉心損傷防止対策の有効性を確認する事故シーケンスとしては取り

扱わないこととした。 

各事故シーケンスグループに含まれる事故シーケンス及び重要事故シー
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ケンスについて整理した結果を第 1.2－2 表に示す。 

1.2.1.2 有効性を確認するための評価項目の設定 

「1.2.1.1 事故シーケンスのグループ化と重要事故シーケンスの選定」に

挙げた事故シーケンスグループについては，炉心の著しい損傷を防止するた

めの対策に対して有効性があることを確認するため，以下の評価項目を設定

する。 

(1) 炉心の著しい損傷が発生するおそれがないものであり，かつ，炉心

を十分に冷却できるものであること。具体的には燃料被覆管の最高

温度が 1,200℃以下であること及び燃料被覆管の酸化量は酸化反応

が著しくなる前の被覆管厚さの 15％以下であること。 

(2)  原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力

8.62MPa［gage］の 1.2 倍である 10.34MPa［gage］を下回ること。 

(3) 原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力は，限界圧力を下回る圧力

である最高使用圧力 0.31MPa［gage］の 2 倍の圧力 0.62MPa［gage］

を下回ること。 

(4) 原子炉格納容器バウンダリにかかる温度は，限界温度を下回る温度

である 200℃を下回ること。 

また，格納容器圧力逃がし装置等を使用する事故シーケンスグループの有

効性評価では，上記の評価項目に加えて，敷地境界外での実効線量を評価し，

周辺の公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えないこととして，発

生事故当たり 5mSv 以下であることを確認する。 

ここで，格納容器バウンダリの健全性に対する有効性を確認するための評

価項目の上限については，漏えい経路になる可能性がある格納容器バウンダ

リ構成部に対して，規格計算又は試験にて，東海第二発電所における仕様を
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踏まえた構造健全性及びシール部機能維持の確認を行っており，継続的に評

価条件を維持していく。 

ここで記載している，格納容器本体，シール部等の格納容器バウンダリ構

成部の健全性については，「付録 2 原子炉格納容器の温度及び圧力に関する

評価」にて示す。 

（添付資料 1.2.1，1.2.2，1.2.3） 

1.2.2 運転中の原子炉における重大事故 

1.2.2.1 格納容器破損モードの選定と評価事故シーケンスの選定 

「運転中の原子炉における重大事故」については，著しい炉心損傷の発生

後，格納容器が破損に至る可能性があると想定する格納容器破損モードを，

本発電用原子炉施設を対象としたＰＲＡの結果を踏まえて選定し，格納容器

破損モードごとに評価事故シーケンスを選定して評価を行う。 

(1) 格納容器破損モードの抽出 

内部事象出力運転時レベル１．５ＰＲＡにおいては事象進展に伴い生じ

る格納容器の健全性に影響を与える負荷を分析し，格納容器破損モードの

抽出を行う。

具体的には，事象進展を炉心損傷前，原子炉圧力容器破損前，原子炉圧

力容器破損直後，事故後期の長期の各プラント状態に分類し，それぞれの

状態で発生する負荷を抽出している。また，事象進展中に実施される緩和

手段等を考慮し，第 1.2－6 図に示すイベントツリーを作成し，格納容器破

損に至る格納容器破損モードを整理する。

(2) 格納容器破損モードの選定 

格納容器イベントツリーにより抽出した格納容器破損モードを，事象進
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展の類似性から以下の格納容器破損モードに分類する。ここで，水素燃焼

については，本発電用原子炉施設では，運転中は格納容器内雰囲気を窒素

で置換し，酸素濃度を低く管理しているため，ＰＲＡで定量化する格納容

器破損モードから除外しているが，有効性評価においては窒素置換の有効

性を確認する観点で，格納容器破損モードとして挙げている。 

ａ．雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

ｂ．高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱

ｃ．原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用

ｄ．水素燃焼

ｅ．溶融炉心・コンクリート相互作用

また，上記に分類されない格納容器破損モードとして，以下の格納容器

破損モードを抽出している。 

・過圧破損（未臨界確保失敗）

・過圧破損（崩壊熱除去失敗）

・格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）

・格納容器バイパス（格納容器隔離失敗）

過圧破損（未臨界確保失敗），過圧破損（崩壊熱除去失敗）は格納容器先

行破損，格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）は炉心

損傷の前に格納容器が破損している事故シーケンスであり，「運転中の原子

炉における重大事故に至るおそれがある事故」の評価において，各々重要

事故シーケンスを選定し，重大事故等防止対策の有効性を確認しているこ

とから，新たな格納容器破損モードとして追加する必要はない。

格納容器バイパス（格納容器隔離失敗）については，炉心損傷時点で何

らかの要因により格納容器隔離に失敗している格納容器破損モードである

が，炉心損傷の防止を図るとともに，万一の重大事故発生時に格納容器の
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隔離に失敗することのないよう，格納容器の漏えいに対する検知性を向上

させることが有効であり，これらについては重大事故等対処設備，日常の

格納容器の圧力監視等で対応すべき事象であることから，有意な頻度又は

影響をもたらす格納容器破損モードとして新たに追加する必要はない。 

(3) 評価事故シーケンスの選定 

格納容器破損モードごとに，有効性評価の対象とする評価事故シーケン

スを選定する。具体的には，格納容器破損モードごとに，当該破損モード

に至る可能性のある最も厳しいと考えられるプラント損傷状態（以下「Ｐ

ＤＳ」という。）に属する事故シーケンスの中から，当該破損モードの観点

で厳しい事故シーケンスを選定する。評価事故シーケンスの選定結果は以

下のとおりである。また，ＰＤＳの分類結果についての説明を第1.2－3表

に示す。

なお，ＰＤＳとして「運転中の原子炉における重大事故に至るおそれが

ある事故」の事故シーケンスグループに対して以下の表記を用いる。

高圧・低圧注水機能喪失：ＴＱＵＶ

高圧注水・減圧機能喪失：ＴＱＵＸ

全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋ＨＰＣＳ失敗（ＲＣ

ＩＣ成功）：長期ＴＢ

全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋ＨＰＣＳ失敗＋ＲＣ

ＩＣ失敗：ＴＢＵ

全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋直流電源失敗）＋ＨＰＣＳ失敗：

ＴＢＤ

全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋逃がし安全弁再閉鎖

失敗＋ＨＰＣＳ失敗：ＴＢＰ
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ＬＯＣＡ時注水機能喪失（大／中小破断ＬＯＣＡ）：ＬＯＣＡ

崩壊熱除去機能喪失：ＴＷ

全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）（ＨＰＣＳ成功）：ＴＢ

Ｗ

原子炉停止機能喪失：ＴＣ

格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）：ＩＳＬＯＣＡ

ａ．雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

本格納容器破損モードに至る可能性のあるＰＤＳのうち，ＬＯＣＡは

原子炉冷却材の流出を伴うことから水位低下が早く，事象進展の観点で

厳しい。頻度の観点では，過圧破損についてはＴＱＵＸが全体の 100％

を占め，過温破損については長期ＴＢが全体の約 87％を占めている。対

策の観点では，過圧破損に対しては格納容器の除熱が，過温破損に対し

ては格納容器（損傷炉心）への注水が必要となる。 

ＬＯＣＡに属する事故シーケンスのうち，破断口径が大きいことから

原子炉水位の低下が早く，また，水位回復に必要な流量が多いため，対

応時の時間余裕，必要な設備容量の観点で厳しい大破断ＬＯＣＡを起因

とし，炉心損傷防止が困難な事故シーケンスとして「1.2.1.1(3) 重要

事故シーケンスの選定」にて挙げた事故シーケンスとの包絡関係や，格

納容器破損防止対策を講じるための対応時間の厳しさの観点を踏まえて，

「大破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗」を評価事故

シーケンスとして選定する。 

ｂ．高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 

本格納容器破損モードに含まれるＰＤＳのうち，長期ＴＢは炉心損傷

に至る前にＲＣＩＣによる一時的な冷却に成功しており，起因事象発生

から原子炉減圧までの時間余裕の観点ではＴＱＵＸ，ＴＢＤ，ＴＢＵが
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厳しいＰＤＳとなる。高圧状態で炉心損傷に至る点ではＴＱＵＸ，ＴＢ

Ｄ，ＴＢＵにＰＤＳ選定上の有意な違いはないことから，これらのうち，

本格納容器破損モードを代表するＰＤＳとして，ＴＱＵＸを選定する。 

ＴＱＵＸに属する事故シーケンスのうち，事象進展が早く，時間余裕

及び設備容量の観点で厳しい，「過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋手動減圧

失敗＋炉心損傷後の手動減圧失敗＋ＤＣＨ」を評価事故シーケンスとし

て選定する。 

ｃ．原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用 

本格納容器破損モードに含まれるＰＤＳのうち，原子炉圧力容器外の

溶融燃料－冷却材相互作用（ＦＣＩ）の観点からは，格納容器下部へ落

下する溶融炉心の割合が多く，原子炉圧力容器破損時の溶融炉心の保有

エネルギーが大きいシーケンスが厳しくなる。原子炉圧力容器が高圧で

破損に至る場合，格納容器に放出される溶融炉心が分散され易いと考え

ると，原子炉圧力容器が低圧で破損に至る場合の方が，格納容器下部へ

一体となって落下する溶融炉心の割合が多くなると考えられる。また，

本格納容器破損モードに対する事象の厳しさを考慮する上では，溶融炉

心・コンクリート相互作用の緩和対策である，格納容器下部への水張り

が実施された状態を想定しているが，その一方で，原子炉圧力容器破損

が想定される状況では，高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の発

生を防止するため，原子炉圧力容器の減圧が実施されている。これらの

状況も考慮し，原子炉圧力容器が低圧状態で破損するＰＤＳを選定する

ものとし，高圧状態で破損するＴＱＵＸ，ＴＢＵ及び長期ＴＢは選定対

象から除外する。ＬＯＣＡは，蒸気が急速に格納容器に流出するため，

ジルコニウムの酸化割合が他の低圧破損シーケンスより小さくなり，酸

化ジルコニウム質量割合が他の低圧破損シーケンスより小さくなること
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でデブリの内部エネルギーが小さくなると考えられる。よって，本格納

容器破損モードにおいて厳しいＰＤＳとして，原子炉の水位低下が早く，

原子炉圧力容器破損までの時間が短いＴＱＵＶを選定する。 

ＴＱＵＶに属する事故シーケンスのうち，事象進展が早い過渡事象を

起因とする，「過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷

炉心冷却失敗＋ＦＣＩ（ペデスタル）」を評価事故シーケンスとして選

定する。 

ｄ．水素燃焼 

本発電用原子炉施設では，格納容器内が窒素置換され，初期酸素濃度

が低く保たれている。炉心損傷に伴い，水素濃度は容易に 13vol％を超

えることから，水素燃焼防止の観点からは酸素濃度が重要となるため，

炉心損傷により放出される核分裂生成物による水の放射線分解に伴う酸

素濃度の上昇に着目する。本格納容器破損モードはＰＲＡから抽出され

たものではないが，評価のためにＰＤＳを格納容器先行破損の事故シー

ケンス以外のＰＤＳから選定する。酸素は水の放射線分解で発生するが，

酸素濃度は他の気体の存在量の影響を受けるため，炉心損傷後の格納容

器内の気体組成を考える上で影響が大きいと考えられるジルコニウム－

水反応による水素発生に着目する。原子炉注水に期待しない場合のジル

コニウム－水反応の挙動は事象発生時の原子炉圧力容器外への冷却材の

放出経路から，ＬＯＣＡとその他のＰＤＳに大別できる。ＬＯＣＡでは

事象発生と同時に原子炉圧力容器が大きく減圧され，冷却材が多量に原

子炉圧力容器外に排出されることから，ジルコニウム－水反応に寄与す

る冷却材の量が少なくなり，水素濃度は 13vol％を上回るものの，その

他のＰＤＳに比べて水素発生量が少なくなると考えられる。このため，

ＬＯＣＡでは水の放射線分解によって増加する酸素濃度が他のＰＤＳよ

20



1-25 

りも相対的に高くなる可能性が考えられる。 

以上のことから，同じＰＤＳでも原子炉圧力容器破損に至らない場合

を想定することが適切と考える。また，1.2.1.1(3)に示すとおり，炉心

損傷を防止できない事故シーケンスのうち，格納容器破損防止対策の有

効性を確認する事故シーケンスとしては，大破断ＬＯＣＡと非常用炉心

冷却系注水機能の喪失が重畳する事故シーケンスのみが抽出されている。

これらのことから，「(1) 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器

過圧・過温破損）」において選定した評価事故シーケンス，「大破断Ｌ

ＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗」を本格納容器破損モー

ドの評価事故シーケンスとして選定する。 

有効性評価に当たっては，酸素濃度の上昇に着目する観点から，ジル

コニウム－水反応による水素の過剰な発生の抑制及び水の放射線分解に

伴い発生する酸素を格納容器内に保持することによる酸素濃度の上昇を

考慮し，炉心損傷後に原子炉注水に成功し，格納容器ベントを実施しな

い場合について評価するものとする。 

ｅ．溶融炉心・コンクリート相互作用 

本格納容器破損モードに含まれるＰＤＳのうち，溶融炉心・コンクリ

ート相互作用（ＭＣＣＩ）の観点からは，格納容器下部に落下する溶融

炉心の割合が多いシーケンスが厳しくなる。原子炉圧力容器が高圧で破

損に至る場合，格納容器に放出される溶融炉心が分散され易く，また，

落下速度が大きくなることで，格納容器下部に落下した際の粒子化割合

が高くなり，落下した溶融炉心が冷却され易いと考えると，原子炉圧力

容器が低圧で破損に至る場合の方が，格納容器下部へ一体となって落下

する溶融炉心の割合が多くなると考えられる。また，原子炉圧力容器破
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損が想定される状況では，高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の

発生を防止するため，原子炉圧力容器の減圧が実施されている。これら

の状況も考慮し，原子炉圧力容器が低圧状態で破損するＰＤＳを選定す

るものとし，高圧状態で破損するＴＱＵＸ，ＴＢＵ及び長期ＴＢは選定

対象から除外する。ＬＯＣＡは原子炉圧力容器破損のタイミングが過渡

事象より早いため，溶融炉心の崩壊熱は過渡事象に比べて高いが，有効

性評価における本格納容器破損モードに対しては，原子炉圧力容器破損

までの原子炉注水に期待していない評価としていること，原子炉圧力容

器破損までの時間余裕は事象発生から 3 時間以上であることから，事象

緩和のための対応操作の観点で大きな差異はない。また，ＦＣＩとＭＣ

ＣＩは原子炉圧力容器破損後に発生する一連の物理現象であることから，

ＦＣＩと同じＰＤＳを選定することにより，一連のプラント挙動を確認

することができる。以上より，ＭＣＣＩへの対応の厳しさの観点でＴＱ

ＵＶを評価対象ＰＤＳとして選定する。 

ＴＱＵＶに属する事故シーケンスのうち，事象進展が早い過渡事象を

起因とする，「過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷

炉心冷却失敗＋デブリ冷却失敗（ペデスタル）」を評価事故シーケンス

として選定する。 

格納容器破損モード及び評価事故シーケンスについて整理した結果を第

1.2－3表に示す。 

1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定 

「1.2.2.1 格納容器破損モードの選定と評価事故シーケンスの選定」に挙

げた格納容器破損モードについては，格納容器破損防止対策に対して有効性
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があることを確認するため，以下の評価項目を設定する。なお，格納容器直

接接触（シェルアタック）については，ＢＷＲＭａｒｋ－Ⅰ型の格納容器に

特有の格納容器破損モードであり，東海第二発電所のＭａｒｋ－Ⅱ型の格納

容器は溶融炉心が格納容器バウンダリに直接接触する構造ではないため，格

納容器直接接触（シェルアタック）に係る評価項目「原子炉格納容器の床上

に落下した溶融炉心が床面を拡がり原子炉格納容器バウンダリと直接接触し

ないこと及び溶融炉心が適切に冷却されること」については，有効性を確認

するための評価項目として設定しない。 

(1) 原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力が，限界圧力を下回る圧力

である最高使用圧力 0.31MPa[gage]の 2 倍の圧力 0.62MPa[gage]を下

回ること。 

(2) 原子炉格納容器バウンダリにかかる温度が，限界温度を下回る温度

である 200℃を下回ること。 

(3) 放射性物質の総放出量は，放射性物質による環境への汚染の視点も

含め，環境への影響をできるだけ小さくとどめるものであること。 

(4) 原子炉圧力容器の破損までに，原子炉圧力は 2.0MPa[gage]以下に

低減されていること。 

(5) 急速な原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用による熱

的・機械的荷重によって，原子炉格納容器バウンダリの機能が喪失

しないこと。 

(6) 原子炉格納容器が破損する可能性のある水素の爆轟を防止するこ

と。具体的には，原子炉格納容器内の酸素濃度が 5vol％以下である

こと。 

(7) 可燃性ガスの蓄積，燃焼が生じた場合においても，(1)の要件を満

足すること。 
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(8) 溶融炉心による侵食によって，原子炉格納容器の構造部材の支持機

能が喪失しないこと及び溶融炉心が適切に冷却されること。 

このうち，原子炉圧力容器が健全な評価事故シーケンスについては，評価

項目のうち(1)から(3)，(6)及び(7）が評価対象となる。原子炉圧力容器の破

損を仮定する評価事故シーケンスについては，評価項目のうち(4)，(5)及び

(8)が評価対象となるが，原子炉圧力容器が破損した場合においても格納容器

破損防止対策の有効性を確認する観点から，評価項目のうち(1)から(3)，(6)

及び(7)についても評価を行う。 

（添付資料 1.2.4） 

1.2.3 使用済燃料プールにおける重大事故に至るおそれがある事故 

1.2.3.1 想定事故 

「使用済燃料プールにおける重大事故に至るおそれがある事故」について

は，本発電用原子炉施設において，使用済燃料プール内に貯蔵されている燃

料の著しい損傷に至る可能性があると想定する以下の事故の評価を行う。 

(1) 想定事故１ 

使用済燃料プールの冷却機能又は注水機能が喪失することにより，使用

済燃料プール内の水の温度が上昇し，蒸発により水位が低下する事故 

(2) 想定事故２ 

サイフォン現象等により使用済燃料プール内の水の小規模な喪失が発生

し，使用済燃料プールの水位が低下する事故 

1.2.3.2 有効性を確認するための評価項目の設定 

「1.2.3.1 想定事故」に挙げた想定事故については，使用済燃料プールに
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おける燃料損傷を防止するための対策に対して有効性があることを確認する

ため，以下の評価項目を設定する。 

(1) 燃料有効長頂部が冠水していること。 

(2) 放射線の遮蔽が維持される水位を確保すること。 

(3) 未臨界が維持されていること。 

1.2.4 運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故 

1.2.4.1 事故シーケンスのグループ化と重要事故シーケンスの選定 

「運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故」につい

ては，復水器真空破壊から制御棒引抜開始までの期間を評価対象※とし，原

子炉の水位，温度，圧力などのプラントパラメータの類似性，保守点検状況

などに応じた緩和設備の使用可能性，起因事象，成功基準に関する類似性に

応じて，プラントの状態を適切に区分する。また，区分したプラント状態を

考慮し，燃料の著しい損傷に至る可能性があると想定する事故シーケンスを，

本発電用原子炉施設を対象としたＰＲＡの結果を踏まえ運転停止中事故シー

ケンスグループにグループ化し，運転停止中事故シーケンスグループごとに，

重要事故シーケンスを選定して評価を行う。 

※ 「実用発電用原子炉に係る運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効

性評価に関する審査ガイド」の共通解析条件に定められている運転停止中の期

間は「主発電機の解列から，原子炉起動の過程における主発電機の併列まで」

となり，本評価対象と異なる。ただし,「主発電機の解列から復水器真空破壊ま

で」及び「制御棒引抜開始から原子炉起動の過程における主発電機の併列まで」

における低出力運転時及びプラント停止時の期間においては，給水系を除く緩

和設備が原子炉運転中と同様に待機状態又は早期復旧により使用可能な状態で

あり，かつ発生する起因事象もほぼ同様であることから運転時における内部事
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象レベル１ＰＲＡの評価範囲と位置づけている。 

（添付資料 1.2.5) 

(1) 運転停止中事故シーケンスの抽出 

内部事象停止時レベル１ＰＲＡにおいては，各起因事象の発生から燃料

損傷に至ることを防止するための緩和手段の組合せ等を第1.2－7図に示す

イベントツリーで分析し，燃料損傷に至る事故シーケンスを抽出する。 

(2) 運転停止中事故シーケンスのグループ化 

ＰＲＡの結果を踏まえて抽出した事故シーケンスについて，重大事故等

に対処するための措置が基本的に同じとなるよう，燃料損傷に至る主要因

の観点から事故シーケンスを以下のように分類する。なお，反応度の誤投

入については，複数の人的過誤や機器故障が重畳しない限り反応度事故に

至る可能性はなく，また万一，反応度事故に至った場合でも，局所的な事

象で収束し，燃料の著しい破損または大規模な炉心損傷に至ることは考え

難いことから，内部事象停止時レベル１ＰＲＡの起因事象から除外してい

るが，本事故事象に対する対策の有効性を確認する観点や，「実用発電用

原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈」

にて挙げられる運転停止中事故シーケンスグループとの包含関係も踏ま

えて追加する。 

ａ．崩壊熱除去機能喪失 

ｂ．全交流動力電源喪失 

ｃ．原子炉冷却材の流出 

ｄ．反応度の誤投入 
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(3) 重要事故シーケンスの選定 

運転停止中事故シーケンスグループごとに，有効性評価の対象とする重

要事故シーケンスを選定する。同じ運転停止中事故シーケンスグループに

複数の事故シーケンスが含まれる場合には，燃料損傷までの時間余裕，燃

料損傷回避に必要な設備容量及び運転停止中事故シーケンスグループ内の

代表性の観点で，より厳しい事故シーケンスを選定する。重要事故シーケ

ンスの選定結果は以下のとおりである。 

ａ．崩壊熱除去機能喪失 

本事故シーケンスグループ内の事故シーケンスの代表性の観点から，

「残留熱除去系の故障（ＲＨＲ喪失）＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」を

重要事故シーケンスとして選定する。 

また，残留熱除去系海水系の喪失により崩壊熱除去機能が喪失する

「残留熱除去系の故障（ＲＨＲＳ喪失）＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」

の事故シーケンスについては，「全交流動力電源喪失」にて残留熱除去

系海水系の代替手段である緊急用海水系の有効性を確認するため，選定

しない。 

なお，対策実施の時間余裕及び原子炉注水に必要な設備容量を厳しく

評価する観点から，崩壊熱が高く，原子炉冷却材の保有水量が少ない原

子炉停止後 1 日後に，崩壊熱除去機能が喪失する事象を想定する。 

ｂ．全交流動力電源喪失 

本事故シーケンスグループ内の事故シーケンスの代表性の観点から，

「外部電源喪失＋交流電源失敗＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」を重要事

故シーケンスとして選定する。 

なお，対策実施の時間余裕及び原子炉注水に必要な設備容量を厳しく

評価する観点から，崩壊熱が高く，原子炉冷却材の保有水量が少ない原
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子炉停止後 1 日後に，崩壊熱除去機能が喪失する事象を想定する。 

ｃ．原子炉冷却材の流出 

燃料損傷までの時間余裕が最も短く，代表性を有する事故シーケンス

として，「原子炉冷却材の流出（ＲＨＲ切替時のＬＯＣＡ）＋崩壊熱除去・

炉心冷却失敗」を重要事故シーケンスとして選定する。 

なお，流出流量が比較的大きい，ＣＲＤ点検時のＬＯＣＡ及びＬＰＲ

Ｍ点検時のＬＯＣＡについては，作業・操作場所と漏えい発生個所が同

一であり認知が容易であること，及び燃料損傷防止対策となる待機中の

ＥＣＣＳ・常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）

の設備容量が流出流量より十分大きいことを考慮し，重要事故シーケン

スとしては選定しない。また，ＣＵＷブロー時のＬＯＣＡについては，

原子炉ウェル水位を低下させる操作であるため，原子炉ウェル水位は適

宜監視されており，認知が容易であることから重要事故シーケンスとし

ては選定しない。 

ｄ．反応度の誤投入 

反応度の誤投入に係る事故シーケンスは，「反応度の誤投入」のみで

あることから，重要事故シーケンスとして選定する。具体的には，代表

性の観点から，「停止中に実施される検査等により，最大反応度価値を

有する制御棒1本が全引き抜きされている状態から，他の1本の制御棒が

操作量の制限を超える誤った操作によって引き抜かれ，異常な反応度の

投入を認知できずに燃料の損傷に至る事故」を想定する。 

各運転停止中事故シーケンスグループに含まれる事故シーケンス及び重

要事故シーケンスについて整理した結果を第 1.2－4 表に示す。 
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第 1.2－2 表 重要事故シーケンスの選定（運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故）（1／2） 

事故シーケンスグループ 事故シーケンス 
選定した事故シーケンス 

（重要事故シーケンス） 

高圧・低圧注水機能喪失 ・過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 

・過渡事象＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉

心冷却失敗 

・手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋低

圧炉心冷却失敗 

・手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋逃がし安全弁再閉鎖失

敗＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 

・サポート系喪失（自動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却

失敗 

・サポート系喪失（自動停止）＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋高圧炉

心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 

・過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗

高圧注水・減圧機能喪失 ・過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋手動減圧失敗 

・手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋手

動減圧失敗 

・サポート系喪失（自動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋手動減圧失敗

・過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉手動減圧失

敗 

全交流動力電源喪失 長期ＴＢ ・外部電源喪失＋ＤＧ失敗＋ＨＰＣＳ失敗（ＲＣＩＣ成功） 

・サポート系喪失（直流電源故障）（外部電源喪失）＋ＤＧ失敗＋Ｈ

ＰＣＳ失敗（ＲＣＩＣ成功） 

・外部電源喪失＋ＤＧ失敗＋ＨＰＣＳ失敗（ＲＣＩ

Ｃ成功） 

ＴＢＤ， 

ＴＢＵ 

・外部電源喪失＋直流電源失敗＋高圧炉心冷却失敗 

・外部電源喪失＋ＤＧ失敗＋高圧炉心冷却失敗 

・サポート系喪失（直流電源故障）（外部電源喪失）＋ＤＧ失敗＋Ｈ

ＰＣＳ失敗 

・外部電源喪失＋直流電源失敗＋高圧炉心冷却失敗

ＴＢＰ ・外部電源喪失＋ＤＧ失敗＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋高圧炉心冷

却失敗 

・サポート系喪失（直流電源故障）（外部電源喪失）＋ＤＧ失敗＋逃

がし安全弁再閉鎖失敗＋ＨＰＣＳ失敗 

・外部電源喪失＋ＤＧ失敗＋逃がし安全弁再閉鎖失

敗＋ＨＰＣＳ失敗 
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第 1.2－2 表 重要事故シーケンスの選定（運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故）（2／2） 

事故シーケンスグループ 事故シーケンス 
選定した事故シーケンス 

（重要事故シーケンス） 

崩壊熱除去機能喪失 ・過渡事象＋ＲＨＲ失敗 

・過渡事象＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＲＨＲ失敗 

・外部電源喪失＋ＤＧ失敗（ＨＰＣＳ成功） 

・外部電源喪失＋ＤＧ失敗＋逃がし安全弁再閉鎖失敗（ＨＰＣＳ成

功） 

・外部電源喪失＋直流電源失敗（ＨＰＣＳ成功） 

・手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋ＲＨＲ失敗 

・手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋逃がし安全弁再閉鎖失

敗＋ＲＨＲ失敗 

・サポート系喪失（自動停止）＋ＲＨＲ失敗 

・サポート系喪失（自動停止）＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＲＨＲ

失敗 

・サポート系喪失（直流電源故障）（外部電源喪失）＋ＤＧ失敗（Ｈ

ＰＣＳ成功） 

・サポート系喪失（直流電源故障）（外部電源喪失）＋ＤＧ失敗＋逃

がし安全弁再閉鎖失敗（ＨＰＣＳ成功） 

・中小破断ＬＯＣＡ＋ＲＨＲ失敗 

・大破断ＬＯＣＡ＋ＲＨＲ失敗 

・過渡事象＋ＲＨＲ失敗 

原子炉停止機能喪失 ・過渡事象＋原子炉停止失敗 

・サポート系喪失（自動停止）＋原子炉停止失敗 

・中小破断ＬＯＣＡ＋原子炉停止失敗 

・大破断ＬＯＣＡ＋原子炉停止失敗 

・過渡事象＋原子炉停止失敗 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失 ・中小破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 

・中小破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗 

・中小破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心

冷却失敗 

格納容器バイパス（インターフェイスシ

ステムＬＯＣＡ） 

・インターフェイスシステムＬＯＣＡ ・インターフェイスシステムＬＯＣＡ 

津波浸水による注水機能喪失 ・原子炉建屋内浸水による複数の緩和機能喪失 

・最終ヒートシンク喪失（ＲＣＩＣ成功） 

・最終ヒートシンク喪失＋高圧炉心冷却失敗 

・最終ヒートシンク喪失＋逃がし安全弁再閉鎖失敗 

・原子炉建屋内浸水による複数の緩和機能喪失 
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第 1.2－3 表 評価事故シーケンスの選定（運転中の原子炉における重大事故）(1／7) 

格納容器破損 

モード 

該当する 

ＰＤＳ 

選定した 

ＰＤＳ 
選定したＰＤＳの考え方 

雰囲気圧力・温

度による静的負

荷 

（格納容器過圧

破損） 

・ＴＱＵＶ 

・ＴＱＵＸ 

・長期ＴＢ 

・ＴＢＵ 

・ＴＢＰ 

・ＴＢＤ 

・ＬＯＣＡ 

・ＬＯＣＡ 【事象進展（過圧・過温）緩和の時間余裕及び設備容量の厳しさ】 

・他のＰＤＳと比較して，ＬＯＣＡは原子炉冷却材の流出を伴うことから，水位低下が早く，事象進展が早い。

・過圧破損については対策として格納容器の除熱が必要となる。 

・過温破損については対策として格納容器（損傷炉心）への注水が必要となる。 

以上より，余裕時間及び設備容量の厳しさの観点から，ＬＯＣＡを評価対象ＰＤＳとして選定する。なお，

いずれのＰＤＳを選定しても必要な監視機能は維持可能である。 

雰囲気圧力・温

度による静的負

荷 

（格納容器過温

破損） 

高圧溶融物放出

／格納容器雰囲

気直接加熱 

（ＤＣＨ） 

・ＴＱＵＸ 

・長期ＴＢ 

・ＴＢＵ 

・ＴＢＤ 

・ＴＱＵＸ 【事象進展緩和（減圧）の時間余裕の厳しさ】 

・長期ＴＢは事象初期においてＲＣＩＣによる冷却が有効なＰＤＳであり，減圧までの余裕時間の観点ではＴ

ＱＵＸ，ＴＢＤ，ＴＢＵの方が厳しい。 

・高圧状態で原子炉圧力容器破損に至る点ではＴＱＵＸ，ＴＢＤ，ＴＢＵにＰＤＳ選定上の有意な違いはない。

以上より，最も厳しいＰＤＳから，ＴＱＵＸを評価対象ＰＤＳとして選定する。なお，いずれのＰＤＳを選

定しても必要な監視機能は維持可能である。 
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第 1.2－3 表 評価事故シーケンスの選定（運転中の原子炉における重大事故）(2／7) 

格納容器破損 
モード 

該当する 
ＰＤＳ 

選定した 
ＰＤＳ 

選定したＰＤＳの考え方 

原子炉圧力容器
外の溶融燃料－
冷却材相互作用
（ＦＣＩ） 

・ＴＱＵＶ 
・ＴＱＵＸ 
・長期ＴＢ 
・ＴＢＵ 
・ＴＢＰ 
・ＴＢＤ 
・ＬＯＣＡ 

・ＴＱＵＶ 【事象（ＦＣＩにおける発生エネルギーの大きさ）の厳しさ】 
・溶融燃料－冷却材相互作用の発生エネルギーは，格納容器下部の水中に落下する溶融炉心の量が多く，保有

エネルギーが大きくなるほど厳しくなる。この観点から，高圧状態が維持されるＰＤＳであるＴＱＵＸ，Ｔ
ＢＤ，ＴＢＵ，長期ＴＢはＦＣＩの観点で厳しい事象とはならないと考えられる。 

・ＬＯＣＡは，炉内での蒸気の発生状況の差異から，酸化ジルコニウムの質量割合が他の低圧破損シーケンス
（ＴＱＵＶ，ＴＢＰ）より小さくなり，デブリの内部エネルギーが小さくなると考えられる。また，ＦＣＩ
は低温の水に落下する場合の方が厳しい事象であり，ＬＯＣＡは破断口から高温の冷却材が流出し，ペデス
タル（ドライウェル部）に滞留するため，ＦＣＩの観点で厳しい事象とはならないと考えられる。 

・ＴＢＰについて，事象初期のＲＣＩＣによる一時的な注水を考慮すると，ＴＱＵＶに比べて水位低下が遅く
事象進展が遅い。 

・過渡事象のうち，原子炉の水位低下が早い事象を選定することで対応が厳しいシーケンスとなる。 

以上より，ＦＣＩの厳しさの観点でＴＱＵＶを評価対象ＰＤＳとして選定する。なお，いずれのＰＤＳを選
定しても必要な監視機能は維持可能である。 

溶融炉心・コン
クリート相互作
用 
（ＭＣＣＩ） 

・ＴＱＵＶ 
・ＴＱＵＸ 
・長期ＴＢ 
・ＴＢＵ 
・ＴＢＰ 
・ＴＢＤ 
・ＬＯＣＡ 

・ＴＱＵＶ 【事象（ＭＣＣＩに寄与する溶融炉心のエネルギーの大きさ）及び事象緩和のための対応の厳しさ】 
・ＭＣＣＩの観点からは，ペデスタル（ドライウェル部）に落下する溶融炉心の割合が多くなる原子炉圧力容

器が低圧で破損に至るシーケンスが厳しい。この観点で，高圧状態が維持されるＰＤＳであるＴＱＵＸ，Ｔ
ＢＤ，ＴＢＵ，長期ＴＢはＭＣＣＩの観点で厳しい事象とはならないと考えられる。 

・ＬＯＣＡは，原子炉圧力容器破損のタイミングが過渡事象より早いため，溶融炉心の崩壊熱は過渡事象に比
べて高いが，有効性評価における本格納容器破損モードに対しては，原子炉圧力容器破損までの原子炉注水
に期待していない評価としていること，原子炉圧力容器破損までの余裕時間は事象発生から 3 時間以上ある
ことから，事象緩和のための対応操作の観点で大きな差異はない。 

・ＦＣＩとＭＣＣＩは原子炉圧力容器破損後に発生する一連の物理現象であることから，ＦＣＩと同じＰＤＳ
を選定することにより，一連のプラント挙動を確認することができる。 

以上より，ＭＣＣＩへの対応の厳しさの観点でＴＱＵＶを評価対象ＰＤＳとして選定する。なお，いずれの
ＰＤＳを選定しても必要な監視機能は維持可能である。 
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第 1.2－3 表 評価事故シーケンスの選定（運転中の原子炉における重大事故）(3／7) 

格納容器破損 

モード 

該当する 

ＰＤＳ 

選定した 

ＰＤＳ 
選定したＰＤＳの考え方 

水素燃焼 － ・ＬＯＣＡ 【有効性評価に関する審査ガイドの選定基準等との整合】 

・審査ガイドでは「ＰＲＡに基づく格納破損シーケンスの中から水素燃焼の観点から厳しいシーケンスを選定

する。」と記載されているが，東海第二発電所では格納容器内を窒素で置換しているため，レベル１．５ＰＲ

Ａでは水素燃焼により格納容器が破損するシーケンスは考慮していない。このため，東海第二発電所におい

て評価することが適切と考えられる評価事故シーケンスを選定するものとする。 

【評価において着目するパラメータ】 

・東海第二発電所では，格納容器内が窒素置換され，初期酸素濃度が低く保たれている。また，炉心損傷に伴

い，水素は容易に可燃限界を超えることから，水素燃焼防止の観点では酸素濃度が重要となる。このため，

水の放射線分解に伴う酸素濃度の上昇に着目する。 

【東海第二発電所において評価するシーケンス】 

・東海第二発電所において，国内外の先進的な対策を考慮しても炉心損傷を防止できない事故シーケンスであ

るが，格納容器において事象進展を緩和できると考えられる事故シーケンスとして，ＬＯＣＡとＥＣＣＳ注

水機能喪失が重畳する事故シーケンスが抽出されている。このため，評価シーケンスとしては，ＬＯＣＡ（Ｌ

ＯＣＡ＋ＥＣＣＳ注水機能喪失）を想定することが適切であると考えられる。 

以上より，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」の評価事故シーケンスと同様，

ＬＯＣＡを評価対象ＰＤＳとして選定する。 
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第 1.2－3 表 評価事故シーケンスの選定（運転中の原子炉における重大事故）(4／7) 

補足：ＰＤＳの分類の定義 

ＰＤＳ 格納容器破損時期 原子炉圧力 炉心損傷時期 電源確保 

ＴＱＵＶ 炉心損傷後 低圧 早期 
交流電源 有 

直流電源 有 

ＴＱＵＸ 炉心損傷後 高圧 早期 
交流電源 有 

直流電源 有 

長期ＴＢ 炉心損傷後 高圧 後期 
交流電源 無 

直流電源 有 

ＴＢＵ 炉心損傷後 高圧 早期 
交流電源 無 

直流電源 有 

ＴＢＰ 炉心損傷後 低圧 早期 
交流電源 無 

直流電源 有 

ＴＢＤ 炉心損傷後 高圧 早期 
交流電源 無 

直流電源 無 

ＴＷ／ＴＢＷ 炉心損傷前 － 後期 － 

ＴＣ 炉心損傷前 － 早期 － 

ＬＯＣＡ 炉心損傷後 低圧 早期 
交流電源 有 

直流電源 有 

ＩＳＬＯＣＡ 炉心損傷前 － 早期 － 

注：ハッチングは炉心損傷前に格納容器破損に至る事故シーケンスであることから，解釈１－２（ｂ）に基づき,「炉心の著しい損傷を防止する対策に有効性があ

る」ことを確認する。このため，格納容器破損防止対策の有効性評価の対象外とするＰＤＳを示す。
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第 1.2－3 表 評価事故シーケンスの選定（運転中の原子炉における重大事故）(5／7)

格納容器破損 

モード 

選定した 

ＰＤＳ 
事故シーケンス 選定した事故シーケンス 評価事故シーケンス 

雰囲気圧力・温

度による静的負

荷 

（格納容器過圧

破損） 

・ＬＯＣＡ ・大破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉

心冷却失敗＋（デブリ冷却成功）＋格納容器注水（ドライウェル）

失敗 

・中小破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷

炉心冷却失敗＋（デブリ冷却成功）＋格納容器注水（ドライウェ

ル）失敗 

・中小破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗＋損傷炉

心冷却失敗＋（デブリ冷却成功）＋格納容器注水（ドライウェル）

失敗 

・大破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心

冷却失敗＋低圧炉心冷却失

敗＋損傷炉心冷却失敗＋

（デブリ冷却成功）＋格納

容器注水（ドライウェル）

失敗 

・大破断ＬＯＣＡ＋高圧

炉心冷却失敗＋低圧

炉心冷却失敗 

（過圧・過温の各々にお

いて損傷炉心冷却失

敗までは同じ事故シ

ーケンスとなり，各事

故シーケンスの対策

は損傷炉心への注水

（損傷炉心冷却）の点

で同じとなることか

ら，有効性評価では過

圧・過温を同じ事故シ

ーケンスで評価して

いる。） 

雰囲気圧力・温

度による静的負

荷 

（格納容器過温

破損） 

・ＬＯＣＡ ・大破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉

心冷却失敗＋格納容器注水（ペデスタル）失敗 

・中小破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷

炉心冷却失敗＋格納容器注水（ペデスタル）失敗 

・中小破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗＋損傷炉

心冷却失敗＋格納容器注水（ペデスタル）失敗 

・大破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心

冷却失敗＋低圧炉心冷却失

敗＋損傷炉心冷却失敗＋格

納容器注水（ペデスタル）

失敗 

高圧溶融物放出

／格納容器雰囲

気直接加熱 

（ＤＣＨ） 

・ＴＱＵＸ ・過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋手動減圧失敗＋炉心損傷後の手動

減圧失敗＋ＤＣＨ 

・手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋手

動減圧失敗＋炉心損傷後の手動減圧失敗＋ＤＣＨ 

・サポート系喪失（自動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋手動減圧失敗

＋炉心損傷後の手動減圧失敗＋ＤＣＨ 

・過渡事象＋高圧炉心冷却失

敗＋手動減圧失敗＋炉心損

傷後の手動減圧失敗＋ＤＣ

Ｈ 

・過渡事象＋高圧炉心冷

却失敗＋手動減圧失

敗＋炉心損傷後の手

動減圧失敗＋ＤＣＨ 
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第 1.2－3 表 評価事故シーケンスの選定（運転中の原子炉における重大事故）(6／7) 

格納容器破損 

モード 

選定した 

ＰＤＳ 
事故シーケンス 選定した事故シーケンス 評価事故シーケンス 

原子炉圧力容器

外の溶融燃料－

冷却材相互作用

（ＦＣＩ） 

・ＴＱＵＶ ・過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却

失敗＋ＦＣＩ（ペデスタル） 

・過渡事象＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉

心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗＋ＦＣＩ（ペデスタル） 

・手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋低

圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗＋ＦＣＩ（ペデスタル） 

・手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋逃がし安全弁再閉鎖失

敗＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗＋

ＦＣＩ（ペデスタル） 

・サポート系喪失（自動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却

失敗＋損傷炉心冷却失敗＋ＦＣＩ（ペデスタル） 

・サポート系喪失（自動停止）＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋高圧炉

心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗＋ＦＣＩ（ペ

デスタル） 

・過渡事象＋高圧炉心冷却失

敗＋低圧炉心冷却失敗＋損

傷炉心冷却失敗＋ＦＣＩ

（ペデスタル） 

・過渡事象＋高圧炉心冷

却失敗＋低圧炉心冷

却失敗＋損傷炉心冷

却失敗＋ＦＣＩ（ペデ

スタル） 

溶融炉心・コン

クリート相互作

用 

（ＭＣＣＩ） 

・ＴＱＵＶ ・過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却

失敗＋デブリ冷却失敗（ペデスタル） 

・過渡事象＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉

心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗＋デブリ冷却失敗（ペデスタル） 

・手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋低

圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗＋デブリ冷却失敗（ペデスタ

ル） 

・手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋逃がし安全弁再閉鎖失

敗＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗＋

デブリ冷却失敗（ペデスタル） 

・サポート系喪失（自動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却

失敗＋損傷炉心冷却失敗＋デブリ冷却失敗（ペデスタル） 

・サポート系喪失（自動停止）＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋高圧炉

心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗＋デブリ冷却

失敗（ペデスタル） 

・過渡事象＋高圧炉心冷却失

敗＋低圧炉心冷却失敗＋損

傷炉心冷却失敗＋デブリ冷

却失敗（ペデスタル） 

・過渡事象＋高圧炉心冷

却失敗＋低圧炉心冷

却失敗＋損傷炉心冷

却失敗＋デブリ冷却

失敗（ペデスタル） 
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第 1.2－3 表 評価事故シーケンスの選定（運転中の原子炉における重大事故）(7／7) 

格納容器破損 

モード 

選定した 

ＰＤＳ 
事故シーケンス 選定した事故シーケンス 評価事故シーケンス 

水素燃焼 ・ＬＯＣＡ 

－ － 

・大破断ＬＯＣＡ＋高圧

炉心冷却失敗＋低圧

炉心冷却失敗（＋格納

容器ベント無し） 

（ジルコニウム－水反

応による水素の過剰な

発生を抑制する観点か

ら，炉心損傷後に交流電

源を復旧して原子炉注

水を実施し，その後の事

象進展に対応するシナ

リオを評価するものと

する。また，格納容器ベ

ントを実施する場合，格

納容器内の水素及び酸

素が大気中に放出され．

格納容器内の水素及び

酸素濃度が大きく低下

することから，格納容器

ベントを実施しないシ

ナリオを評価するもの

とする。） 

3
7



1
－
8
4
 

第 1.2－4 表 重要事故シーケンスの選定（運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故） 

事故シーケンスグループ 事故シーケンス 
選定した事故シーケンス 

（重要事故シーケンス） 

崩壊熱除去機能喪失 ・残留熱除去系の故障（ＲＨＲ喪失）＋崩壊熱除去・炉心冷却失

敗 

・残留熱除去系の故障（ＲＨＲＳ喪失）＋崩壊熱除去・炉心冷却

失敗 

・外部電源喪失＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗 

・残留熱除去系の故障（ＲＨＲ喪失）＋崩壊熱除去・

炉心冷却失敗 

全交流動力電源喪失 ・外部電源喪失＋交流電源失敗＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗 

・外部電源喪失＋直流電源失敗＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗 

・外部電源喪失＋交流電源失敗＋崩壊熱除去・炉心冷

却失敗 

原子炉冷却材の流出 ・原子炉冷却材の流出（ＲＨＲ切替時のＬＯＣＡ）＋崩壊熱除去・

炉心冷却失敗 

・原子炉冷却材の流出（ＣＵＷブロー時のＬＯＣＡ）＋崩壊熱除

去・炉心冷却失敗 

・原子炉冷却材の流出（ＣＲＤ点検時のＬＯＣＡ）＋崩壊熱除去・

炉心冷却失敗 

・原子炉冷却材の流出（ＬＰＲＭ点検時のＬＯＣＡ）＋崩壊熱除

去・炉心冷却失敗 

・原子炉冷却材の流出（ＲＨＲ切替時のＬＯＣＡ）＋

崩壊熱除去・炉心冷却失敗 

反応度の誤投入 ・反応度の誤投入 ・反応度の誤投入 

（代表性の観点から停止中に実施される検査等によ

り，最大反応度価値を有する制御棒 1 本が全引き抜

きされている状態から，他の 1 本の制御棒が操作量

の制限を超える誤った操作によって引き抜かれ，異

常な反応度の投入を認知できずにｐ燃料損傷に至る

事故を想定する。） 

3
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第1－1表 イベントツリーにより抽出した事故シーケンス 

起因事象 事故シーケンス 内部 地震 津波
シーケンス

No.

高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 ○ ○ － (1)

逃がし安全弁再閉鎖失敗＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 ○ ○ － (2)

高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗 ○ ○ － (3)

ＲＨＲ失敗 ○ ○ － (4)

逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＲＨＲ失敗 ○ ○ － (5)

原子炉停止失敗 ○ ○ － (6)

ＤＧ失敗＋ＨＰＣＳ失敗（ＲＣＩＣ成功） ○ ○ － (7)

ＤＧ失敗＋高圧炉心冷却失敗 ○ ○ － (8)

ＤＧ失敗＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＨＰＣＳ失敗 ○ ○ － (9)

直流電源失敗＋ＨＰＣＳ失敗 ○ ○ － (10)

ＤＧ失敗（ＨＰＣＳ成功） ○ ○ － (11)

ＤＧ失敗＋逃がし安全弁再閉鎖失敗（ＨＰＣＳ成功） ○ ○ － (12)

直流電源失敗（ＨＰＣＳ成功） ○ ○ － (13)

直流電源喪失＋原子炉停止失敗 － ○ － (14)

交流電源喪失＋原子炉停止失敗 － ○ － (15)

高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 ○ － － (16)

逃がし安全弁再閉鎖失敗＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 ○ － － (17)

高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗 ○ － － (18)

ＲＨＲ失敗 ○ － － (19)

逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＲＨＲ失敗 ○ － － (20)

高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 ○ － － (21)

逃がし安全弁再閉鎖失敗＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 ○ － － (22)

高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗 ○ － － (23)

ＲＨＲ失敗 ○ － － (24)

逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＲＨＲ失敗 ○ － － (25)

原子炉停止失敗 ○ － － (26)

（外部電源喪失）＋ＤＧ失敗＋ＨＰＣＳ失敗（ＲＣＩＣ成功） ○ － － (27)

（外部電源喪失）＋ＤＧ失敗＋高圧炉心冷却失敗 ○ － － (28)

（外部電源喪失）＋ＤＧ失敗＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＨＰＣＳ失敗 ○ － － (29)

（外部電源喪失）＋ＤＧ失敗（ＨＰＣＳ成功） ○ － － (30)

（外部電源喪失）＋ＤＧ失敗＋逃がし安全弁再閉鎖失敗（ＨＰＣＳ成功） ○ － － (31)

高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 ○ － － (32)

高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗 ○ － － (33)

ＲＨＲ失敗 ○ － － (34)

原子炉停止失敗 ○ － － (35)

高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 ○ － － (36)

ＲＨＲ失敗 ○ － － (37)

原子炉停止失敗 ○ － － (38)

インターフェイス
システムＬＯＣＡ

インターフェイスシステムＬＯＣＡ ○ － － (39)

原子炉建屋損傷 － ○ － (40)

格納容器損傷 － ○ － (41)

原子炉圧力容器損傷 － ○ － (42)

格納容器バイパス － ○ － (43)

Ｅｘｃｅｓｓｉｖｅ　ＬＯＣＡ － ○ － (44)

計装・制御系喪失 － ○ － (45)

防潮堤損傷 － － ○ (46)

原子炉建屋内浸水による複数の緩和機能喪失 － － ○ (47)

最終ヒートシンク喪失（ＲＣＩＣ成功） － － ○ (48)

最終ヒートシンク喪失＋ＲＣＩＣ失敗 － － ○ (49)

最終ヒートシンク喪失＋逃がし安全弁再閉鎖失敗 － － ○ (50)

津波に伴う損傷

外部電源喪失

中小破断ＬＯＣＡ

大破断ＬＯＣＡ

地震に伴う損傷

過渡事象

手動停止／
サポート系喪失
（手動停止）

サポート系喪失
（自動停止）

サポート系喪失
（直流電源故障）
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第 1－2 表 ＰＲＡの結果に基づく新たな事故シーケンスグループの検討 

過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 (1) 3.2E-10 4.6E-07 － 4.6E-07 0.6

過渡事象＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 (2) 2.0E-10 2.5E-09 － 2.7E-09 ＜0.1

手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 (16) 4.2E-10 － － 4.2E-10 ＜0.1

手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 (17) 4.3E-11 － － 4.3E-11 ＜0.1

サポート系喪失（自動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 (21) 2.5E-09 － － 2.5E-09 ＜0.1

サポート系喪失（自動停止）＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 (22) 3.0E-11 － － 3.0E-11 ＜0.1

過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗 (3) 9.4E-09 1.3E-06 － 1.3E-06 1.7

手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗 (18) 2.6E-09 － － 2.6E-09 ＜0.1

サポート系喪失（自動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗 (23) 8.3E-09 － － 8.3E-09 ＜0.1

外部電源喪失＋ＤＧ失敗＋ＨＰＣＳ失敗（ＲＣＩＣ成功） (7) 5.7E-08 5.6E-09 － 6.3E-08 ＜0.1

サポート系喪失（直流電源故障）（外部電源喪失）＋ＤＧ失敗＋ＨＰＣＳ失敗（ＲＣＩＣ成功） (27) 2.0E-08 － － 2.0E-08 ＜0.1

外部電源喪失＋直流電源失敗＋ＨＰＣＳ失敗 (10) 6.0E-12 2.1E-06 － 2.1E-06 2.8

外部電源喪失＋ＤＧ失敗＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＨＰＣＳ失敗 (9) 3.0E-10 2.4E-09 － 2.7E-09 ＜0.1

サポート系喪失（直流電源故障）（外部電源喪失）＋ＤＧ失敗＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＨＰＣＳ失敗 (29) 2.3E-10 － － 2.3E-10 ＜0.1

外部電源喪失＋ＤＧ失敗＋高圧炉心冷却失敗 (8) 2.0E-10 4.4E-07 － 4.5E-07 0.6

サポート系喪失（直流電源故障）（外部電源喪失）＋ＤＧ失敗＋高圧炉心冷却失敗 (28) 2.1E-08 － － 2.1E-08 ＜0.1

過渡事象＋ＲＨＲ失敗 (4) 4.4E-05 5.4E-06 － 4.9E-05 65.1

過渡事象＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＲＨＲ失敗 (5) 3.8E-07 2.9E-08 － 4.1E-07 0.5

外部電源喪失＋ＤＧ失敗（ＨＰＣＳ成功） (19) 6.9E-07 6.4E-08 － 7.5E-07 1.0

外部電源喪失＋ＤＧ失敗＋逃がし安全弁再閉鎖失敗（ＨＰＣＳ成功） (20) 3.6E-09 3.3E-10 － 3.9E-09 ＜0.1

外部電源喪失＋直流電源失敗（ＨＰＣＳ成功） (24) 6.9E-10 1.2E-11 － 7.0E-10 ＜0.1

手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋ＲＨＲ失敗 (25) 9.9E-06 － － 9.9E-06 13.2

手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＲＨＲ失敗 (33) 5.2E-08 － － 5.2E-08 ＜0.1

サポート系喪失（自動停止）＋ＲＨＲ失敗 (37) 1.7E-06 － － 1.7E-06 2.3

サポート系喪失（自動停止）＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＲＨＲ失敗 (11) 8.9E-09 － － 8.9E-09 ＜0.1

サポート系喪失（直流電源故障）（外部電源喪失）＋ＤＧ失敗（ＨＰＣＳ成功） (12) 4.1E-06 － － 4.1E-06 5.4

サポート系喪失（直流電源故障）（外部電源喪失）＋ＤＧ失敗＋逃がし安全弁再閉鎖失敗（ＨＰＣＳ成功） (13) 2.1E-08 － － 2.1E-08 ＜0.1

中小破断ＬＯＣＡ＋ＲＨＲ失敗 (31) 7.4E-08 － － 7.4E-08 ＜0.1

大破断ＬＯＣＡ＋ＲＨＲ失敗 (30) 3.0E-09 － － 3.0E-09 ＜0.1

過渡事象＋原子炉停止失敗 (6) 2.5E-08 7.9E-08 － 1.0E-07 0.1

サポート系喪失（自動停止）＋原子炉停止失敗 (26) 3.8E-11 － － 3.8E-11 ＜0.1

中小破断ＬＯＣＡ＋原子炉停止失敗 (38) 5.4E-11 － － 5.4E-11 ＜0.1

大破断ＬＯＣＡ＋原子炉停止失敗 (34) 2.2E-12 － － 2.2E-12 ＜0.1

直流電源喪失＋原子炉停止失敗 (14) － 2.6E-08 － 2.6E-08 ＜0.1

交流電源喪失＋原子炉停止失敗 (15) － 1.4E-08 － 1.4E-08 ＜0.1

中小破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 (35) 1.5E-11 － － 1.5E-11 ＜0.1

中小破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗 (36) 4.6E-12 － － 4.6E-12 ＜0.1

大破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 (32) 1.4E-12 － － 1.4E-12 ＜0.1

原子炉冷却材圧力バウンダリ喪失（Ｅｘｃｅｓｓｉｖｅ　ＬＯＣＡ） (44) － 3.0E-10 － 3.0E-10 ＜0.1 －

インターフェイスシステムＬＯＣＡ (39) 4.8E-10 － － 4.8E-10 ＜0.1
格納容器バイパス（インター
フェイスシステムＬＯＣＡ）

4.8E-10 ＜0.1 1－2(b)

原子炉建屋内浸水による複数の緩和機能喪失 (47) － － 7.6E-07 7.6E-07 1.0

最終ヒートシンク喪失（ＲＣＩＣ成功） (48) － － 3.2E-06 3.2E-06 4.2

最終ヒートシンク喪失＋高圧炉心冷却失敗 (49) － － 1.1E-08 1.1E-08 ＜0.1

最終ヒートシンク喪失＋逃がし安全弁再閉鎖失敗 (50) － － 1.7E-08 1.7E-08 ＜0.1

原子炉建屋損傷 (40) － 1.5E-07 － 1.5E-07 0.2 1.5E-07 0.2

格納容器損傷 (41) － 4.1E-09 － 4.1E-09 ＜0.1 4.1E-09 ＜0.1

原子炉圧力容器損傷 (42) － 2.2E-07 － 2.2E-07 0.3 2.2E-07 0.3

格納容器バイパス (43) － 3.2E-08 － 3.2E-08 ＜0.1 3.2E-08 ＜0.1

計装・制御系喪失 (45) － 3.7E-10 － 3.7E-10 ＜0.1 3.7E-10 ＜0.1

防潮堤損傷 (46) － － 3.3E-07 3.3E-07 0.4 3.3E-07 0.4

6.1E-05 1.0E-05 4.3E-06 7.5E-05 100.0 － － 7.5E-05 100.0 －

ハッチング：解釈に基づき想定する事故シ－ケンスグル－プと直接対応せず，全炉心損傷頻度への寄与及び影響度の観点から他の事故シ－ケンスグル－プと比較し，新たな事故シ－ケンスグル－プとしての追加は不要と判断したもの。

3.2E-10 ＜0.1 1－2(a)
ＬＯＣＡ時注水機能喪失

－

4.0E-06 5.3 1-2(a)

1－2(a)

1－2(a)

1－2(b)

1－2(a)0.6

解釈1－1
との対応

合計

全交流動力電源喪失 2.7E-06

津波

解釈1－2
との対応

グル－プ別
ＣＤＦ

（／炉年）

4.7E-07

高圧注水・減圧機能喪失 1.3E-06

事故シ－ケンスグル－プ
全ＣＤＦに
対する割合

（％）

1.8

事故シ－ケンス別ＣＤＦ（／炉年）

1－1(a)
の事故

シーケンス

地震

津波浸水による注水機能喪失

合計

崩壊熱除去機能喪失

1－1(a)
以外の事故
シーケンス

－

3.6

事故シ－ケンス
シ－ケン
スNo.

全ＣＤＦに
対する割合

（％）

高圧・低圧注水機能喪失

内部事象

1－2(b)

6.6E-05 87.6

原子炉停止機能喪失 1.4E-07 0.2

4
0
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第 1－3 表 事故シーケンスグループの主要な炉心損傷防止対策及び炉心損傷頻度 

過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 3.2E-10 4.6E-07 － 4.6E-07 0.6

過渡事象＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 2.0E-10 2.5E-09 － 2.7E-09 ＜0.1

手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 4.2E-10 － － 4.2E-10 ＜0.1

手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 4.3E-11 － － 4.3E-11 ＜0.1

サポート系喪失（自動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 2.5E-09 － － 2.5E-09 ＜0.1

サポート系喪失（自動停止）＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 3.0E-11 － － 3.0E-11 ＜0.1

過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗 9.4E-09 1.3E-06 － 1.3E-06 1.7

手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗 2.6E-09 － － 2.6E-09 ＜0.1

サポート系喪失（自動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗 8.3E-09 － － 8.3E-09 ＜0.1

外部電源喪失＋ＤＧ失敗＋ＨＰＣＳ失敗（ＲＣＩＣ成功） 5.7E-08 5.6E-09 － 6.3E-08 ＜0.1

サポート系喪失（直流電源故障）（外部電源喪失）+ＤＧ失敗＋ＨＰＣＳ失敗（ＲＣＩＣ成功） 2.0E-08 － － 2.0E-08 ＜0.1

ＴＢＤ 外部電源喪失＋直流電源失敗＋ＨＰＣＳ失敗 6.0E-12 2.1E-06 － 2.1E-06 2.8

外部電源喪失＋ＤＧ失敗＋高圧炉心冷却失敗 2.0E-10 4.4E-07 － 4.5E-07 0.6

サポート系喪失（直流電源故障）（外部電源喪失）＋ＤＧ失敗＋高圧炉心冷却失敗 2.1E-08 － － 2.1E-08 ＜0.1

外部電源喪失＋ＤＧ失敗＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＨＰＣＳ失敗 3.0E-10 2.4E-09 － 2.7E-09 ＜0.1

サポート系喪失（直流電源故障）（外部電源喪失）＋ＤＧ失敗＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＨＰＣＳ失敗 2.3E-10 － － 2.3E-10 ＜0.1

過渡事象＋ＲＨＲ失敗 4.4E-05 5.4E-06 － 4.9E-05 65.1

過渡事象＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＲＨＲ失敗 3.8E-07 2.9E-08 － 4.1E-07 0.5

外部電源喪失＋ＤＧ失敗（ＨＰＣＳ成功） 6.9E-07 6.4E-08 － 7.5E-07 1.0

外部電源喪失＋ＤＧ失敗＋逃がし安全弁再閉鎖失敗（ＨＰＣＳ成功） 3.6E-09 3.3E-10 － 3.9E-09 ＜0.1

外部電源喪失＋直流電源失敗（ＨＰＣＳ成功） 6.9E-10 1.2E-11 － 7.0E-10 ＜0.1

手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋ＲＨＲ失敗 9.9E-06 － － 9.9E-06 13.2

手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＲＨＲ失敗 5.2E-08 － － 5.2E-08 ＜0.1

サポート系喪失（自動停止）＋ＲＨＲ失敗 1.7E-06 － － 1.7E-06 2.3

サポート系喪失（自動停止）＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＲＨＲ失敗 8.9E-09 － － 8.9E-09 ＜0.1

サポート系喪失（直流電源故障）（外部電源喪失）＋ＤＧ失敗（ＨＰＣＳ成功） 4.1E-06 － － 4.1E-06 5.4

サポート系喪失（直流電源故障）（外部電源喪失）＋ＤＧ失敗＋逃がし安全弁再閉鎖失敗（ＨＰＣＳ成功） 2.1E-08 － － 2.1E-08 ＜0.1

中小破断ＬＯＣＡ＋ＲＨＲ失敗 7.4E-08 － － 7.4E-08 ＜0.1

大破断ＬＯＣＡ＋ＲＨＲ失敗 3.0E-09 － － 3.0E-09 ＜0.1

過渡事象＋原子炉停止失敗 2.5E-08 7.9E-08 － 1.0E-07 0.1

サポート系喪失（自動停止）＋原子炉停止失敗 3.8E-11 － － 3.8E-11 ＜0.1

中小破断ＬＯＣＡ＋原子炉停止失敗 5.4E-11 － － 5.4E-11 ＜0.1

大破断ＬＯＣＡ＋原子炉停止失敗 2.2E-12 － － 2.2E-12 ＜0.1

直流電源喪失＋原子炉停止失敗※２ － 2.6E-08 － 2.6E-08 ＜0.1

交流電源喪失＋原子炉停止失敗※２ － 1.4E-08 － 1.4E-08 ＜0.1

中小破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗
※３ 1.5E-11 － － 1.5E-11 ＜0.1

中小破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗※３ 4.6E-12 － － 4.6E-12 ＜0.1

大破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗※４ － 1.4E-12 － － 1.4E-12 ＜0.1

インターフェイスシステムＬＯＣＡ

・破損系統を除く原子炉注水機能
・原子炉手動減圧
・破損系統の隔離
・常設代替高圧電源装置
・常設代替直流電源設備

4.8E-10 － － 4.8E-10 ＜0.1 4.8E-10 ＜0.1

原子炉建屋内浸水による複数の緩和機能喪失 － － 7.6E-07 7.6E-07 1.0

最終ヒートシンク喪失（ＲＣＩＣ成功） － － 3.2E-06 3.2E-06 4.2

最終ヒートシンク喪失＋高圧炉心冷却失敗 － － 1.1E-08 1.1E-08 ＜0.1

最終ヒートシンク喪失＋逃がし安全弁再閉鎖失敗 － － 1.7E-08 1.7E-08 ＜0.1

6.1E-05 1.0E-05 4.0E-06 7.5E-05 99.0 7.5E-05 99.0 －

高圧注水・減圧機能喪失

・原子炉隔離時冷却系
・低圧代替注水系（可搬型）
・原子炉手動減圧
・代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）
・残留熱除系
・常設代替高圧電源装置
・常設代替直流電源設備

津波地震内部事象

対応する主要な炉心損傷
防止対策

長期ＴＢ

全炉心損傷
頻度の約

99％を炉心
損傷防止対
策でカバー

4.0E-06 5.3

グル－プ別
ＣＤＦ

（／炉年）

・上記の点線枠内の対策

事故シーケンス

6.6E-05

・高圧代替注水系
・低圧代替注水系（常設）
・原子炉手動減圧
・代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
・代替循環冷却系
・格納容器圧力逃がし装置又は耐圧強化ベント
・常設代替高圧電源装置
・常設代替直流電源設備

備考

4.7E-07

全ＣＤＦ
※１

に対する割合
（％）

全ＣＤＦ
※１

対する割合
（％）

1.3E-06

合計

1.8

・津波防護対策
・原子炉隔離時冷却系
・低圧代替注水系（常設）
・原子炉手動減圧
・残留熱除去系
・緊急用海水系
・常設代替高圧電源装置
・常設代替直流電源設備

津波浸水による
注水機能喪失

格納容器バイパス

0.6

＜0.1

原子炉停止機能喪失

・高圧代替注水系
・低圧炉心スプレイ系
・過渡時自動減圧機能
・残留熱除去系

－

・代替制御棒挿入機能
・代替原子炉再循環ポンプトリップ
・ほう酸水注入系
・原子炉隔離時冷却系
・高圧炉心スプレイ系
・残留熱除去系

ＬＯＣＡ時注水機能喪失

高圧・低圧注水機能喪失

※4　国内外の先進的な対策を考慮しても炉心損傷を防止することが困難な事故シーケンス。

※3　ＬＯＣＡの破断規模が大きい場合は，国内外の先進的な対策を考慮しても炉心損傷を防止することが困難な事故シーケンス。

ＴＢＰ

全交流動力
電源喪失

2.7E-06 3.6

※1　全ＣＤＦは第1-2表で新たな事故シーケンスグループとしての追加は不要と判断した事故シーケンスの炉心損傷頻度を含む。

合計

・高圧代替注水系
・低圧代替注水系（常設）
・原子炉手動減圧
・代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
・代替循環冷却系
・格納容器圧力逃がし装置又は耐圧強化ベント
・常設代替高圧電源装置
・常設代替直流電源設備

0.2

※2　地震発生と同時に最大の地震加速度を受けるものとして評価している地震レベル１ＰＲＡの設定上抽出された事故シーケンスであるが，地震時の挙動を現実的に想定すると，基準地震動よりも十分小さな加速度でスクラム信号「地震加速度大」が発信し，炉内構造物が損傷する加速度に到達する前に制御棒の
　　 挿入が完了すると考えられることから，現実的には発生しがたいと考え，炉心損傷防止対策の有効性を確認する対象としては取り扱わないと判断した事故シーケンス。

2.2E-11

崩壊熱除去
機能喪失

1.4E-07

事故シ－ケンス別ＣＤＦ（／炉年）

[ＲＨＲ故障時]
・原子炉隔離時冷却系
・高圧炉心スプレイ系
・低圧代替注水系（常設）
・原子炉手動減圧
・代替循環冷却系
・代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
・格納容器圧力逃がし装置又は耐圧強化ベント
・常設代替高圧電源装置
・常設代替直流電源設備

[取水機能喪失時]
・原子炉隔離時冷却系
・低圧代替注水系（常設）
・原子炉手動減圧
・残留熱除去系
・緊急用海水系
・常設代替高圧電源装置
・常設代替直流電源設備

ＴＢＵ

事故シーケンスグループ

・原子炉隔離時冷却系
・上記の点線枠内の対策

87.6

4
1



4
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第 1－4 表 重要事故シーケンス等の選定（1／2）

a b c d

◎ ①過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 低 高 高 高

－
②過渡事象＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋高圧炉心冷却失敗＋低
圧炉心冷却失敗

低 高 高 低

－
③手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋高圧炉心冷却失敗
＋低圧炉心冷却失敗

中 低 低 低

－
④手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋逃がし安全弁再閉
鎖失敗＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗

中 低 低 低

－
⑤サポート系喪失（自動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心
冷却失敗

中 高 高 低

－
⑥サポート系喪失（自動停止）＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋高
圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗

中 高 高 低

◎ ①過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗 低 高 高 高

－
②手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋高圧炉心冷却失敗
＋原子炉減圧失敗

中 低 低 低

－
③サポート系喪失（自動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減
圧失敗

中 高 高 低

◎ ①外部電源喪失＋ＤＧ失敗＋ＨＰＣＳ失敗（ＲＣＩＣ成功） 高 低 低 高

－
②サポート系喪失（直流電源故障）（外部電源喪失）＋ＤＧ失
敗＋ＨＰＣＳ失敗（ＲＣＩＣ成功）

高 低 低 中

◎ ③外部電源喪失＋直流電源失敗＋高圧炉心冷却失敗（ＴＢＤ） 高 高 高 高

－ ④外部電源喪失＋ＤＧ失敗＋高圧炉心冷却失敗（ＴＢＵ） 高 高 高 中

－
⑤サポート系喪失（直流電源故障）（外部電源喪失）＋ＤＧ失
敗＋高圧炉心冷却失敗（ＴＢＵ）

高 高 高 低

◎
⑥外部電源喪失＋ＤＧ失敗＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＨＰＣ
Ｓ失敗

高 中 中 高

－
⑦サポート系喪失（直流電源故障）（外部電源喪失）＋ＤＧ失
敗＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＨＰＣＳ失敗

高 中 中 中

審査ガイドの着眼点a～dに対する影響度の観点から，厳しい順に「高」，「中」，「低」とした。

選定した重要事故
シーケンスと選定理由

備考（a：共通原因故障・系統間機能依存性，b：余裕時間，c：設備容量，d：代表性）

事故シーケンス
グループ

事故シーケンス 対応する主要な炉心損傷防止対策
着眼点との関係と重要事故シーケンスの選定の考え方

高圧注水・減圧
機能喪失

・低圧炉心スプレイ系
・過渡時自動減圧機能
・残留熱除去系

a.

b.

c.

d.

サポート系喪失を起因とする事故シーケンスは，系統間機能依存性によって当該区分の複
数の設備が機能喪失することから「中」とした。
原子炉が自動停止する過渡事象及びサポート系喪失（自動停止）を起因としている事故
シーケンスについては事象進展が早いことから「高」とし，原子炉を通常停止させる手動
停止／サポート系喪失（手動停止）を起因としている事故シーケンスについては「低」と
した。
事象進展が早く余裕時間が短い場合，崩壊熱が高く原子炉減圧に必要な設備容量が大きく
なることから，着眼点b.と同様に，過渡事象及びサポート系喪失（自動停止）を起因とし
ている事故シーケンスを「高」とし，手動停止／サポート系喪失（手動停止）を起因とし
ている事故シーケンスについては「低」とした。
事故シーケンスグループの中で最もＣＤＦの高いドミナントシーケンスを「高」，事故
シーケンスグループ別ＣＤＦに対して1％以上の事故シーケンスを「中」，1％未満の事故
シーケンスを「低」とした。

a.の着眼点について，②，③はサポート系１区分の喪失を
起因としているが，他の区分は健全であるため，対応手段
が著しく制限される状態ではない。
b.c.両着眼点について，「高」と考えた事故シーケンスと
して①，③を抽出した。
d.頻度の観点では①が支配的となった。

以上より，①を重要事故シーケンスとして選定した。

なお，有効と考えられる主な対策に差異がないため，起因
事象発生後の事象進展が早いと考えられる過渡事象を起因
とした①の事故シーケンスは，②～③の事故シーケンスに
対して包絡性を有しているものと考える。

高圧・低圧注水
機能喪失

・低圧代替注水系（常設）
・手動減圧
・代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
・格納容器圧力逃がし装置又は耐圧強化
　ベント
・常設代替高圧電源装置
・常設代替直流電源設備

a.

b.

c.

d.

・高圧代替注水系
・低圧代替注水系（可搬型）
・手動減圧
・代替格納容器スプレイ冷却系（可搬
　型）
・残留熱除去系
・常設代替高圧電源装置
・常設代替直流電源設備

・原子炉隔離時冷却系
・低圧代替注水系（可搬型）
・手動減圧
・代替格納容器スプレイ冷却系（可搬
　型）
・残留熱除去系
・常設代替高圧電源装置
・常設代替直流電源設備

いずれの事故シーケンスも全交流動力電源喪失に至り，電源を必要とする多くの設備が機
能喪失することから「高」とした。
いずれの事故シーケンスも事象初期から原子炉への注水に失敗していることから，事象進
展が早く余裕時間が短いため「高」とした。
いずれの事故シーケンスも事象初期から原子炉への注水に失敗しており，崩壊熱が高く原
子炉注水に必要な設備容量が大きいため「高」とした。
ＴＢＤ及びＴＢＵの中で最もＣＤＦの高いドミナントシーケンスを「高」，1％以上の事
故シーケンスを「中」，1％未満の事故シーケンスを「低」とした。

サポート系喪失を起因とする事故シーケンスは，系統間機能依存性によって同区分の複数
の設備が機能喪失することから「中」とした。
原子炉が自動停止する過渡事象及びサポート系喪失（自動停止）を起因としている事故
シーケンスについては事象進展が早いことから「高」とした。原子炉を通常停止させる手
動停止／サポート系喪失（手動停止）については「低」とした。
事象進展が早く余裕時間が短い場合，崩壊熱が高く原子炉注水に必要な設備容量が大きく
なることから，着眼点b.と同様に，過渡事象及びサポート系喪失（自動停止）を起因とし
ている事故シーケンスを「高」，手動停止／サポート系喪失（手動停止）を起因としてい
る事故シーケンスを「低」とした。
事故シーケンスグループの中で最もＣＤＦの高いドミナントシーケンスを「高」，事故
シーケンスグループ別ＣＤＦに対して1％以上の事故シーケンスを「中」，1％未満の事故
シーケンスを「低」とした。

a.の着眼点について．③～⑥はサポート系１区分の喪失を
起因としているが，他の区分は健全であるため，対応手段
が著しく制限される状態ではない。
b.c.両着眼点について「高」と考えた事故シーケンスとし
て①，②，⑤，⑥を抽出した。
d.頻度の観点では①が支配的となった。

以上より，①を重要事故シーケンスとして選定した。

なお，有効と考えられる主な対策に差異がないため，起因
事象発生後の事象進展が早いと考えられる過渡事象を起因
とした①の事故シーケンスは，②～⑥の事故シーケンスに
対して包絡性を有しているものと考える。
また，逃がし安全弁の再閉鎖に失敗する②，④，⑥の事故
シーケンスは，逃がし安全弁の再閉鎖に成功する①，③，
⑤の事故シーケンスに比べて事象発生初期から原子炉圧力
が低下することより，原子炉手動減圧時に低圧代替注水
（常設）による原子炉注水が開始されるタイミングが早く
なるため，原子炉手動減圧操作の開始まで高圧状態が維持
される①，③，⑤の事故シーケンスは，②，④，⑥の事故
シーケンスに対して包絡性を有しているものと考える。

・原子炉隔離時冷却系
・低圧代替注水系（可搬型）
・手動減圧
・代替格納容器スプレイ冷却系（可搬
　型）
・残留熱除去系
・常設代替高圧電源装置
・常設代替直流電源設備

a.

b.

c.

d.

いずれの事故シーケンスも全交流動力電源喪失に至り，電源を必要とする多くの設備が機
能喪失することから「高」とした。
いずれの事故シーケンスにおいても原子炉隔離時冷却系による炉心への注水に成功してい
ることから，事象進展が遅いため「低」とした。
いずれの事故シーケンスにおいても原子炉隔離時冷却系による炉心への注水に成功してお
り，原子炉注水に必要な設備容量が大きくないため「低」とした。
長期ＴＢの中で最もＣＤＦの高いドミナントシーケンスを「高」，1％以上の事故シーケ
ンスを「中」，1％未満の事故シーケンスを「低」とした。

a.b.c.の着眼点について，全事故シーケンスに共通である
ため，選定理由から除外した。
d.頻度の観点では①が支配的となった。

以上より，①を重要事故シーケンスとして選定した。

なお，有効と考えられる主な対策に差異がないため，①の
事故シーケンスは，②の事故シーケンスに対して包絡性を
有しているものと考える。

a.b.c.の着眼点について，全事故シーケンスに共通である
ため，選定理由から除外した。
d.頻度の観点では③が支配的となった。

以上より，③を重要事故シーケンスとして選定した。

なお，有効と考えられる主な対策に差異はないため，③の
事故シーケンスは緊急用蓄電池への直流電源の切替操作が
必要となることから，④，⑤の事故シーケンスに対して包
絡性を有しているものと考える。

いずれの事故シーケンスも全交流動力電源喪失に至り，電源を必要とする多くの設備が機
能喪失することから「高」とした。
いずれの事故シーケンスも原子炉圧力の低下により原子炉隔離時冷却系が使用不能となる
までの余裕時間は，初期の原子炉注水に失敗している事故シーケンスに比べて長いことか
ら「中」とした。
いずれの事故シーケンスも原子炉圧力の低下により原子炉隔離時冷却系が使用不能となる
までに崩壊熱がある程度低下することから，原子炉注水に必要な設備容量は事象初期に注
水に失敗する事故シーケンスに比べて小さいと考えられることから「中」とした。
ＴＢＰの中で最もＣＤＦの高いドミナントシーケンスを「高」，1％以上の事故シーケン
スを「中」，1％未満の事故シーケンスを「低」とした。

a.～d.の着眼点について，全事故シーケンスに共通である
が，d.の頻度の観点では⑦に比べて⑥の方が支配的となっ
た。

以上より，⑥を重要事故シーケンスとして選定した。

なお，有効と考えられる主な対策に差異がないため，⑥の
事故シーケンスは，⑦の事故シーケンスに対して包絡性を
有しているものと考える。

a.

b.

c.

d.

a.

b.

c.

d.

全交流動力
電源喪失

長期ＴＢ

ＴＢＰ

ＴＢＤ
ＴＢＵ

◎　重要事故シーケンスとして選定した事故シーケンス

4
2
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第 1－4表 重要事故シーケンス等の選定（2／2） 

a b c d

◎ ①過渡事象＋ＲＨＲ失敗 低 高 高 高

－ ②過渡事象＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＲＨＲ失敗 低 高 高 低

－ ③外部電源喪失＋ＤＧ失敗（ＨＰＣＳ成功） 高 高 高 中

－
④外部電源喪失＋ＤＧ失敗＋逃がし安全弁再閉鎖失敗（ＨＰＣ
Ｓ成功）

高 高 高 低

－ ⑤外部電源喪失＋直流電源失敗（ＨＰＣＳ成功） 高 高 高 低

－ ⑥手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋ＲＨＲ失敗 中 低 低 中

－
⑦手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋逃がし安全弁再閉
鎖失敗＋ＲＨＲ失敗

中 低 低 低

－ ⑧サポート系喪失（自動停止）＋ＲＨＲ失敗 中 高 高 中

－
⑨サポート系喪失（自動停止）＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋Ｒ
ＨＲ失敗

中 高 高 低

－
⑩サポート系喪失（直流電源故障）（外部電源喪失）＋ＤＧ失
敗（ＨＰＣＳ成功）

高 高 高 中

－
⑪サポート系喪失（直流電源故障）（外部電源喪失）＋ＤＧ失
敗＋逃がし安全弁再閉鎖失敗（ＨＰＣＳ成功）

高 高 高 低

－ ⑫中小破断ＬＯＣＡ＋ＲＨＲ失敗 低 高 高 低

－ ⑬大破断ＬＯＣＡ＋ＲＨＲ失敗 低 高 高 低

◎ ①過渡事象＋原子炉停止失敗 低 高 高 高

－ ②サポート系喪失（自動停止）＋原子炉停止失敗 中 高 高 低

－ ③中小破断ＬＯＣＡ＋原子炉停止失敗 低 高 高 低

－ ④大破断ＬＯＣＡ＋原子炉停止失敗 低 高 高 低

◎ ①中小破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 低 高 高 高

－ ②中小破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗 低 高 高 中

◎ ①インターフェイスシステムＬＯＣＡ

・破損系統を除く原子炉注水機能
・手動減圧
・破損系統の隔離
・常設代替高圧電源装置
・常設代替直流電源設備

－ － － － ①を重要事故シーケンスとして選定した。

◎ ①原子炉建屋内浸水による複数の緩和機能喪失 高 高 高 中

－ ②最終ヒートシンク喪失（ＲＣＩＣ成功） 中 低 中 高

－ ③最終ヒートシンク喪失＋高圧炉心冷却失敗 中 高 中 低

－ ④最終ヒートシンク喪失＋逃がし安全弁再閉鎖失敗 中 中 中 低

審査ガイドの着眼点a～dに対する影響度の観点から，厳しい順に「高」，「中」，「低」とした。

※　取水機能喪失時（ＲＨＲＳ喪失時）は低圧ＥＣＣＳが従属的に機能喪失する。そのため，高圧注水系に成功している場合は崩壊熱除去機能喪失の事故シーケンスグループで取り扱うが，高圧注水系に失敗した場合は他の事故シーケンスグループ等
　　（①，②，⑥～⑨：高圧・低圧注水機能喪失，③～⑤，⑩，⑪：全交流動力電源喪失，⑫ＬＯＣＡ時注水機能喪失，⑬雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損））で重大事故対策の有効性を確認する。

崩壊熱除去
機能喪失

事故シーケンス
グループ

事故シーケンス

原子炉停止
機能喪失

・代替制御棒挿入機能
・代替原子炉再循環ポンプトリップ
・ほう酸水注入系
・原子炉隔離時冷却系
・高圧炉心スプレイ系
・残留熱除去系

a.

b.

c.

d.

サポート系喪失を起因とする事故シーケンスは，系統間機能依存性によって当該区分の複
数の設備が機能喪失することから「中」とした。
原子炉停止に失敗した場合，いずれの事故シーケンスにおいても原子炉出力状態が維持さ
れ事象進展が早いことから全て「高」とした。
原子炉停止に失敗した場合，いずれの事故シーケンスにおいても原子炉出力状態が維持さ
れるため，原子炉を未臨界とするために必要な設備容量が大きくなることから，全て
「高」とした。
事故シーケンスグループの中で最もＣＤＦの高いドミナントシーケンスを「高」，事故
シーケンスグループ別ＣＤＦに対して1％以上の事故シーケンスを「中」，1％未満の事故
シーケンスを「低」とした。

a.の着眼点について，②はサポート系１区分の喪失を起因
としているが，他の区分は健全であるため，対応手段が著
しく制限される状態ではない。
b.c.の着眼点について，全事故シーケンスに共通であるた
め，選定理由から除外した。
d.頻度の観点では①が支配的となった。なお，ＬＯＣＡと
原子炉停止失敗が重畳する③，④のＣＤＦはいずれも1×

10-10／炉年未満であり，極めて小さい。

以上より，①を重要事故シーケンスとして選定した。

なお，ＬＯＣＡを起因とする場合，ほう酸水注入系が有効
に機能しないことも考えられるが，代替制御棒挿入機能に
期待することにより対応可能であり，そのＣＤＦは極めて
小さい。そのため，反応度制御の観点で厳しい過渡事象を
起因とする①の事故シーケンスは，本事故シーケンスグ
ループにおいて代表性を有しているものと考える。

格納容器バイパス
抽出された事故シーケンスが1つであることから着眼点に照らした整理は行わず，全ての着眼
点について「－」とした。

津波浸水による
注水機能喪失

・津波防護対策
・原子炉隔離時冷却系
・低圧代替注水系（可搬型）
・手動減圧
・残留熱除去系
・緊急用海水系
・常設代替高圧電源装置
・常設代替直流電源設備

a.

b.

c.

d.

原子炉建屋内浸水を起因とする事故シーケンスでは，建屋内の多くの設備が機能喪失する
ことから「高」とした。最終ヒートシンク喪失を起因とする事故シーケンスでは，除熱を
必要とする設備が機能喪失することから「中」とした。
事象初期から原子炉への注水に失敗している事故シーケンスについては「高」，原子炉隔
離時冷却系による原子炉注水に成功している事故シーケンスについては，「低」とした。
逃がし安全弁再閉鎖失敗により原子炉隔離時冷却系が機能喪失する事故シーケンスは，原
子炉隔離時冷却系が動作できない範囲に原子炉圧力が低下するまで炉心への注水が継続さ
れるため，事象初期から注水に失敗している事故シーケンスと比較して，事象進展が遅い
ため「中」とした。
原子炉建屋内浸水を起因とする事故シーケンスは，津波防護対策に要求される防護高さも
高くなることから「高」とし，最終ヒートシンク喪失を起因とする事故シーケンスは
「中」とした。
最もＣＤＦの高いドミナントシーケンスを「高」，事故シーケンスグループ別ＣＤＦに対
して1％以上の事故シーケンスを「中」，1％未満の事故シーケンスを「低」とした。

ＬＯＣＡ時注水
機能喪失

・低圧代替注水系（常設）
・手動減圧
・代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
・格納容器圧力逃がし装置又は耐圧強化
　ベント
・常設代替高圧電源装置
・常設代替直流電源設備

a.

b.

c.

d.

中小破断ＬＯＣＡを起因とする事故シーケンスは，系統間機能依存性がないことから，全
て「低」とした。
中小破断ＬＯＣＡを起因とする事故シーケンスは，事象進展が早いことから全て「高」と
した。
中小破断ＬＯＣＡを起因とする事故シーケンスは，原子炉注水に必要な設備容量が大きい
ことから全て「高」とした。
事故シーケンスグループの中で最もＣＤＦの高いドミナントシーケンスを「高」，事故
シーケンスグループ別ＣＤＦに対して1％以上の事故シーケンスを「中」，1％未満の事故
シーケンスを「低」とした。

a.b.c.の着眼点について，全事故シーケンスに共通である
ため，選定理由から除外した。
d.頻度の観点では①が支配的となった。

以上より，①を重要事故シーケンスとして選定した。

なお，有効と考えられる主な対策に差異がないため，①の
事故シーケンスは，②の事故シーケンスに対して包絡性を
有しているものと考える。

◎　重要事故シーケンスとして選定した事故シーケンス　　　　　　　　　　

a.の着眼点について，「高」と考えた事故シーケンスとし
て，津波浸水により建屋内の多くの設備が機能喪失する①
を抽出した。
b.の着眼点について，「高」と考えた事故シーケンスとし
て①，③を抽出した。
c.の着眼点について，「高」と考えた事故シーケンスとし
て①を抽出した。
d.頻度の観点では②が支配的となった。

以上より，①を重要事故シーケンスとして選定。なお，②
は頻度の観点では支配的となるが，津波防護対策に要求さ
れる防護高さは津波高さが高くなる①に包絡される。

なお，有効と考えられる主な対策に差異がないため，①の
事故シーケンスは②～④の事故シーケンスに対して包絡性
を有しているものと考える。

[ＲＨＲ故障時]
・原子炉隔離時冷却系
・高圧炉心スプレイ系
・低圧代替注水系（常設）
・手動減圧
・代替格納容器スプレイ冷却系（常設）
・格納容器圧力逃がし装置又は耐圧強化
　ベント
・常設代替高圧電源装置
・常設代替直流電源設備

[取水機能喪失時]※

・原子炉隔離時冷却系
・低圧代替注水系（常設）
・手動減圧
・残留熱除去系
・緊急用海水系
・常設代替高圧電源装置
・常設代替直流電源設備

着眼点との関係と重要事故シーケンスの選定の考え方 選定した重要事故
シーケンスと選定理由

備考（a：共通原因故障・系統間機能依存性，b：余裕時間，c：設備容量，d：代表性）

対応する主要な炉心損傷防止対策

a.

b.

c.

d.

外部電源喪失及びサポート系喪失（直流電源故障）を起因とする事故シーケンスは，いず
れも全交流動力電源喪失に至る事故シーケンスであり，電源を必要とする多くの設備が機
能喪失することから「高」とした。また，サポート系喪失を起因とする事故シーケンス
は，系統間機能依存性によって同区分の複数の設備が機能喪失することから「中」とし
た。
原子炉が自動停止する過渡事象，外部電源喪失，サポート系喪失（自動停止），サポート
系喪失（直流電源故障）及びＬＯＣＡを起因とする事故シーケンスは事象進展が早いこと
から「高」とした。原子炉を通常停止させる手動停止／サポート系喪失（手動停止）を起
因としている事故シーケンスは事象進展が比較的遅いことから「低」とした。なお，中長
期的な格納容器の過圧・過温の観点では，崩壊熱が支配要因となることからＬＯＣＡを起
因とする事故シーケンスも過渡事象を起因とする事故シーケンスと同等の事象進展とな
る。
事象進展が早く余裕時間が短い場合，崩壊熱が高く格納容器除熱に必要な設備容量が大き
くなることから，着眼点b.と同様に，過渡事象，外部電源喪失，サポート系喪失（自動停
止），サポート系故障（直流電源故障）及びＬＯＣＡを起因とする事故シーケンスを
「高」，手動停止／サポート系喪失（手動停止）を起因とする事故シーケンスを「低」と
した。
事故シーケンスグループの中で最もＣＤＦの高いドミナントシーケンスを「高」，事故
シーケンスグループ別ＣＤＦに対して1％以上の事故シーケンスを「中」，1％未満の事故
シーケンスを「低」とした。

a.の着眼点について，⑥～⑨はサポート系１区分の喪失を
起因としているが，他の区分は健全であるため，対応手段
が著しく制限される状態ではない。また，③，④，⑤，
⑨，⑩は電源の喪失により崩壊熱除去機能が喪失している
ものの，代替電源により崩壊熱除去機能の回復が可能であ
ることから，対応手段が著しく制限される状態ではない。
b.c.の両着眼点について，「高」と考えた事故シーケンス
として①～⑤，⑧～⑬を抽出した。
d.頻度の観点では①が支配的となった。

以上より，①を重要事故シーケンスとして選定した。

なお，交流電源の喪失により崩壊熱除去機能が喪失してい
る事故シーケンスが含まれるものの，主要な炉心損傷防止
対策の電源を代替電源とする場合，有効と考えられる主な
対策に差異がないため，過渡事象を起因とした①の事故
シーケンスは，②～⑬の事故シーケンスに対して包絡性を
有しているものと考える。
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第 1－2図 内部事象レベル１ＰＲＡにおけるイベントツリー（1／7）  

過渡事象 原子炉停止
圧力バウンダリ

健全性
高圧炉心冷却 原子炉減圧 低圧炉心冷却 崩壊熱除去 事故シーケンス

事故シーケンス
グループ

No.

成功

成功

失敗

成功 成功

成功

成功 失敗

失敗 失敗

成功 失敗

成功

成功

失敗

失敗

成功

成功

失敗

失敗

失敗

失敗

炉心損傷なし

過渡事象＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＲＨＲ失敗

炉心損傷なし

過渡事象＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＲＨＲ失敗

過渡事象＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷
却失敗

過渡事象＋原子炉停止失敗

炉心損傷なし

過渡事象＋ＲＨＲ失敗

炉心損傷なし

過渡事象＋ＲＨＲ失敗

過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗

過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗

炉心損傷なし

崩壊熱除去機能喪失

炉心損傷なし

崩壊熱除去機能喪失

高圧・低圧注水機能喪失

高圧注水・減圧機能喪失

炉心損傷なし

崩壊熱除去機能喪失

原子炉停止機能喪失

高圧・低圧注水機能喪失

炉心損傷なし

崩壊熱除去機能喪失

－

(4)

－

(4)

(1)

(3)

－

(5)

－

(5)

(2)

(6)
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第 1－2図 内部事象レベル１ＰＲＡにおけるイベントツリー（2／7）

ＨＰＣＳ ＲＣＩＣ

成功

成功

成功 成功

成功

失敗

失敗

失敗

成功 成功

失敗

失敗

成功

失敗

失敗

失敗

高圧炉心冷却

外部電源喪失＋ＤＧ失敗（ＨＰＣＳ成功）

外部電源喪失＋ＤＧ失敗＋ＨＰＣＳ失敗（ＲＣＩＣ成功）

事故シーケンス外部電源喪失 原子炉停止 直流電源 交流電源
圧力バウンダリ

健全性

過渡事象へ

外部電源喪失＋直流電源失敗＋ＨＰＣＳ失敗

(9)

(13)

(10)

全交流動力電源喪失（ＴＢＵ）

過渡事象＋原子炉停止失敗

外部電源喪失＋ＤＧ失敗＋高圧炉心冷却失敗

外部電源喪失＋ＤＧ失敗＋逃がし安全弁再閉鎖失敗（ＨＰＣＳ成功）

外部電源喪失＋ＤＧ失敗＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＨＰＣＳ失敗

外部電源喪失＋直流電源失敗（ＨＰＣＳ成功）

(12)

過渡事象へ

全交流動力電源喪失（ＴＢＰ）

崩壊熱除去機能喪失（ＴＢＷ）

－

崩壊熱除去機能喪失（ＴＢＷ）

No.

(6)

全交流動力電源喪失（ＴＢＤ）

原子炉停止機能喪失

(11)

(7)全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）

崩壊熱除去機能喪失（ＴＢＷ）

事故シーケンス
グループ

(8)
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第 1－2図 内部事象レベル１ＰＲＡにおけるイベントツリー（3／7）

手動停止／
サポート系喪失
（手動停止）

圧力バウンダリ
健全性

高圧炉心冷却 原子炉減圧 低圧炉心冷却 崩壊熱除去 事故シーケンス
事故シーケンス

グループ
No.

成功

成功

失敗

成功 成功

成功

成功 失敗

失敗 失敗

失敗

成功

成功

失敗

失敗 成功

成功

失敗

失敗

失敗

炉心損傷なし

炉心損傷なし

手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋ＲＨＲ失敗

炉心損傷なし

手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋ＲＨＲ失敗

手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉
心冷却失敗

手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉
減圧失敗

手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋
ＲＨＲ失敗

炉心損傷なし

高圧・低圧注水機能喪失

崩壊熱除去機能喪失

高圧・低圧注水機能喪失

高圧注水・減圧機能喪失

炉心損傷なし

手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋
ＲＨＲ失敗

手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋
高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗

炉心損傷なし

炉心損傷なし

崩壊熱除去機能喪失

炉心損傷なし

崩壊熱除去機能喪失

崩壊熱除去機能喪失

－

(19)

－

(19)

(16)

(18)

－

(20)

－

(20)

(17)
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第 1－2図 内部事象レベル１ＰＲＡにおけるイベントツリー（4／7）

サポート系喪失

（自動停止
※
）

原子炉停止
圧力バウンダリ

健全性
高圧炉心冷却 原子炉減圧 低圧炉心冷却 崩壊熱除去 事故シーケンス

事故シーケンス
グループ

No.

成功

成功

失敗

成功 成功

成功

成功 失敗

失敗 失敗

成功 失敗

成功

成功

失敗

失敗

成功

成功

失敗

失敗

失敗

失敗

※　サポート系喪失において，原子炉自動停止に至る事象のうち，直流電源故障については別途評価。

サポート系喪失（自動停止）＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋高圧炉心冷
却失敗＋低圧炉心冷却失敗

サポート系喪失（自動停止）＋原子炉停止失敗

サポート系喪失（自動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗

サポート系喪失（自動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗

炉心損傷なし

サポート系喪失（自動停止）＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＲＨＲ失敗

炉心損傷なし

サポート系喪失（自動停止）＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＲＨＲ失敗

炉心損傷なし

崩壊熱除去機能喪失

炉心損傷なし

崩壊熱除去機能喪失

炉心損傷なし

サポート系喪失（自動停止）＋ＲＨＲ失敗

炉心損傷なし

サポート系喪失（自動停止）＋ＲＨＲ失敗

炉心損傷なし

原子炉停止機能喪失

崩壊熱除去機能喪失

高圧・低圧注水機能喪失

高圧・低圧注水機能喪失

高圧注水・減圧機能喪失

炉心損傷なし

崩壊熱除去機能喪失

－

(24)

－

(24)

(21)

(23)

－

(25)

－

(25)

(22)

(26)
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 第 1－2 図 内部事象レベル１ＰＲＡにおけるイベントツリー（5／7）  

ＨＰＣＳ ＲＣＩＣ

成功

成功

成功

成功

成功 失敗

失敗 失敗

成功

失敗

失敗

失敗

サポート系喪失（自動停止）へ

崩壊熱除去機能喪失（ＴＢＷ）

全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）

(30)

(27)

サポート系喪失（直流電源故障）（外部電源喪失）＋ＤＧ失敗＋逃が
し安全弁再閉鎖失敗（ＨＰＣＳ成功）

(28)

(31)

－

サポート系喪失（直流電源故障）（外部電源喪失）＋ＤＧ失敗＋逃が
し安全弁再閉鎖失敗＋ＨＰＣＳ失敗

サポート系喪失（自動停止）＋原子炉停止失敗

サポート系喪失
（直流電源故障）

原子炉停止 交流電源
圧力バウンダリ

健全性

高圧炉心冷却

サポート系喪失（直流電源故障）（外部電源喪失）＋ＤＧ失敗（ＨＰ
ＣＳ成功）

サポート系喪失（直流電源故障）（外部電源喪失）＋ＤＧ失敗＋ＨＰ
ＣＳ失敗（ＲＣＩＣ成功）

事故シーケンス
事故シーケンス

グループ
No.

(29)

(26)

サポート系喪失（自動停止）へ

全交流動力電源喪失（ＴＢＵ）

崩壊熱除去機能喪失（ＴＢＷ）

全交流動力電源喪失（ＴＢＰ）

原子炉停止機能喪失

サポート系喪失（直流電源故障）（外部電源喪失）＋ＤＧ失敗＋高圧
炉心冷却失敗
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第 1－2 図 内部事象レベル１ＰＲＡにおけるイベントツリー（6／7）  

大破断
ＬＯＣＡ

原子炉停止 高圧炉心冷却 低圧炉心冷却 崩壊熱除去 事故シーケンス
事故シーケンス

グループ
No.

成功

成功

失敗

成功

成功

成功

失敗 失敗

失敗

失敗
大破断ＬＯＣＡ＋原子炉停止失敗

炉心損傷なし

大破断ＬＯＣＡ＋ＲＨＲ失敗

炉心損傷なし

大破断ＬＯＣＡ＋ＲＨＲ失敗

大破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 ＬＯＣＡ時注水機能喪失

原子炉停止機能喪失

炉心損傷なし

崩壊熱除去機能喪失

炉心損傷なし

崩壊熱除去機能喪失

(38)

－

(37)

－

(37)

(36)

中小破断
ＬＯＣＡ

原子炉停止 高圧炉心冷却 原子炉減圧 低圧炉心冷却 崩壊熱除去 事故シーケンス
事故シーケンス

グループ
No.

成功

成功

失敗

成功 成功

成功

成功 失敗

失敗 失敗

失敗

失敗

炉心損傷なし 炉心損傷なし －

中小破断ＬＯＣＡ＋ＲＨＲ失敗 崩壊熱除去機能喪失 (34)

炉心損傷なし 炉心損傷なし －

中小破断ＬＯＣＡ＋ＲＨＲ失敗 崩壊熱除去機能喪失 (34)

中小破断ＬＯＣＡ＋原子炉停止失敗 原子炉停止機能喪失 (35)

中小破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 (32)

中小破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 (33)
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第 1－2 図 内部事象レベル１ＰＲＡにおけるイベントツリー（7／7） 

事故シーケンス
事故シーケンス

グループ
No.インターフェイスシステムＬＯＣＡ

格納容器バイパス
（インターフェイス
システムＬＯＣＡ）

インターフェイスシステムＬＯＣＡ (39)

5
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第2－1表 格納容器破損モード別格納容器破損頻度 

レベル１．５ＰＲＡから抽出した
格納容器破損モード 

格納容器 
破損頻度 
（／炉年）

寄与割合
（％） 

解釈 2－1（a）の 
必ず想定する 

格納容器破損モード 
備 考 

未臨界確保失敗時の過圧破損 
(炉心損傷前） 

2.5E-08 ＜0.1 なし 
解釈１－２(ｂ)に基づき,「炉心の著しい損傷を防止する対策に有効性があ
る」ことを確認 
⇒事故シーケンスグループ「原子炉停止機能喪失」 

崩壊熱除去失敗時の過圧破損 
（炉心損傷前） 

6.0E-05 99.8 なし 
解釈１－２(ｂ)に基づき,「炉心の著しい損傷を防止する対策に有効性があ
る」ことを確認 
⇒事故シーケンスグループ「崩壊熱除去失敗」 

格納容器バイパス 
（インターフェイスシステム 

ＬＯＣＡ） 
4.8E-10 ＜0.1 なし 

解釈１－２(ｂ)に基づき,「炉心の著しい損傷を防止する対策に有効性があ
る」ことを確認 
⇒事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（インターフェイスシステム

ＬＯＣＡ）」 

格納容器バイパス 
（格納容器隔離失敗） 

6.1E-10 ＜0.1 なし 

本破損モードは，事象の進展に伴い発生するものではなく，格納容器隔離に失
敗しないように運用上の対策をとっていること，格納容器の隔離機能が喪失す
る頻度が十分に低いことから，個別プラント評価により抽出された格納容器破
損モードとして追加する必要はないと判断 

崩壊熱除去失敗時の過圧破損 
（炉心損傷後，サプレッション・
プールへの溶融物落下なし） 

2.2E-09 ＜0.1 雰囲気圧力・温度 
による静的負荷 

(格納容器過圧／過温破
損) 

－ 

過温破損 
（炉心損傷後，サプレッション・
プールへの溶融物落下なし） 

7.9E-08 0.1 － 

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気
直接加熱 

8.5E-09 ＜0.1 
高圧溶融物放出／ 

格納容器雰囲気直接加熱
－ 

溶融燃料－冷却材相互作用 
（ペデスタル） 

2.2E-14 ＜0.1 
圧力容器外での溶融燃料

－冷却材相互作用 
－ 

崩壊熱除去失敗時の過圧破損 
（炉心損傷後，サプレッション・
プールへの溶融物落下あり） 

1.8E-08 ＜0.1 

溶融炉心・コンクリート
相互作用 

Ｍａｒｋ－Ⅱ型格納容器特有の溶融物がサプレッション・プールへ落下した後
に発生する破損モードについては，ペデスタル（ドライウェル部）床における
溶融炉心・コンクリート相互作用に引き続いて発生する破損モードであるこ
と，及び当該破損モードの防止のためにはペデスタル（ドライウェル部）床に
おける溶融炉心・コンクリート相互作用を防止することが有効であることを考
慮し，解釈に基づき必ず想定する破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作
用」として整理した。 

過温破損 
（炉心損傷後，サプレッション・
プールへの溶融物落下あり） 

4.7E-10 ＜0.1 

溶融燃料－冷却材相互作用 
（サプレッション・プール） 

2.5E-09 ＜0.1 

溶融炉心・コンクリート 
相互作用 

1.3E-10 ＜0.1 

合計 6.1E-05 100 － － 

注 ハッチングは，格納容器破損防止対策の有効性評価で考慮しないことを示す。 
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第2－2表 プラント損傷状態（ＰＤＳ）の定義 

ＰＤＳ 格納容器破損時期 原子炉圧力 炉心損傷時期 電源確保 

ＴＱＵＶ 炉心損傷後 低圧 早期 
交流電源 有 

直流電源 有 

ＴＱＵＸ 炉心損傷後 高圧 早期 
交流電源 有 

直流電源 有 

長期ＴＢ 炉心損傷後 高圧 後期 
交流電源 無 

直流電源 有 

ＴＢＵ 炉心損傷後 高圧 早期 
交流電源 無 

直流電源 有 

ＴＢＰ 炉心損傷後 低圧 早期 
交流電源 無 

直流電源 有 

ＴＢＤ 炉心損傷後 高圧 早期 
交流電源 無 

直流電源 無 

ＴＷ 炉心損傷前 － 後期 － 

ＴＢＷ 炉心損傷前 － 後期 － 

ＴＣ 炉心損傷前 － 早期 － 

ＬＯＣＡ 炉心損傷後 低圧 早期 
交流電源 有 

直流電源 有 

ＩＳＬＯＣＡ 炉心損傷前 － 早期 － 

注 ハッチングは炉心損傷前に格納容器破損に至る事故シーケンスであることから，解釈１－２（ｂ）に基づき,「炉心の著しい

損傷を防止する対策に有効性がある」ことを確認する。このため，格納容器破損防止対策の有効性評価の対象外とするＰＤＳ

を示す。 
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第2－3表 評価対象とするプラント損傷状態（ＰＤＳ）の選定 
解釈で想定する格納容器破損モード

格納容器破損頻度
（／炉年）

ＰＤＳ※２ 格納容器破損頻度
（／炉年）

寄与割合
（％）

評価対象
ＰＤＳ

ＴＱＵＶ － －
ＴＱＵＸ 2.2E-09 100.0
長期ＴＢ － －
ＴＢＵ － －
ＴＢＰ － － ・
ＴＢＤ － － ・

ＬＯＣＡ － － ・
ＴＱＵＸ 6.3E-09 8.0
長期ＴＢ 6.9E-08 86.7
ＴＢＵ 4.2E-09 5.3
ＴＢＤ 5.9E-12 ＜0.1

ＬＯＣＡ 2.1E-11 ＜0.1

ＴＱＵＸ 2.4E-11 0.3

長期ＴＢ 8.5E-09 99.5 ・

ＴＢＵ 1.6E-11 0.2 ・

ＴＢＤ 2.2E-14 ＜0.1

ＴＱＵＶ － －

ＴＱＵＸ 2.2E-14 100.0

長期ＴＢ － －

ＴＢＵ － －

ＴＢＰ － －

ＴＢＤ － －

ＬＯＣＡ 2.8E-20 ＜0.1

ＴＱＵＶ 3.3E-09 15.7

ＴＱＵＸ 7.0E-10 3.3

長期ＴＢ － －

ＴＢＵ 1.7E-08 78.5

ＴＢＰ 5.2E-10 2.5

ＴＢＤ － －

ＬＯＣＡ 6.8E-16 ＜0.1

・ 東海第二発電所では，格納容器内が窒素置換され，初期酸素濃度が低く保たれている。また，炉心損傷に伴い，水素は容易に可燃限界を超えることから，水素燃
焼防止の観点では酸素濃度が重要となる。このため，水の放射線分解に伴う酸素濃度の上昇に着目する。

・ 東海第二発電所において、国内外の先進的な対策を考慮しても炉心損傷を防止できない事故シーケンスであるが，格納容器において事象進展を緩和できると考え
らえる事故シーケンスとして，ＬＯＣＡとＥＣＣＳ注水機能喪失が重畳する事故シーケンスが抽出されている。このため，評価シーケンスとしては，ＬＯＣＡ
（ＬＯＣＡ＋ＥＣＣＳ注水機能喪失）を想定することが適切であると考えられる。

※3　ＬＯＣＡ事象は原子炉冷却材の流出を伴い，発生蒸気によるジルコニウム酸化割合が他の低圧破損シーケンスより少ないため。

※2　重大事故等対処設備による対応を考慮した場合に当該格納容器破損モードが発生する可能性のあるＰＤＳ（格納容器破損頻度は“－”と記載）を含めて記載。

水素燃焼

高圧溶融物／格納容器雰囲気直接加熱

（ＤＣＨ）※１ 8.5E-09

原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用

（ＦＣＩ）※１

【事象進展緩和（減圧）の余裕時間の厳しさ】

長期ＴＢは事象初期においてＲＣＩＣによる冷却が有効なＰＤＳであり，減圧までの余裕時間の観点ではＴＱＵＸ，ＴＢＤ，ＴＢＵの方が厳しい。
高圧状態で原子炉圧力容器破損に至る点ではＴＱＵＸ，ＴＢＤ，ＴＢＵにＰＤＳ選定上の有意な違いはない。

※1　ＤＣＨ，ＦＣＩ，ＭＣＣＩにおいて選定した評価事故シーケンスについては，重大事故等対処施設による対応により原子炉圧力容器内での事象収束が可能だが，原子炉圧力容器破損が前提となる各破損モードにおける物理現象及びその対策の有効性を確認する観点から仮想的に一部の
　　 重大事故等対処設備による対応に期待せず，原子炉圧力容器破損まで事象が進展することを仮定して評価することとする。

以上より，最も厳しいＰＤＳから，ＴＱＵＸを評価対象ＰＤＳとして選定する。なお，いずれのＰＤＳを選定しても必要な監視機能は維持可能である。

－ － －

【評価において着目するパラメータ】

審査ガイドでは「ＰＲＡに基づく格納破損シーケンスの中から水素燃焼の観点から厳しいシーケンスを選定する。」と記載されているが，東海第二発電所では格
納容器内を窒素で置換しているため，レベル１．５ＰＲＡでは水素燃焼により格納容器が破損するシーケンスは考慮していない。このため，東海第二発電所にお
いて評価することが適切と考えられる評価事故シーケンスを選定するものとする。

2.2E-14

2.2E-09
雰囲気圧力・温度による静的負荷
（格納容器過圧破損）

雰囲気圧力・温度による静的負荷
（格納容器過温破損）

評価対象となるＰＤＳの選定の考え方

【事象進展（過圧・過温）緩和の余裕時間及び設備容量の厳しさ】

7.9E-08

溶融炉心・コンクリート相互作用

（ＭＣＣＩ）※１

・

【東海第二発電所において評価するシーケンス】

【事象（ＭＣＣＩに寄与する溶融炉心のエネルギーの大きさ）及び事象緩和のための対応の厳しさ】

2.1E-08

－

以上より，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」の評価シーケンスと同様，ＬＯＣＡを評価対象ＰＤＳとして選定する。

・

・

・

以上より，原子炉圧力容器破損後に発生する一連の物理現象に対するプラント挙動を確認する観点から，「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用（ＦＣ
Ｉ）」と同様，ＴＱＵＶを評価対象ＰＤＳとして選定する。なお，いずれのＰＤＳを選定しても必要な監視機能は維持可能である。

ＴＱＵＶ

【有効性評価に関する審査ガイドの選定基準等との整合】

ＬＯＣＡ

ＬＯＣＡ

以上より，ＦＣＩの厳しさの観点でＴＱＵＶを評価対象ＰＤＳとして選定する。なお，いずれのＰＤＳを選定しても必要な監視機能は維持可能である。

【事象（ＦＣＩにおける発生エネルギーの大きさ）の厳しさ】

・

・

・
・

溶融燃料－冷却材相互作用の発生エネルギーは，格納容器下部の水中に落下する溶融炉心の量が多く，保有エネルギーが大きくなるほど厳しくなる。この観点か
ら，高圧状態が維持されるＰＤＳであるＴＱＵＸ，ＴＢＤ，ＴＢＵ，長期ＴＢはＦＣＩの観点で厳しい事象とはならないと考えられる。
ＬＯＣＡは，炉内での蒸気の発生状況の差異から，酸化ジルコニウムの質量割合が他の低圧破損シーケンス（ＴＱＵＶ，ＴＢＰ）より小さくなり，デブリの内部

エネルギーが小さくなると考えられる※３。
ＴＢＰについて，事象初期のＲＣＩＣによる一時的な注水を考慮すると，ＴＱＵＶに比べて水位低下が遅く事象進展が遅い。
過渡事象のうち，原子炉の水位低下が早い事象を選定することで対応が厳しいシーケンスとなる。

ＴＱＵＸ

ＴＱＵＶ

他のＰＤＳと比較して，ＬＯＣＡは原子炉冷却材の流出を伴うことから，水位低下が早く，事象進展が早い。
過圧破損については対策として格納容器の除熱が必要となる。
過温破損については対策として格納容器（損傷炉心）への注水が必要となる。

以上より，余裕時間及び設備容量の厳しさの観点から，ＬＯＣＡを評価対象ＰＤＳとして選定する。なお，いずれのＰＤＳを選定しても必要な監視機能は維持可能で
ある。

ＭＣＣＩの観点からは，ペデスタル（ドライウェル部）に落下する溶融炉心の割合が多くなる原子炉圧力容器が低圧で破損に至るシーケンスが厳しい。この観点
で，高圧状態が維持されるＰＤＳであるＴＱＵＸ，ＴＢＤ，ＴＢＵ，長期ＴＢはＭＣＣＩの観点で厳しい事象とはならないと考えられる。
ＬＯＣＡは，原子炉圧力容器破損のタイミングが過渡事象より早いため，溶融炉心の崩壊熱は過渡事象に比べて高いが，有効性評価における本格納容器破損モー
ドに対しては，原子炉圧力容器破損までの原子炉注水に期待していない評価としていること，原子炉圧力容器破損までの余裕時間は事象発生から3時間以上あるこ
とから，事象緩和のための対応操作の観点で大きな差異はない。
ＦＣＩとＭＣＣＩは原子炉圧力容器破損後に発生する一連の物理現象であることから，ＦＣＩと同じＰＤＳを選定することにより，一連のプラント挙動を確認す
ることができる。

5
3



8
1
 

第2－4表 格納容器破損防止対策の評価事故シーケンスの選定 
評価対象と
したＰＤＳ

・ 中小破断ＬＯＣＡと比較し，大破断ＬＯＣＡは原子炉水位の低下が早いため，対応時の余裕時間の観点で厳しい。

・ 中小破断ＬＯＣＡと比較し，大破断ＬＯＣＡは原子炉水位回復に必要な流量が大きいため，必要な設備容量の観点で厳しい。

・ 中小破断ＬＯＣＡと比較し，大破断ＬＯＣＡは原子炉水位の低下が早いため，対応時の余裕時間の観点で厳しい。

・ 中小破断ＬＯＣＡと比較し，大破断ＬＯＣＡは原子炉水位回復に必要な流量が大きいため，必要な設備容量の観点で厳しい。

　◎  選定した評価事故シーケンス
※1　

※2　
※3　

※4　

各シーケンスの斜体で示した部分は炉心損傷に至る事故シーケンス，それ以外の部分は炉心損傷後の事故シーケンスを示す。

ＰＤＳがＬＯＣＡに該当する事故シーケンスでは，炉心及びペデスタル（ドライウェル部）への注水機能が喪失し，デブリ冷却に必ず失敗するため過圧破損に至る事故シーケンスは抽出されないが，過温破損の対策となる重大事故等対処設備による圧力容器（損傷炉心）への注水（デブリ冷却）を考慮して評価事故シーケンスを選
定する。
ＰＤＳがＴＱＵＶに該当する事故シーケンスでは，ペデスタル（ドライウェル部）への注水機能が喪失するためＦＣＩが発生する事故シーケンスは抽出されないが，ＭＣＣＩ対策である事前水張りによりＦＣＩが発生する可能性を考慮して評価事故シーケンスを選定する。

・ 窒素置換による格納容器雰囲気の不
活性化

・

・

・

ＤＣＨ，ＦＣＩ，ＭＣＣＩにおいて選定した評価事故シーケンスについては，重大事故等対処施設による対応により原子炉圧力容器内での事象収束が可能だが，原子炉圧力容器破損が前提となる各破損モードにおける物理現象及びその対策の有効性を確認する観点から仮想的に一部の重大事故等対処設備による対応に期待せず，原
子炉圧力容器破損まで事象が進展することを仮定して評価することとする。

水素燃焼 ＬＯＣＡ －

【事象（酸素濃度上昇）の厳しさ】

ジルコニウム・水反応による水素の過剰な発生を抑制する観点から，炉心損傷後に交流電源を復旧して原子炉注水を実施し，その後の事象進展に対応するシナリ
オを評価するものとする。
格納容器ベントを実施する場合，格納容器内の水素及び酸素が大気中に放出され．格納容器内の水素及び酸素濃度が大きく低下することから，格納容器ベントを
実施しないシナリオを評価するものとする。
重大事故等対対処設備によって炉心損傷を防止できるＰＤＳについても，事象発生後の格納容器内の気体の流れ等，酸素濃度の上昇の観点でＬＯＣＡと大きく異
なるＰＤＳについては，有効性評価において適宜その感度を確認するものとする。

・

－

格納容器下部注水系（常設）

－
② 過渡事象＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗＋デブリ

冷却失敗（ペデスタル）

－
③

・

・

・

・

以上より，①を評価事故シーケンスとして選定。

・

・

発生頻度の大きさの観点で，逃がし安全弁再閉鎖失敗を含まない事故シーケンス(①，③，⑤)が代表性を有する。①，③，⑤は起因事象が異なるものの，同じ事
故シーケンスとなり，各事故シーケンスの対策は同様であることから，代表性を有するものとして過渡事象を選定。

【事象（ＦＣＩ発生時）の厳しさ】

いずれのシーケンスも原子炉圧力が低圧状態で原子炉容器破損に至ることから，定性的にも各シーケンスでＦＣＩが発生した際事象の厳しさを比較することは困
難である。

【余裕時間の厳しさ】

原子炉が自動停止する過渡事象及びサポート系喪失（自動停止）を起因としているシーケンスは，通常停止させるシーケンスと比較して事象進展が早い。このた
め，対応時の余裕時間の観点で厳しい。

【設備容量の厳しさ】
格納容器下部注水系（常設）によるペデスタル（ドライウェル部）への事前水張は，デブリ落下前に実施するため，必要となる設備容量はシーケンス間で差異が
ない。

溶融炉心・コンクリート相互作用

（ＭＣＣＩ）※1 ＴＱＵＶ

◎ ① 過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗＋デブリ冷却失敗（ペデスタル）

手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗＋デ
ブリ冷却失敗（ペデスタル）

－
⑥ サポート系喪失（自動停止）＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉

心冷却失敗＋デブリ冷却失敗（ペデスタル）

－
④ 手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失

敗＋損傷炉心冷却失敗＋デブリ冷却失敗（ペデスタル）

－
⑤ サポート系喪失（自動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗＋デブリ冷却失

敗（ペデスタル）

過渡事象＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗＋ＦＣＩ

（ペデスタル）※4

－
③ 手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗＋Ｆ

ＣＩ（ペデスタル）※4

・

・

・

【余裕時間の厳しさ】

原子炉が自動停止する過渡事象及びサポート系喪失（自動停止）を起因としているシーケンスは，通常停止させるシーケンスと比較して事象進展が早い。このた
め，対応時の余裕時間の観点で厳しい。

【設備容量の厳しさ】
格納容器下部注水系（常設）によるペデスタル（ドライウェル部）への事前水張は，デブリ落下前に実施するため，必要となる設備容量はシーケンス間で差異が
ない。

・ ペデスタル（ドライウェル部）の水
位を約1ｍに維持する手段

【代表性】

格納容器破損モード

大破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗＋格納容器注水（ドライウェ
ル）失敗

② 中小破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗＋（デブリ冷却成功）＋格

納容器注水（ドライウェル）失敗※3

雰囲気圧力・温度による静的負荷
（格納容器過温破損）

雰囲気圧力・温度による静的負荷
（格納容器過圧破損）

－

ＬＯＣＡ

③ 中小破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗＋損傷炉心冷却失敗＋（デブリ冷却成功）＋格納

容器注水（ドライウェル）失敗※3

該当する事故シーケンス※２

【余裕時間の厳しさ】

【設備容量の厳しさ】

【代表性】

原子炉手動減圧

格納容器破損防止対策

◎
① 大破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗＋（デブリ冷却成功）＋格納

容器注水（ドライウェル）失敗※3

－
② 中小破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗＋格納容器注水（ドライ

ウェル）失敗

－

評価対象事故シーケンスの選定の考え方

【余裕時間の厳しさ】

◎
①

－ ③

① 過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋手動減圧失敗＋炉心損傷後の手動減圧失敗＋ＤＣＨ

中小破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗＋損傷炉心冷却失敗＋格納容器注水（ドライウェ
ル）失敗

低圧代替注水系(常設)
代替格納容器スプレイ冷却系(常設)
格納容器圧力逃がし装置
代替循環冷却系

・
・
・
・

原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷
却材相互作用

（ＦＣＩ）※1

ＴＱＵＶ

◎ ① 過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗＋ＦＣＩ（ペデスタル）※4

③ サポート系喪失（自動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋手動減圧失敗＋炉心損傷後の手動減圧失敗＋ＤＣＨ

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気
直接加熱

（ＤＣＨ）※1

ＴＱＵＸ

◎

－

－

② 手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋手動減圧失敗＋炉心損傷後の手動減圧失敗
＋ＤＣＨ

④ 手動停止／サポート系喪失（手動停止）＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失

敗＋損傷炉心冷却失敗＋ＦＣＩ（ペデスタル）※4

－
⑤ サポート系喪失（自動停止）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉心冷却失敗＋ＦＣＩ（ペデ

スタル）※4

－
⑥ サポート系喪失（自動停止）＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損傷炉

心冷却失敗＋ＦＣＩ（ペデスタル）※4

－
②

【代表性】
発生頻度の大きさの観点で，逃がし安全弁再閉鎖失敗を含まない事故シーケンス(①，③，⑤)が代表性を有する。①，③，⑤は起因事象が異なるものの，同じ事
故シーケンスとなり，各事故シーケンスの対策は同様であることから，代表性を有するものとして過渡事象を選定。

【事象（ＭＣＣＩ発生時）の厳しさ】

いずれのシーケンスも原子炉圧力が低圧状態で原子炉容器破損に至ることから，定性的にも各シーケンスでＭＣＣＩが発生した際事象の厳しさを比較することは
困難である。

・

以上より，①を評価事故シーケンスとして選定。

以上より，①を評価事故シーケンスとして選定。

・ ①，②は原子炉減圧の成否で異なるシーケンスとなっているものの，発生頻度の大きさの観点で，①が代表性を有する。

【設備容量の厳しさ】

【代表性】
・ ①，②は原子炉減圧の成否で異なるシーケンスとなっているものの，発生頻度の大きさの観点で，①が代表性を有する。

以上より，①を評価事故シーケンスとして選定。

・

・

【余裕時間の厳しさ】
原子炉が自動停止する過渡事象及びサポート系喪失（自動停止）を起因としているシーケンスは，通常停止させるシーケンスと比較して事象進展が早い。このた
め，対応時の余裕時間の観点で厳しい。

原子炉が自動停止する過渡事象及びサポート系喪失（自動停止）を起因としているシーケンスは，通常停止させるシーケンスと比較して事象進展が早い。このた
め，対応時の減圧に必要な設備容量の観点で厳しい。

【代表性】

①～③は起因事象が異なるものの，同じ事故シーケンスとなり，各事故シーケンスの対策は同様であることから，代表性を有するものとして過渡事象を選定。

以上より，①を評価事故シーケンスとして選定。

【設備容量の厳しさ】

左記のとおり，過圧・過
温の各々において損傷炉
心冷却失敗までは同じ事
故シーケンスとなり，各
事故シーケンスの対策は
損傷炉心への注水（損傷
炉心冷却）の点で同じと
なることから，有効性評
価では過圧・過温を同じ
事故シーケンスで評価し
ている。

5
4



8
4
 

第2－3図 内部事象レベル１．５ＰＲＡにおけるイベントツリー（1／3） 

原子炉
減圧

原子炉
圧力容器

注水

原子炉
圧力容器

破損

格納容器

注水※１ ＦＣＩ ＤＣＨ

無

成功

無

成功

成功 有 有

失敗

成功

無

失敗

有

無

失敗

有

失敗

ＦＣＩ：原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用

ＤＣＨ：格納容器雰囲気直接加熱

※１　ＬＯＣＡシーケンスは，格納容器注水に失敗した場合，原子炉圧力容器破損前に過温破損に至るため，本ヘディングの成功／失敗を原子炉圧力容器破損前に考慮した。

※２　長期ＴＢシーケンスは，原子炉圧力容器注水に失敗した場合，原子炉圧力容器破損直後に過圧破損に至る。

プラント
損傷状態

格納容器
隔離

原子炉圧力容器
破損直後

原子炉圧力容器
破損前

原子炉圧力容器外溶融燃料－冷却材相互作用（ペデスタル）

格納容器バイパス（格納容器隔離失敗）

後続事象（原子炉圧力容器破損）へ

原子炉圧力容器外溶融燃料－冷却材相互作用（ペデスタル）

後続事象（原子炉圧力容器破損）へ

崩壊熱除去失敗時の過圧破損（炉心損傷後，サプレッション・プールへの溶融物落下なし）※２

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱

格納容器破損モード

後続事象（原子炉圧力容器健全）へ

後続事象（原子炉圧力容器破損）へ

過温破損（炉心損傷後，サプレッション・プールへの溶融物落下なし）

5
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第2－3図 内部事象レベル１．５ＰＲＡにおけるイベントツリー（2／3） 

後続事象
〔 原子炉圧力容器健全 〕

格納容器注水

成功

失敗

事故後期

格納容器破損モード

崩壊熱除去失敗時の過圧破損
（炉心損傷後，サプレッション・プールへの溶融物落下なし）

原子炉圧力容器内で事故収束

5
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第2－3図 内部事象レベル１．５ＰＲＡにおけるイベントツリー（3／3）

ＦＣＩ デブリ冷却 ＦＣＩ デブリ冷却

ペデスタル ドライウェル

成功

無 成功

無

成功 失敗 失敗

有

有

成功

成功

無 成功

無

失敗 失敗

失敗

有

有

成功

無

成功 失敗

有

失敗

成功

無

失敗 失敗

有

ＦＣＩ：原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用

格納容器内で事故収束

溶融炉心・コンクリート相互作用

サプレッション・プール

格納容器内で事故収束

溶融炉心・コンクリート相互作用

崩壊熱除去失敗時の過圧破損（炉心損傷後，サプレッション・プールへの溶融物落下あり），
過温破損（炉心損傷後，サプレッション・プールへの溶融物落下あり）

原子炉圧力容器外溶融燃料－冷却材相互作用（サプレッション・プール）

溶融炉心・コンクリート相互作用

原子炉圧力容器外溶融燃料－冷却材相互作用（サプレッション・プール）

格納容器破損モード

原子炉圧力容器外溶融燃料－冷却材相互作用（サプレッション・プール）

原子炉圧力容器外溶融燃料－冷却材相互作用（ペデスタル）

原子炉圧力容器外溶融燃料－冷却材相互作用（ペデスタル）

崩壊熱除去失敗時の過圧破損（炉心損傷後，サプレッション・プールへの溶融物落下なし），
過温破損（炉心損傷後，サプレッション・プールへの溶融物落下なし）

崩壊熱除去失敗時の過圧破損（炉心損傷後，サプレッション・プールへの溶融物落下なし），
過温破損（炉心損傷後，サプレッション・プールへの溶融物落下なし）

溶融炉心・コンクリート相互作用

事故後期

格納容器内で事故収束

格納容器注水

原子炉圧力容器外溶融燃料－冷却材相互作用（サプレッション・プール）

後続事象
原子炉圧力
容器破損 ペデスタル
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第3－1表 運転停止中事故シーケンスグループ別炉心損傷頻度 

燃料損傷防止に必要な機能

①原子炉冷却材の流出（ＲＨＲ切替時のＬＯＣＡ）
　＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

8.3E-11 ＜0.1 44.6

②原子炉冷却材の流出（ＣＵＷブロー時のＬＯＣＡ）
　＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

5.8E-11 ＜0.1 31.2

③原子炉冷却材の流出（ＣＲＤ点検時のＬＯＣＡ）
　＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

4.5E-11 ＜0.1 24.2

④原子炉冷却材の流出（ＬＰＲＭ点検時のＬＯＣＡ）
　＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

9.8E-14 ＜0.1 ＜0.1

5.0E-06 100.0 － 5.0E-06 100.0

・

・
・
・

②残留熱除去系の故障（ＲＨＲＳ喪失）
　＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

全交流動力
電源喪失

①外部電源喪失＋交流電源失敗
　＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

②外部電源喪失＋直流電源失敗
　＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

崩壊熱除去
機能喪失

③外部電源喪失＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

事故シーケンス
グループ

事故シーケンス
シーケンス
別ＣＤＦ

（／施設定期検査）

①残留熱除去系の故障（ＲＨＲ喪失）
　＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

9.9E-07
緊急用海水系
（ＲＨＲＳ喪失時）崩壊熱除去機能※１ ・

対応する主要な燃料損傷防止対策
（下線は有効性を確認する主な対策）

燃料損傷防止対策

全ＣＤＦ
に対する
寄与割合
（％）

3.5E-06

・

原子炉への注水機能

待機中のＥＣＣＳ

（残留熱除去系（低圧注水系）※２）
低圧代替注水系（常設）
低圧代替注水系（可搬型）

消火系，補給水系※３ 21.83.1E-07

1.2E-07

20.0 69.5

28.81.4E-06

事故シーケンス
グループ別

ＣＤＦ
（／施設定期検査）

2.5 8.7

6.3

全ＣＤＦに
対する

寄与割合
（％）

グループ別
ＣＤＦに対する

寄与割合
（％）

※1　停止時においては崩壊熱除去機能が喪失した場合であっても，原子炉注水を実施することで燃料損傷を防止できる。
　　 （原子炉建屋（原子炉開放時）又は格納容器（原子炉未開放時）へ崩壊熱を逃すことで燃料損傷を防止し，その後長期的な安定状態の確保のために残留熱除去系等を復旧する。）
※2　停止時ＰＲＡの評価上，残留熱除去系の喪失も考えられるが，その場合の事象進展及び対策は「全交流動力電源喪失」と同様になるため，ガイド等を参照し，対策に追加した。
※3　重大事故等対処設備ではないが，シーケンスによって使用できる可能性のある緩和設備である。

＜0.1 ＜0.1

常設代替高圧電源装置
常設代替直流電源設備
可搬型代替直流電源設備（DG起動に使用）
（直流電源失敗時）

崩壊熱除去機能※１

原子炉への注水機能

・

・
・

3.5E-06 71.1

原子炉への注水機能 1.9E-10 ＜0.1

合計 －

緊急用海水系

71.1 100.0

・
・
・

低圧代替注水系（常設）
（交流電源復旧後）
常設代替注水系（可搬型）

消火系※３

電源の復旧

1.3E-10

待機中のＥＣＣＳ
（残留熱除去系（低圧注水系））
低圧代替注水系（常設）
低圧代替注水系（可搬型）

消火系，補給水系※３

原子炉冷却材
の流出

・

・
・
・
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第3－2表 燃料損傷までの余裕時間（1／2） 

（a）「崩壊熱除去機能喪失」，「全交流動力電源喪失」の場合 

ＰＯＳ プラント状態の推移 原子炉水位 
燃料損傷までの 

余裕時間（h）※１

Ｓ 原子炉冷温停止への移行状態 
通常水位 

4.1 

Ａ ＰＣＶ／ＰＲＶ開放への移行状態 6.0 

Ｂ１ 

原子炉ウェル満水状態 原子炉ウェル満水

54.7 

Ｂ２ 92.4 

Ｂ３ 109.3 

Ｂ４ 157.7 

Ｂ５ 177.3 

Ｂ６ 203.0 

Ｃ１ 
ＰＣＶ／ＰＲＶ閉鎖への移行状態 

通常水位 

37.6 

Ｃ２ 40.1 

Ｄ 起動準備状態 42.8 

※1 原子炉ウェル満水状態における余裕時間の評価は，燃料の取出状態に関わらず，以下のとおり保守

的な仮定を基に評価。 

崩壊熱 ：炉心及び使用済燃料プール内の燃料の崩壊熱を考慮 

保有水量 ：原子炉側のみの水量を考慮（使用済燃料プールの保有水量を含めない。） 
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第 3－2 表 燃料損傷までの余裕時間（2／2） 

（b）「原子炉冷却材の流出」の場合 

事故シーケンス ＰＯＳ 原子炉水位 
燃料損傷に至るまで

の保有水量（m３）※２

冷却材流出流量

（m３／h） 

燃料損傷までの

余裕時間（h） 

ＲＨＲ切替時 

のＬＯＣＡ 

Ｂ 原子炉ウェル満水 22.7 

Ｃ，Ｄ 通常水位 3.5 

ＣＵＷブロー時

のＬＯＣＡ 
Ｃ，Ｄ 通常水位 3.5 

ＣＲＤ点検時 

のＬＯＣＡ 
Ｂ 原子炉ウェル満水 5.5 

ＬＰＲＭ点検時

のＬＯＣＡ 
Ｂ 原子炉ウェル満水 12.1 

※2 原子炉ウェル満水状態における保有水量は，原子炉側のみの水量を考慮（プールゲートが閉止状態であ

ることを想定し，使用済燃料プールの保有水量を含めない。）。 

なお，崩壊熱による原子炉冷却材の減少については，崩壊熱による水温上昇により蒸発が開始するま

でに，原子炉冷却材の流出による水位低下により燃料損傷に至ることから考慮しない。

6
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第3－3表 重要事故シーケンス（運転停止中）の選定 

燃料損傷防止に必要な機能 a b c

◎ ：重要事故シーケンスとして選定した事故シーケンス

a.の着眼点について，「高」と考えた事故シーケンスとし
て①，②を抽出した。
b.の着眼点について，③，④は流出流量が比較的多くなる
が，燃料損傷防止対策である待機中のＥＣＣＳ・低圧代替
注水系（常設）の設備容量は，③，④における流出流量と
比較して十分大きい。
c.頻度の観点では，①が支配的となった。

以上より，①を重要事故シーケンスとして選定した。

なお，流出流量の大きい③，④の事故シーケンスについて
は，ＣＲＤ点検時，ＬＰＲＭ点検時のＬＯＣＡによる流出
流量と比較して，燃料損傷防止対策となる待機中のＥＣＣ
Ｓ・低圧代替注水系（常設）の設備容量（残留熱除去系：

1,605 m３/h，低圧代替注水系（常設）：378 m３/h）が十
分大きいこと，作業・操作場所と漏えい発生個所が同一で
あるため，認知が容易であることから選定しない。
また，②の事故シーケンスについては，原子炉ウェル水位
を低下させる操作であるため，原子炉ウェル水位は適宜監
視されており，中央制御室の運転員の他にＮＲ／Ｗの運転
員も廃液収集タンク等の水位高を認知することができるた
め，認知が容易であることから選定しない。

※1　停止時ＰＲＡの評価上，残留熱除去系の喪失も考えられるが，その場合の事象進展及び対策は「全交流動力電源喪失」と同様になるため，ガイド等を参照し，対策に追加。
※2　停止時においては崩壊熱除去機能が喪失した場合であっても，原子炉注水を実施することで燃料損傷を防止。
　　 （安定状態の確立のために残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）による原子炉除熱を実施する。）
※3　発生の可能性が低く，発生を仮定してもその影響が限定的であるため，リスク評価上重要性が低いと判断し，ＰＲＡの評価対象から除外したもの。

反応度の
誤投入

◎ 制御棒の誤引き抜き※３ －原子炉緊急停止機能
代表性の観点から以下の事故を想定する。
・停止中に実施される検査等により，最大反応度価値を有する制御棒1本が全引き抜きされている状態から，他の1本の制御棒が
　操作量の制限を超える誤った操作によって引き抜かれ，異常な反応度の投入を認知できずに燃料の損傷に至る事故

－
②原子炉冷却材の流出（ＣＵＷブロー時のＬＯＣＡ）
　 ＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

高

中 低

中

燃料損傷までの余裕時間が最も短い事故シーケンス（①ＲＨＲ切替時，②ＣＵＷブ
ロー時：3.5時間）を「高」，最も長い事故シーケンス（④ＬＰＲＭ点検時：12.1時
間）を「低」，それ以外の事故シーケンス（③ＣＲＤ点検時：5.5時間）を「中」と
した。
流出流量が多い程，燃料損傷回避のために必要な注水設備の容量が大きくなること
を考慮し，冷却材流出流量が最も多い事故シーケンスを「高」，最も少ない事故
シーケンスを「低」，それ以外の事故シーケンスを「中」とした。
事故シーケンスグループの中で最もＣＤＦの高いドミナントシーケンスを「高」，
事故シーケンスグループ別ＣＤＦに対して1％以上の事故シーケンスを「中」，1％
未満の事故シーケンスを「低」とした。

高 a.

b.

c.

（①ＲＨＲ切替時のＬＯＣＡについては，ウェル満水時（ＰＯＳ－Ｂ）及び通常水位時
（ＰＯＳ－Ａ 等）のどちらでも起こり得る可能性があるが，保有水量が少なく，余裕
時間の観点で厳しい通常水位時を想定して着眼点に基づく整理を行った。なお，通常水
位時においては，原子炉水位計による警報発生による速やかな冷却材流出事故の認知等
に期待できることも考えられるが，評価上考慮しないものとする。）

－
③原子炉冷却材の流出（ＣＲＤ点検時のＬＯＣＡ）
　 ＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

④原子炉冷却材の流出（ＬＰＲＭ点検時のＬＯＣＡ）
　 ＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

－

原子炉への注水機能

崩壊熱除去機能※１

－
・ 原子炉緊急停止系

（起動領域計装の原子炉出力ペリオド短短（10
秒）信号による原子炉スクラム）

－

低

・ 残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）※２

中

原子炉冷却材
の流出

◎
①原子炉冷却材の流出（ＲＨＲ切替時のＬＯＣＡ）
　 ＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

高 低

中 高

低

・ 待機中のＥＣＣＳ
（残留熱除去系（低圧注水系））

－
②外部電源喪失
　 ＋直流電源失敗
　 ＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停止

時冷却系）※２
・

全交流動力
電源喪失

◎
①外部電源喪失
　 ＋交流電源失敗
　 ＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

－
③外部電源喪失
　 ＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

低

崩壊熱除去機能※１ 残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）※２・

事故シーケンス
グループ

事故シーケンス

着眼点との関係と重要事故シーケンスの選定の考え方

低

崩壊熱除去
機能喪失

◎
①残留熱除去系の故障（ＲＨＲ喪失）
　 ＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

低 低

－

燃料損傷防止対策

原子炉への注水機能

余裕時間については，事故シーケンス間で差異がなく，異常の認知及び待機中のＥ
ＣＣＳ・低圧代替注水系（常設）の起動といった緩和措置の実施に掛かる時間を保
守的に見積もった時間（約2時間）に比べて十分な余裕時間がある（最も短いＰＯＳ
－Ｓにおいても約4.1時間であり，その他のＰＯＳではさらに余裕時間が見込める）
ことから，全ての事故シーケンスにおいて「低」とした。
原子炉への注水に必要な設備容量については，事故シーケンス間で差がなく，待機

中のＥＣＣＳ・低圧代替注水系（常設）の設備容量（残留熱除去系：1,605m３／h，

低圧代替注水系（常設）：378m３／h）に比べて十分小さい（最も崩壊熱の大きなＰ

ＯＳ－Ｓにおいても約50m３／h）ことから，全ての事故シーケンスにおいて「低」
とした。
事故シーケンスグループの中で最もＣＤＦの高いドミナントシーケンスを「高」，
事故シーケンスグループ別ＣＤＦに対して1％以上の事故シーケンスを「中」，1％
未満の事故シーケンスを「低」とした。

a.

b.

c.

②残留熱除去系の故障（ＲＨＲＳ喪失）
　 ＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

低

中

低

a.

b.

c.
低

低 中

高低 低

低

選定した重要事故
シーケンスと選定理由

備考（a：余裕時間，b：設備容量，c：代表性）

a.b.の着眼点について，全シーケンスに共通であるため，
選定理由から除外した。
c.頻度の観点では，①が支配的となった。

以上より，①を重要事故シーケンスとして選定した。

なお，直流電源喪失となる②の事故シーケンスは，炉心損
傷頻度が低く，有効性を確認する左記下線の対策により①
の事故シーケンスと同様に燃料損傷防止が可能であり，さ
らに可搬型代替直流電源設備による非常用ディーゼル発電
機の起動による対応にも期待できることから選定しない。

a.b.の着眼点について，全シーケンスに共通であるため，
選定理由から除外した。
c.頻度の観点では，①が支配的となった。

以上より，①を重要事故シーケンスとして選定した。

残留熱除去系海水系の喪失により崩壊熱除去機能が喪失す
る②の事故シーケンスについては，「全交流動力電源喪
失」にて残留熱除去系海水系の代替手段である緊急用海水
系の有効性を確認するため，選定しない。
また，外部電源喪失を起因とする③の事故シーケンスは，
非常用ディーゼル発電機に期待できるため，「全交流動力
電源喪失」で考慮している事故シーケンスと比較して事象
進展や対策が厳しくないことから選定しない。

対応する主要な燃料損傷防止対策

崩壊熱除去機能※１

常設代替高圧電源装置
常設代替直流電源設備
可搬型代替直流電源設備（DG起動に使用）
（直流電源失敗時）

・
・
・

電源の復旧

原子炉への注水機能

待機中のＥＣＣＳ

（残留熱除去系（低圧注水系）※１）

・

・ 低圧代替注水系（常設）
（交流電源復旧後）

余裕時間については，事故シーケンス間で差異がなく，常設代替直流電源設備，常
設代替高圧電源装置による給電，低圧代替注水系（常設）による注水といった緩和
措置の実施に掛かる時間（約25分）に比べて十分な余裕時間がある（最も短いＰＯ
Ｓ－Ｓにおいても4.1時間であり，その他のＰＯＳではさらに余裕時間が見込める）
ことから，全ての事故シーケンスにおいて「低」とした。
原子炉への注水に必要な設備容量については，事故シーケンス間で差がなく，待機

中のＥＣＣＳ・低圧代替注水系（常設）の設備容量（残留熱除去系：1,605m３／h，

低圧代替注水系（常設）：378m３／h）に比べて十分小さい（最も崩壊熱の大きなＰ

ＯＳ－Ｓにおいても約50m３／h）ことから，全ての事故シーケンスにおいて「低」
とした。
事故シーケンスグループの中で最もＣＤＦの高いドミナントシーケンスを「高」，
事故シーケンスグループ別ＣＤＦに対して1％以上の事故シーケンスを「中」，1％
未満の事故シーケンスを「低」とした。

高

6
1
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第3－4図 停止時ＰＲＡにおけるイベントツリー 

事故シーケンス
事故シーケンス

グループ

成功

失敗

外部電源
喪失

直流電源 交流電源
崩壊熱除去・

炉心冷却
事故シーケンス

事故シーケンス
グループ

成功
成功

失敗

成功
成功

失敗
失敗

成功
失敗

失敗

事故シーケンス
事故シーケンス

グループ

成功

失敗

原子炉冷却材の流出 崩壊熱除去・炉心冷却

－ 燃料損傷なし

原子炉冷却材の流出（ＲＨＲ切替時のＬＯＣＡ）
　　　　　　　　　　 　＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗
原子炉冷却材の流出（ＣＵＷブロー時のＬＯＣＡ）
　　　　　　　　　     ＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗
原子炉冷却材の流出（ＣＲＤ点検時のＬＯＣＡ）
　　　　　　　　   　　＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗
原子炉冷却材の流出（ＬＰＲＭ点検時のＬＯＣＡ）
　　　　　　  　　   　＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

原子炉冷却材の流出

外部電源喪失＋交流電源喪失
                       ＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

全交流動力電源喪失

－ 燃料損傷なし

外部電源喪失＋直流電源喪失
                      ＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

全交流動力電源喪失

－ 燃料損傷なし

外部電源喪失＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

－ 燃料損傷なし

崩壊熱除去機能喪失

残留熱除去系の故障 崩壊熱除去・炉心冷却

－ 燃料損傷なし

残留熱除去系の故障（ＲＨＲ喪失）
                      ＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗
残留熱除去系の故障（ＲＨＲＳ喪失）
                      ＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

崩壊熱除去機能喪失

62
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2.5 原子炉停止機能喪失 

2.5.1 事故シーケンスグループの特徴，炉心損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

事故シーケンスグループ「原子炉停止機能喪失」に含まれる事故シーケ

ンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，①「過

渡事象＋原子炉停止失敗」，②「サポート系喪失（自動停止）＋原子炉停止

失敗」，③「中小破断ＬＯＣＡ＋原子炉停止失敗」及び④「大破断ＬＯＣＡ

＋原子炉停止失敗」である。 

 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び炉心損傷防止対策の基本的考え方 

事故シーケンスグループ「原子炉停止機能喪失」では，運転時の異常な

過渡変化の発生後，炉心冷却には成功するが，原子炉停止機能が喪失する

ことを想定する。このため，原子炉は臨界状態が継続し，原子炉出力が高

い状態が維持されることから，炉心で発生した蒸気が格納容器に流入し格

納容器圧力が上昇することで，緩和措置が取られない場合には，炉心損傷

より先に格納容器破損に至る。これに伴い炉心冷却機能を喪失する場合に

は，原子炉水位の低下が継続し，炉心が露出することで炉心損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，原子炉停止機能を喪失したことによって

最終的に炉心損傷に至る事故シーケンスグループである。このため，重大

事故等対策の有効性評価としては，原子炉停止機能に対する重大事故等対

処設備に期待することが考えられる。 

以上により，本事故シーケンスグループでは，代替の原子炉停止機能を

用いて原子炉出力を抑制し，原子炉注水機能を用いて原子炉水位を適切に

維持することにより炉心損傷の防止を図るとともに，最終的な熱の逃がし

場へ熱の輸送を行うことによって除熱を行い格納容器破損の防止を図る。 
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(3) 炉心損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「原子炉停止機能喪失」において，炉心が著し

い損傷に至ることなく，かつ十分な冷却を可能とするため，初期の対策と

してＡＴＷＳ緩和設備（代替原子炉再循環ポンプトリップ機能）及びほう

酸水注入系による原子炉停止手段並びに原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心

スプレイ系による原子炉注水手段を整備し，安定状態に向けた対策として，

高圧炉心スプレイ系による炉心冷却を継続する。また，格納容器の健全性

を維持するため，安定状態に向けた対策として，残留熱除去系（サプレッ

ション・プール冷却系）による格納容器除熱手段を整備する。さらに，重

要事故シーケンスに対する有効性評価では期待しないが，代替制御棒挿入

機能及び原子炉手動スクラムによる原子炉停止手段を整備している。対策

の概略系統図を第 2.5－1 図に，対応手順の概要を第 2.5－2 図に示すとと

もに，重大事故等対策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策におけ

る手順と設備との関係を第 2.5－1 表に示す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスにおいて，必要

な要員は災害対策要員（初動）10 名である。 

災害対策要員（初動）の内訳は，当直発電長 1 名，当直副発電長 1 名，

運転操作対応を行う当直運転員 4 名及び指揮，通報連絡を行う災害対策要

員（指揮者等）4 名である。 

必要な要員と作業項目について第 2.5－3 図に示す。 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，作業項目

を重要事故シーケンスと比較し，必要な要員数を確認した結果，災害対策

要員（初動）10 名で対処可能である。 

ａ．原子炉停止機能喪失の確認 

運転時の異常な過渡変化の発生に伴い，原子炉がスクラムすべき状況
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にもかかわらず制御棒が原子炉へ挿入されない場合，原子炉自動スクラ

ム失敗を確認する。その後，中央制御室からの遠隔操作により手動スク

ラムボタン及び原子炉モードスイッチ「ＲＵＮ」から「ＳＨＵＴ ＤＯ

ＷＮ」への切換えによる手動スクラム操作を実施するが，これにも失敗

したことで，原子炉停止機能喪失と判断する。 

主蒸気隔離弁閉止に伴い原子炉圧力高信号にてＡＴＷＳ緩和設備（代

替原子炉再循環ポンプトリップ機能）が作動し，再循環ポンプが全台ト

リップしたことで炉心流量が低下し，原子炉出力が低下したことを確認

する。また，制御棒挿入機能の回復操作を実施する。 

原子炉停止機能喪失の確認に必要な計装設備は，平均出力領域計装等

である。 

ｂ．高圧炉心スプレイ系の自動起動確認等 

原子炉で発生した蒸気が，逃がし安全弁を介してサプレッション・プ

ールに流入することで格納容器圧力が上昇する。ドライウェル圧力高

（13.7kPa[gage]）設定点到達にて高圧炉心スプレイ系が自動起動し，原

子炉注水を開始したことを確認する。また，低圧炉心スプレイ系及び残

留熱除去系（低圧注水系）も自動起動し，ミニフロー運転にて起動待機

状態となったことを確認する。 

主蒸気隔離弁閉止に伴いタービン駆動給水ポンプは停止するが，電動

駆動給水ポンプにより原子炉注水は継続され，同時に給水加熱喪失とな

るため給水温度が低下することで，原子炉出力は徐々に上昇する。この

ため，原子炉水位を低下させることで，原子炉出力を抑制する。なお，

原子炉水位低下による原子炉出力抑制操作は解析上考慮しない。 

復水器ホットウェル水位の低下に伴い，給復水系は全停となり，原子

炉水位が原子炉水位異常低下（レベル２）設定点に到達すると，原子炉
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隔離時冷却系が自動起動し，原子炉注水を開始したことを確認する。 

高圧炉心スプレイ系の自動起動確認等に必要な計装設備は，ドライウ

ェル圧力，高圧炉心スプレイ系系統流量等である。 

ｃ．自動減圧系等の作動阻止操作 

原子炉が自動減圧され，低圧の非常用炉心冷却系の原子炉注水により

原子炉水位が上昇し，正の反応度が印加されることを防止するため，原

子炉停止機能喪失の確認後，中央制御室からの遠隔操作により自動減圧

系の作動阻止スイッチを用いてこれらの作動を阻止する。なお，自動減

圧系の作動阻止操作により，過渡時自動減圧系についても作動が阻止さ

れる。 

自動減圧系等の自動減圧系等の作動阻止操作に必要な計装設備は，原

子炉水位（広帯域）等である。 

ｄ．ほう酸水注入系の起動操作 

原子炉停止機能喪失及び再循環ポンプトリップによる原子炉出力低下

を確認した後，平均出力領域計装指示値が 10%以上で，かつサプレッシ

ョン・プール水温度が 49℃に近接又は超過していることを確認し，中央

制御室からの遠隔操作によりほう酸水注入系の起動操作を実施する。ま

た，中性子束振動の発生を確認した場合にも，ほう酸水注入系の起動操

作を実施する。 

ほう酸水注入系の起動操作に必要な計装設備は，平均出力領域計装，

サプレッション・プール水温度等である。 

ほう酸水の注入により原子炉出力が徐々に低下し原子炉が未臨界にな

ったことを確認する。 

原子炉の未臨界を確認するために必要な計装設備は，起動領域計装等

である。 
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ｅ．残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）によるサプレッショ

ン・プール冷却操作 

原子炉で発生した蒸気が逃がし安全弁を介してサプレッション・プー

ルに流入することで，サプレッション・プール水温度は上昇する。この

ため，サプレッション・プール水温度が 32℃に到達した時点で，中央制

御室からの遠隔操作により残留熱除去系（サプレッション・プール冷却

系）によるサプレッション・プール冷却を開始する。なお，本重要事故

シーケンスにおいては，事象発生から短時間でサプレッション・プール

水温度が 49℃まで上昇するが，この場合には，手順に従いほう酸水注入

系の起動操作を優先して実施する。 

残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）によるサプレッショ

ン・プール冷却操作に必要な計装設備は，サプレッション・プール水温

度等である。 

残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）によるサプレッショ

ン・プール冷却操作を開始した以降も，原子炉出力が残留熱除去系（サ

プレッション・プール冷却系）の除熱能力を上回っている期間はサプレ

ッション・プール水温度の上昇が継続することを確認する。サプレッシ

ョン・プール水温度が 106℃に近接した場合は，原子炉隔離時冷却系を

停止する。 

ｆ．原子炉水位の調整操作 

ほう酸水の注入に伴い，原子炉出力が徐々に低下し原子炉は未臨界に

至る。また，原子炉出力の低下に伴い原子炉水位は徐々に上昇するため，

ほう酸水の全量注入完了を確認するまでは，高圧炉心スプレイ系により

原子炉水位を原子炉水位異常低下（レベル１）設定点近傍に維持する。

また，ほう酸水の全量注入完了を確認した後は，ほう酸水注入系を停止
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するとともに，高圧炉心スプレイ系により原子炉水位を原子炉水位低（レ

ベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設定点の範囲に維持する。 

原子炉水位の調整操作に必要な計装設備は，原子炉水位（広帯域，燃

料域），起動領域計装等である。 

ｇ．使用済燃料プールの冷却操作 

代替燃料プール冷却系等を用いて使用済燃料プールへの注水及び冷却

を実施する。 

 

以降，炉心冷却は高圧炉心スプレイ系を用いた原子炉注水により継続的

に実施し，格納容器除熱は残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）

により継続的に実施する。 

 

2.5.2 炉心損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事故シーケンス

は，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，過渡事象

（反応度印加の観点で厳しい主蒸気隔離弁の誤閉止を選定）を起因事象と

し，原子炉圧力上昇による反応度印加の観点で厳しくなる「過渡事象（主

蒸気隔離弁の誤閉止）＋原子炉停止失敗」である。また，本事故シーケン

スでは，原子炉水位が高めに維持され，炉心入口サブクーリングが大きく

なることで原子炉出力の観点で厳しい条件として，評価上，重大事故等対

処設備ではない給復水系が一定期間運転を継続する条件としている。 

なお，本事故シーケンスグループにおける事故シーケンスのうち，ＬＯ

ＣＡを起因事象とする事故シーケンスは，原子炉冷却材の流出により，ほ

う酸水注入系が有効に機能しないことも考えられるが，これらの事故シー



2.5-7 

ケンスの炉心損傷頻度は非常に小さくなっており，また，この場合におい

ても重大事故等対処設備である代替制御棒挿入機能により原子炉を未臨界

とすることが可能である。 

本重要事故シーケンスでは，炉心における核分裂出力，出力分布変化，

反応度フィードバック効果（ボイド反応度，ドップラ反応度，ボロン反応

度），崩壊熱，燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，沸騰遷移，沸騰・ボ

イド率変化及び気液熱非平衡，原子炉圧力容器における冷却材流量変化，

冷却材放出（臨界流・差圧流），ＥＣＣＳ注水（給水系・代替の注水設備含

む）及びほう酸水の拡散並びに格納容器におけるサプレッション・プール

冷却が重要現象となる。よって，これらの現象を適切に評価することが可

能であるプラント動特性解析コードＲＥＤＹ及び単チャンネル熱水力解析

コードＳＣＡＴにより中性子束，平均表面熱流束，燃料被覆管温度，炉心

流量，原子炉圧力，原子炉水位，サプレッション・プール水温，格納容器

圧力等の過渡応答を求める。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本

重要事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，評価項目と

なるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する。 

 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する主要な解析条件を第 2.5－2 表に示す。ま

た，主要な解析条件について，本重要事故シーケンス特有の解析条件を以

下に示す。 

ａ．初期条件 

(a) 炉心流量 

初期炉心流量が小さいほど，初期のボイド率が大きくなることで原
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子炉圧力上昇時にボイドが潰れることで印加される正の反応度が大き

くなり，原子炉出力の観点で厳しい設定となる。このため，保安規定

の運転範囲における原子炉定格出力時の下限流量である 41,060t／h

（85％）を設定する。 

ｂ．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，主蒸気隔離弁の誤閉止が発生するものとする。 

(b) 安全機能等の喪失に対する仮定 

1) 原子炉停止機能喪失として原子炉スクラム失敗を仮定する。 

2) 原子炉手動スクラムには期待しないものとする。 

3) 代替制御棒挿入機能には期待しないものとする。 

(c) 評価対象とする炉心の状態 

評価対象とする炉心の状態は，平衡炉心のサイクル末期とする。サ

イクル末期の方がサイクル初期に比べてボイド反応度印加割合が大き

く，原子炉出力の観点で厳しくなる。 

（添付資料 2.5.1） 

(d) 外部電源 

外部電源はあるものとする。 

外部電源がある場合，給復水系及び再循環ポンプが一定期間運転を

継続することで，原子炉出力の観点で厳しくなる。 

 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 主蒸気隔離弁の閉止に要する時間 

主蒸気隔離弁の閉止に要する時間は，保安規定の運転上の制限にお

ける下限値である 3 秒とする。 



2.5-9 

(b) ＡＴＷＳ緩和設備（代替原子炉再循環ポンプトリップ機能） 

原子炉圧力高（7.39MPa[gage]）又は原子炉水位異常低下（レベル２）

信号により，再循環ポンプを全台トリップさせるものとする。また，

原子炉出力が 35％以上で，再循環ポンプがトリップした場合に作動す

る選択制御棒挿入については，作動しないものとする。 

(c) 逃がし安全弁 

原子炉圧力が低めに維持される方が，原子炉圧力に依存する高圧炉

心スプレイ系の注水流量が大きくなり，原子炉水位が高めに維持され

ることで，原子炉出力の観点で厳しい設定となる。このため，原子炉

圧力が低めに維持される逃がし安全弁（逃がし弁機能）にて原子炉冷

却材圧力バウンダリの過度の圧力上昇を抑制するものとする。また，

逃がし安全弁（18 弁）は，容量として，1 弁当たり定格主蒸気流量の

約 6％を処理するものとする。 

(d) 高圧炉心スプレイ系 

ドライウェル圧力高（13.7kPa[gage]）信号により自動起動し，ポン

プ性能評価に基づく大きめの注水流量特性（注水流量：145m３／h～

1,506m３／h，注水圧力：0MPa[dif] ※～8.30MPa[dif]）の流量で原子

炉へ注水するものとする。注水流量は，炉心に冷水が大量に注水され，

原子炉水位が高めに維持される方が原子炉出力の観点で厳しい設定と

なることから，ポンプ性能評価に基づく大きめの注水流量特性を設定

している。 

※ MPa[dif]…原子炉圧力容器と水源との差圧（以下同様） 

(e) 原子炉隔離時冷却系 

原子炉水位異常低下（レベル２）信号により自動起動し，136.7m３

／h（原子炉圧力 1.04MPa[gage]～7.86MPa[gage]において）の流量で
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原子炉へ注水するものとする。また，サプレッション・プール水温度

が 106℃に近接した場合は，原子炉隔離時冷却系を停止する。 

(f) ほう酸水注入系 

注入流量163L／min及びほう酸濃度13.4wt％にて注水するものとす

る。 

(g) 残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系） 

伝熱容量は，熱交換器 1 基当たり約 53MW（サプレッション・プール

水温度 100℃，海水温度 27.2℃において）とする。 

 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時間に対

する仮定」に示す分類に従って以下のとおり設定する。 

(a) 自動減圧系等の作動阻止操作は，原子炉停止機能喪失の確認及び自

動減圧系等の作動阻止操作に要する時間を考慮して，事象発生 4 分

後に実施する。 

（添付資料 2.5.2） 

(b) ほう酸水注入系の起動操作は，自動減圧系等の作動阻止操作が完了

する事象発生の 4 分後からほう酸水注入系の起動操作に要する時間

を考慮して，事象発生から 6 分後に実施する。 

(c) 残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）によるサプレッシ

ョン・プール冷却操作は，事象発生の約 1 分後にドライウェル圧力

高信号が発信してから 10 分間は低圧注水モード優先のインターロ

ックがあることから，これに操作に要する時間を考慮して，事象発

生 17 分後に実施する。 
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(3) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける中性子束，平均表面熱流束，炉心流量，

原子炉蒸気流量，給水流量，原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系

の流量，原子炉圧力，原子炉水位（シュラウド外水位）※，逃がし安全弁

の流量，炉心平均ボイド率，燃料被覆管最高温度発生位置及び沸騰遷移発

生位置の燃料被覆管温度並びに燃料被覆管最高温度発生位置の熱伝達係数

及びクオリティの推移を第 2.5－4 図から第 2.5－18 図に，サプレッショ

ン・プール水温度及び格納容器圧力の推移を第 2.5－19 図に示す。 

※ 非常用炉心冷却系の起動信号となり運転員が監視に用いる原子炉水位計（広

帯域）はシュラウド外水位を測定していることから，シュラウド外水位の評

価結果を示した。 

ａ．事象進展 

主蒸気隔離弁の誤閉止が発生した後，原子炉自動スクラム信号が発信

するが，原子炉自動スクラムに失敗する。主蒸気隔離弁の閉止により原

子炉圧力が上昇し，これによるボイドの減少によって正の反応度が印加

され，中性子束が増加するとともに平均表面熱流束が上昇し，燃料棒表

面で沸騰遷移が生じることで，燃料被覆管の温度が約 872℃まで上昇す

る。事象発生の約 2 秒後に原子炉圧力高信号により再循環ポンプが全台

トリップする。なお，本評価では期待していない代替制御棒挿入機能は，

本来この原子炉圧力高信号にて作動する。 

また，タービン駆動給水ポンプはトリップし，電動駆動給水ポンプが

自動起動することで，給水系による原子炉注水が継続される。中性子束

及び平均表面熱流束は，再循環ポンプトリップによる炉心流量の低下に

伴い低下するが，給水加熱喪失により給水温度が低下することで徐々に

上昇する。これに伴い燃料棒表面で沸騰遷移が発生し，燃料被覆管温度



2.5-12 

が一時的に上昇するが，初期のピーク温度（872℃）未満となる。 

原子炉で発生した蒸気が逃がし安全弁を介してサプレッション・プー

ルに流入するため，サプレッション・プール水温度及び格納容器圧力が

上昇し，事象発生の約 57 秒後にドライウェル圧力高信号（13.7kPa[gage]）

により高圧炉心スプレイ系，低圧炉心スプレイ系等が自動起動する。ま

た，事象発生の約 85 秒後にサプレッション・プール水温度は 49℃に到

達し，この後も上昇傾向が継続する。 

事象発生から約 131 秒後に復水器ホットウェル水位の低下により電動

駆動給水ポンプがトリップすることで原子炉水位が低下し，事象発生か

ら約 153 秒後に原子炉水位異常低下（レベル２）信号により原子炉隔離

時冷却系が自動起動する。給水系による原子炉注水の停止後は，高圧炉

心スプレイ系及び原子炉隔離時冷却系による原子炉注水により炉心冷却

が維持される。また，原子炉隔離時冷却系は，サプレッション・プール

水温度が 106℃に近接した場合は停止するが，その後も高圧炉心スプレ

イ系により炉心冷却は維持される。 

事象発生の 6 分後にほう酸水注入系を起動し，炉心へのほう酸水の注

入を開始する。ほう酸水の注入に伴い炉心の反応度が低下し，原子炉水

位は徐々に上昇するため，高圧炉心スプレイ系により原子炉水位を原子

炉水位異常低下（レベル１）設定点近傍に維持する。 

事象発生の 17 分後に残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）

2 系統によるサプレッション・プール冷却操作を開始する。 

 

ｂ．評価項目等 

燃料被覆管温度は，主蒸気隔離弁閉止に伴い炉内のボイドが急減する

ことで出力が上昇し沸騰遷移が生じる期間が最も高温となり，再循環ポ
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ンプトリップによる出力低下によってリウェットすることで低下する。

第 2.5－10 図に示すとおり，事象発生の約 13 秒後に燃料被覆管温度は最

高値の約 872℃に到達するが，評価項目である 1,200℃以下となる。また，

燃料被覆管の酸化量は，酸化反応が著しくなる前の燃料被覆管厚さの

1％以下であり，評価項目である 15％を下回る。 

原子炉圧力は，第 2.5－7 図及び第 2.5－17 図に示すとおり，逃がし安

全弁（逃がし弁機能）の作動により，約 8.19MPa[gage]以下に維持され

る。このため，原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力は，原子炉圧

力と原子炉圧力容器底部圧力との差（0.3MPa 程度）を考慮しても，約

8.49MPa[gage]以下であり，評価項目である最高使用圧力の 1.2 倍

（10.34MPa[gage]）を下回る。 

格納容器圧力及びサプレッション・プール水温度は，第 2.5－19 図に

示すとおり，ほう酸水注入系により原子炉出力が低下し，原子炉での発

熱が残留熱除去系の除熱能力を下回るまで上昇するが，それぞれ最高値

は約 0.20MPa[gage]，約 115℃以下となり，評価項目である最高使用圧力

の 2 倍（0.62MPa[gage]）及び 200℃を下回る。 

ほう酸水注入系による炉心へのほう酸水注入によって中性子束は徐々

に低下し，未臨界に至る。この後は高圧炉心スプレイ系による原子炉注

水及び残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）によるサプレッ

ション・プール冷却を継続することで安定状態が確立する。 

（添付資料 2.5.3） 

安定状態が確立した以降は，制御棒の挿入機能を復旧し，原子炉を減

圧した後に，残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）により冷温停止状態

とする。 

以上により，本評価では「1.2.1.2 有効性を確認するための評価項目
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の設定」に示す(1)から(4)の評価項目について，対策の有効性を確認し

た。 

 

2.5.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲としては，運転員等

操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時

間余裕を評価する。 

本重要事故シーケンスは，原子炉停止機能喪失に伴い原子炉は臨界状態が

維持され，逃がし安全弁を介したサプレッション・プールへの蒸気の流出が

継続するため，ほう酸水注入系により原子炉出力を抑制すること，残留熱除

去系（サプレッション・プール冷却系）によりサプレッション・プール冷却

を実施すること及び原子炉自動減圧に伴う低圧炉心スプレイ系等による多量

の冷水注入による正の反応度印加を防止するため自動減圧系等の作動を阻止

することが特徴である。よって，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，

事象進展に有意な影響を与えると考えられる操作として，自動減圧系等の作

動阻止操作，ほう酸水注入系の起動操作及び残留熱除去系（サプレッション・

プール冷却系）によるサプレッション・プール冷却操作とする。 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本重要事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を実施する重要現象

は，「1.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針」に示すと

おりであり，それらの不確かさの影響評価の結果を以下に示す。 

ａ．運転員等操作時間に与える影響 

炉心における出力分布変化の不確かさとして，解析コードは保守的に

中央ピークに基づく軸方向出力分布を設定するため，燃料被覆管温度を

高めに評価する。このため，実際の燃料被覆管温度は低くなるが，燃料
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被覆管温度を操作開始の起点とする運転員等操作はないことから，運転

員等操作時間に与える影響はない。 

炉心における燃料棒内温度変化の不確かさとして，解析コードは燃料

ペレットと燃料被覆管との間のギャップ熱伝達係数を高めに設定するた

め，過渡的な沸騰遷移時の燃料被覆管温度を高めに評価する。このため，

実際の燃料被覆管温度は低くなるが，燃料被覆管温度を操作開始の起点

とする運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響は

ない。 

炉心における燃料棒表面熱伝達の不確かさとして，解析コードは燃料

棒表面熱伝達及びリウェット時刻をおおむね保守的に評価する相関式を

採用するとともに，高温領域においても輻射熱伝達に期待しない評価と

していることから，燃料棒表面の熱伝達係数をおおむね小さく評価する。

このため，実際の燃料棒表面での熱伝達は大きめとなり，燃料被覆管温

度は低めとなるが，燃料被覆管温度を操作開始の起点とする運転員等操

作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

炉心における沸騰遷移の不確かさとして，解析コードは沸騰遷移が生

じやすい条件として，最小限界出力比に関する燃料の許容設計限界（以

下「ＳＬＭＣＰＲ」という。）を基準に沸騰遷移の発生及び沸騰遷移位置

を判定するよう設定しており，燃料被覆管温度を高めに評価する。この

ため，実際の燃料被覆管温度は低くなるが，燃料被覆管温度を操作開始

の起点とする運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える

影響はない。 

原子炉圧力容器におけるほう酸水の拡散の不確かさとして，解析コー

ドは保守的な混合特性を用いるため，実際の炉心内におけるほう酸水の

拡散は早くなり，ボロン反応度の印加が早くなることで未臨界の達成時
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間が早くなることから，格納容器圧力及びサプレッション・プール水温

度が低下傾向に転じる時間も早くなる。このため，実際の格納容器圧力

及びサプレッション・プール水温度は低くなるが，ほう酸水注入開始後

にこれらのパラメータを操作開始の起点とする運転員等操作はないこと

から，運転員等操作時間に与える影響はない。 

（添付資料 2.5.4） 

 

ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心における出力分布変化の不確かさとして，解析コードは保守的に

中央ピークに基づく軸方向出力分布を設定するため，燃料被覆管温度を

高めに評価する。このため，実際の燃料被覆管温度は低くなり，評価項

目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

炉心における燃料棒内温度変化の不確かさとして，解析コードは燃料

ペレットと燃料被覆管との間のギャップ熱伝達係数を高めに設定するた

め，過渡的な沸騰遷移時の燃料被覆管温度を高めに評価する。このため，

実際の燃料被覆管温度は低くなり，評価項目となるパラメータに対する

余裕は大きくなる。 

炉心における燃料棒表面熱伝達の不確かさとして，解析コードは燃料

棒表面熱伝達及びリウェット時刻をおおむね保守的に評価する相関式を

採用するとともに，高温領域においても輻射熱伝達に期待しない評価と

していることから，燃料棒表面の熱伝達係数をおおむね小さく評価する。

このため，実際の燃料棒表面での熱伝達は大きめとなり，燃料被覆管温

度は低めとなることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大

きくなる。なお，燃料被覆管が高めに評価されることに伴いリウェット

時刻は遅く評価されるが，更に保守的な取扱いとして，リウェットを考
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慮しない場合を仮定しても，第 2.5－20 図に示すとおり，燃料被覆管の

最高温度は約 1,060℃であり，「2.5.2(3) 有効性評価の結果」で示す最

高温度約 872℃に比べて上昇するものの評価項目を満足する。燃料被覆

管の酸化量は酸化反応が著しくなる前の燃料被覆管厚さの 2%以下であ

り，評価項目を満足する。 

炉心における沸騰遷移の不確かさとして，解析コードは沸騰遷移が生

じやすい条件として，ＳＬＭＣＰＲを基準に沸騰遷移の発生及び沸騰遷

移位置を判定するよう設定しており，燃料被覆管温度を高めに評価する。

このため，実際の燃料被覆管温度は低くなることから，評価項目となる

パラメータに対する余裕は大きくなる。 

原子炉圧力容器におけるほう酸水の拡散の不確かさとして，解析コー

ドは保守的な混合特性を用いるため，実際の炉心内におけるほう酸水の

拡散は早くなり，ボロン反応度の印加が早くなることで未臨界の達成時

間が早くなることから，格納容器圧力及びサプレッション・プール水温

度が低下傾向に転じる時間も早くなる。このため，実際の格納容器圧力

及びサプレッション・プール水温度は低くなることから，評価項目とな

るパラメータに対する余裕は大きくなる。 

（添付資料 2.5.4，2.5.5） 

 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，第 2.5

－2 表に示すとおりであり，これらの条件設定を設計値等の最確条件と

した場合の影響を評価する。解析条件の設定に当たっては，設計値を用

いるか又は評価項目となるパラメータに対する余裕が小さくなるよう保
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守的な設定をしていることから，この中で事象進展に有意な影響を与え

る可能性がある項目について，評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の炉心流量は，解析条件で設定した 41,060ｔ／h（定格流

量の 85％流量）に対して最確条件は定格流量の約 86％～約 104％であ

り，最確条件とした場合は炉心のボイド率が低くなり主蒸気隔離弁閉

止に伴う原子炉圧力の上昇により印加される反応度が小さくなること

で原子炉出力の上昇が緩和されるが，事象進展に与える影響は小さい

ことから，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

初期条件の最小限界出力比は，解析条件で設定した 1.24 に対して最

確条件は限界出力比指標※で 0.98 以下であり，最確条件とした場合は

沸騰遷移の発生が遅れることで燃料被覆管温度の上昇が緩和されるが，

燃料被覆管温度を操作開始の起点とする運転員等操作はないことから，

運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の燃料棒最大線出力密度は，解析条件で設定した 44.0kW／

m に対して最確条件は約 33W／m～約 41kW／m であり，最確条件とした

場合は燃料被覆管温度の上昇が緩和されるが，燃料被覆管温度を操作

開始の起点とする運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に

与える影響はない。 

初期条件の核データ（動的ボイド係数及び動的ドップラ係数）は，

解析条件で設定した平衡炉心のサイクル末期の値の 1.25 倍（動的ボイ

ド係数）及び平衡炉心のサイクル末期の値の 0.9 倍（動的ドップラ係

数）に対して，最確条件とした場合は印加反応度が小さくなることで

燃料被覆管温度の上昇が緩和されるが，事象進展に与える影響は小さ

いことから，運転員等操作時間に与える影響は小さい。なお，解析コ
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ードの不確かさ等を考慮している保守因子の大きさは，事象進展に応

じて変動し得るが，厳しい組合せとした場合においても，事象進展に

与える影響が小さいことを確認している（「付録３ 重大事故等対策の

有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて（第 3 部 

ＲＥＤＹ）」）。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位及び主蒸気流量は，ゆらぎによ

り解析条件に対して変動を与え得るが，事象進展に与える影響は小さ

いことから，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

事故条件の外部電源の有無については，給復水系及び再循環ポンプ

が一定期間運転を継続することで，原子炉出力の観点で厳しい条件と

して，外部電源ありを設定している。外部電源がない場合でも，非常

用母線は非常用ディーゼル発電機等から自動的に受電され，高圧炉心

スプレイ系等の電源は確保されることから，運転員等操作時間に与え

る影響はない。 

機器条件の主蒸気隔離弁の閉止は，解析条件で設定した閉止時間 3

秒に対して最確条件は 3 秒から 4.5 秒であり，最確条件とした場合，

初期の原子炉圧力上昇により印加される反応度は小さくなり，原子炉

出力の上昇が緩和されるが，事象進展に与える影響は小さいことから，

運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

機器条件の高圧炉心スプレイ系は，原子炉水位が高めに維持され自

然循環流量が大きくなることで，原子炉出力の観点で厳しい条件とし

て，ポンプ性能評価に基づく大きめの流量を設定している。また，高

圧炉心スプレイ系の注水流量は原子炉圧力に依存することから，機器

条件の逃がし安全弁は，原子炉圧力が低めに維持されることで高圧炉

心スプレイ系の注水流量が大きくなる条件として，逃がし弁機能を設
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定している。高圧炉心スプレイ系の注水流量を小さめとした場合，原

子炉水位が低めとなり自然循環力が低下することで炉心流量が低下す

る。このため，ＲＥＤＹコードでは実験結果に基づき炉心流量依存の

保守的なボロンミキシング効率を設定していることと相まって中性子

束の低下が遅くなり，サプレッション・プール水温度が最大となるタ

イミングが遅くなるが，炉心流量の低下に伴い中性子束も低めとなる

ことから，サプレッション・プール水温度の最大値は同等となり，中

長期的なプラント挙動に与える影響は小さく，運転員等操作時間に与

える影響は小さい。また，安全弁機能に期待した場合，主蒸気隔離弁

閉止時の原子炉圧力の上昇が大きめとなるが，ドップラ効果や原子炉

圧力上昇に伴う再循環ポンプトリップの効果により中性子束の最大値

は同等となり，事象初期のプラント挙動に与える影響が小さく，運転

員等操作時間に与える影響は小さい。 

※ 限界出力比指標は，実際の運転管理に用いる指標であり，最小限界出力

比の運転上の制限値を実際の最小限界出力比で除したものであり，この

値が 1 以下であれば最小限界出力比は運転上の制限を下回らない。 

（添付資料 2.5.4，2.5.6） 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の炉心流量は，解析条件で設定した 41,060ｔ／h（定格流

量の 85％流量）に対して最確条件は定格流量の約 86％～約 104％であ

り，最確条件とした場合は炉心のボイド率が低くなり主蒸気隔離弁閉

止に伴う原子炉圧力の上昇により印加される反応度が小さくなり原子

炉出力の上昇が緩和されることから，評価項目となるパラメータに対

する余裕は大きくなる。 
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初期条件の最小限界出力比は，解析条件で設定した 1.24 に対して最

確条件は限界出力比指標※で 0.98 以下であり，最確条件とした場合は

沸騰遷移の発生が遅れることで燃料被覆管温度の上昇が緩和されるこ

とから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の燃料棒最大線出力密度は，解析条件で設定した 44.0kW／

m に対して最確条件は約 33kW／m～約 41kW／m であり，最確条件とした

場合は燃料被覆管温度の上昇が緩和されることから，評価項目となる

パラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の核データ（動的ボイド係数及び動的ドップラ係数）は，

解析条件で設定した平衡炉心のサイクル末期の値の 1.25 倍（動的ボイ

ド係数）及び平衡炉心のサイクル末期の値の 0.9 倍（動的ドップラ係

数）に対して，最確条件とした場合は印加反応度が小さくなることで，

原子炉出力の上昇が緩和されることから，評価項目となるパラメータ

に対する余裕は大きくなる。なお，解析コードの不確かさ等を考慮し

ている保守因子の大きさは，事象進展に応じて変動し得るが，厳しい

組合せとした場合においても，評価項目となるパラメータに与える影

響が小さいことを確認している（「付録３ 重大事故等対策の有効性評

価に係るシビアアクシデント解析コードについて（第 3 部 ＲＥＤ

Ｙ）」）。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位及び主蒸気流量は，ゆらぎによ

り解析条件に対して変動を与え得るが，事象進展に与える影響は小さ

いことから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

事故条件の外部電源の有無については，給復水系及び再循環ポンプ

が一定期間運転を継続することで，原子炉出力の観点で厳しい条件と

して，外部電源ありを設定している。外部電源がない場合は，第 2.5
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－21 図から第 2.5－24 図に示すとおり，外部電源喪失と同時に電動駆

動給水ポンプ及び再循環ポンプが停止することで原子炉出力が低めと

なることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

機器条件の主蒸気隔離弁の閉止は，解析条件で設定した閉止時間 3

秒に対して最確条件は 3 秒から 4.5 秒であり，最確条件とした場合，

初期の原子炉圧力上昇により印加される反応度は小さくなり，原子炉

出力の上昇が緩和されることから，評価項目となるパラメータに対す

る余裕は大きくなる。 

機器条件の高圧炉心スプレイ系は，原子炉水位が高めに維持され自

然循環流量が大きくなることで，原子炉出力の観点で厳しい条件とし

て，ポンプ性能評価に基づく大きめの流量を設定している。また，高

圧炉心スプレイ系の注水流量は原子炉圧力に依存することから，機器

条件の逃がし安全弁は，原子炉圧力が低めに維持されることで高圧炉

心スプレイ系の注水流量が大きくなる条件として，逃がし弁機能を設

定している。高圧炉心スプレイ系の注水流量を小さめとした場合，原

子炉水位が低めとなり自然循環力が低下することで炉心流量が低下す

る。このため，ＲＥＤＹコードでは実験結果に基づき炉心流量依存の

保守的なボロンミキシング効率を設定していることと相まって中性子

束の低下が遅くなり，サプレッション・プール水温度が最大となるタ

イミングが遅くなるが，炉心流量の低下に伴い中性子束も低めとなる

ことから，サプレッション・プール水温度の最大値は同等となり，中

長期的なプラント挙動に与える影響は小さく，評価項目となるパラメ

ータに与える影響は小さい。また，安全弁機能に期待した場合，主蒸

気隔離弁閉止時の原子炉圧力の上昇が大きめとなるが，ドップラ効果

や原子炉圧力上昇に伴う再循環ポンプトリップの効果により中性子束
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の最大値は同等となり，事象初期のプラント挙動に与える影響が小さ

く，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

（添付資料 2.5.4，2.5.6，2.5.7） 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作に係る不確かさを「認知」，「要員配

置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実

さ」の 6 要因に分類し，これらの要因が運転員等操作時間に与える影響

を評価する。また，運転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパ

ラメータに与える影響を評価する。評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の自動減圧系等の作動阻止操作は，解析上の操作開始時間

として事象発生から 4 分後を設定している。運転員等操作時間に与え

る影響として，不確かさ要因により操作開始時間に与える影響は小さ

いことから，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等となる。 

操作条件のほう酸水注入系の起動操作は，解析上の操作開始時間と

して事象発生から 6 分後を設定している。運転員等操作時間に与える

影響として，不確かさ要因により操作開始時間に与える影響は小さい

ことから，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等となる。 

操作条件の残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）による

サプレッション・プール冷却操作は，解析上の操作開始時間として事

象発生から 17 分後を設定している。運転員等操作時間に与える影響と

して，不確かさ要因により操作開始時間に与える影響は小さいことか

ら，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等となる。 

（添付資料 2.5.4） 
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(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の自動減圧系等の作動阻止操作は，運転員等操作時間に与

える影響として，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等であ

ることから，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

操作条件のほう酸水注入系の起動操作は，運転員等操作時間に与え

る影響として，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等である

ことから，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

操作条件の残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）による

サプレッション・プール冷却操作は，運転員等操作時間に与える影響

として，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等であることか

ら，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

（添付資料 2.5.4） 

 

(3) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目と

なるパラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内での操作時間

余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の自動減圧系等の作動阻止操作については，解析上，ドライウ

ェル圧力高（13.7kPa[gage]）及び原子炉水位異常低下（レベル１）の設定

点に到達し自動減圧系タイマーが作動するのは事象発生の約 230 秒後であ

り，この 120 秒後に逃がし安全弁（自動減圧機能）が自動開放する。仮に

操作が遅れ自動減圧系が作動した場合でも，原子炉圧力が低圧炉心スプレ

イ系の注水開始圧力に低下するまでに操作を実施することで，原子炉水位

上昇による正の反応度印加は防止できる。逃がし安全弁（自動減圧機能）7
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弁にて原子炉減圧をする場合について，同じ操作を実施している「2.1 高

圧・低圧注水機能喪失」を参照すると，減圧開始から約 160 秒で原子炉圧

力が約 2MPa まで低下している。よって，合計で事象発生から約 510 秒程度

の時間余裕がある。 

操作条件のほう酸注入系の起動操作は，仮に操作が遅れた場合，未臨界

達成タイミングが遅れることでサプレッション・プール水温度の上昇が大

きくなる。本重要事故シーケンスにおけるサプレッション・プールの最高

水温は約 115℃であり，ほう酸水の炉心部への注水が開始される事象発生

の 570 秒後における水温上昇率は 2℃／分程度であることから，200℃に対

して十分な時間余裕がある。 

操作条件の残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）によるサプ

レッション・プール冷却操作は，仮に操作が遅れた場合，サプレッション・

プール冷却操作の開始が遅れることで，サプレッション・プール水温度の

上昇が大きくなる。本重要事故シーケンスにおけるサプレッション・プー

ルの最高水温は約 115℃であり，サプレッション・プール冷却を開始する

事象発生の 17 分後における水温上昇率は 2℃／分程度であることから，

200℃に対して十分な時間余裕がある。 

（添付資料 2.5.4，2.5.8） 

 

(4) ま と め 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等

操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作

時間余裕を確認した。この結果，解析コード及び解析条件の不確かさが運

転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合においても，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。この他，評価項目となるパラメータ
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に対して，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間には時間

余裕がある。 

 

2.5.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「原子炉停止機能喪失」の重大事故等対策に必

要な災害対策要員（初動）は，「2.5.1(3) 炉心損傷防止対策」に示すとお

り 10 名であり，災害対策要員（初動）の 39 名で対処可能である。 

 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「原子炉停止機能喪失」において，必要な水源，

燃料及び電源は「6.1(2) 資源の評価条件」の条件にて評価を行い，以下

のとおりである。 

ａ．水  源 

原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系による原子炉注水並びに

残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）によるサプレッション・

プール冷却操作については，サプレッション・プールを水源とすること

から，水源が枯渇することはなく，7 日間の対応が可能である。 

なお，外部電源喪失を想定した場合でも同様である。 

 

ｂ．燃  料 

外部電源喪失を想定した場合，事象発生直後から 7 日間の非常用ディ

ーゼル発電機，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機及び常設代替交流

電源設備（常設代替高圧電源装置 2 台）の運転を想定すると，非常用デ

ィーゼル発電機については約 484.0kL，高圧炉心スプレイ系ディーゼル
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発電機については約 130.3kL，常設代替交流電源設備（常設代替高圧電

源装置 2 台）については約 141.2kL，合計で 755.5kL の軽油が必要とな

る。軽油貯蔵タンクには約 800kL の軽油を保有していることから，非常

用ディーゼル発電機，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機及び常設代

替交流電源設備（常設代替高圧電源装置 2 台）による 7 日間の電源供給

の継続が可能である。 

（添付資料 2.5.9） 

 

ｃ．電  源 

外部電源喪失を想定した場合，重大事故等対策時に必要な負荷のうち，

非常用ディーゼル発電機等からの電源供給を考慮する負荷については，

非常用ディーゼル発電機等の容量内に収まることから，必要負荷に対し

ての電源供給が可能である。 

常設代替交流電源設備からの電源供給を考慮する負荷については約

938kW であるが，常設代替交流電源設備（常設代替高圧電源装置 2 台）

の連続定格容量は 2,208kW であることから，必要負荷に対しての電源供

給が可能である。 

（添付資料 2.5.10） 

 

2.5.5 結  論 

事故シーケンスグループ「原子炉停止機能喪失」では，運転時の異常な過

渡変化時に原子炉停止機能が喪失することで，最終的に炉心損傷に至ること

が特徴である。事故シーケンスグループ「原子炉停止機能喪失」に対する炉

心損傷防止対策としては，初期の対策としてＡＴＷＳ緩和設備（代替原子炉

再循環ポンプトリップ機能）及びほう酸水注入系による原子炉停止手段を整



2.5-28 

備するとともに原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系による原子炉注

水手段を整備し，安定状態に向けた対策として，高圧炉心スプレイ系による

炉心冷却を継続する。また，格納容器の健全性を維持するため，安定状態に

向けた対策として残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）による格

納容器除熱手段を整備している。 

事故シーケンスグループ「原子炉停止機能喪失」の重要事故シーケンス「過

渡事象（主蒸気隔離弁の誤閉止）＋原子炉停止失敗」について有効性評価を

行った。 

上記の場合においても，ＡＴＷＳ緩和設備（代替原子炉再循環ポンプトリ

ップ機能）による炉心流量の低減及びほう酸水注入系による炉心へのほう酸

水の注入により原子炉を停止するとともに，原子炉隔離時冷却系及び高圧炉

心スプレイ系による原子炉注水並びに残留熱除去系（サプレッション・プー

ル冷却系）による格納容器除熱を実施することで，炉心の著しい損傷を防止

することができる。 

その結果，燃料被覆管温度及び酸化量，原子炉冷却材圧力バウンダリにか

かる圧力並びに格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は，評価項目を満

足している。また，安定状態を維持することができる。 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響について確認した結果，運転員

等操作時間に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い。また，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間余裕につい

て確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，災害対策要員にて確保可能である。ま

た，必要な水源，燃料及び電源については，7 日間以上の供給が可能である。 

以上のことから，事故シーケンスグループ「原子炉停止機能喪失」におい

て，ＡＴＷＳ緩和設備（代替原子炉再循環ポンプトリップ機能）による炉心
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流量の低減及びほう酸水注入系による炉心へのほう酸水の注入による原子炉

停止，原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系による原子炉注水並びに

残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）による格納容器除熱の炉心

損傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに対して有効であることが確

認でき，事故シーケンスグループ「原子炉停止機能喪失」に対して有効であ

る。 
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第 2.5－1 表 原子炉停止機能喪失における重大事故対策について（1／5） 

操作及び確認 手  順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

原子炉停止機能喪失の確認 ・運転時の異常な過渡変化の発生に伴い，原

子炉がスクラムすべき状況にもかかわら

ず，全制御棒が全挿入位置又は 02 ポジショ

ン（最大未臨界引抜位置）まで挿入された

ことが確認できない場合，原子炉自動スク

ラム失敗を確認する。 

・原子炉自動スクラム失敗の確認後，手動ス

クラムボタン及び原子炉モードスイッチを

「ＲＵＮ」から「ＳＨＵＴ ＤＯＷＮ」へ

の切換えによる手動スクラム操作を実施す

る。 

・原子炉手動スクラム操作にも失敗したこと

で，原子炉停止機能喪失を判断する。 

・原子炉圧力高信号によりＡＴＷＳ緩和設備

（代替原子炉再循環ポンプトリップ機能）

が作動し再循環ポンプが全台トリップした

ことで炉心流量が低下し，原子炉出力が低

下したことを確認する。 

・制御棒挿入機能の回復操作を実施する。 

ＡＴＷＳ緩和設備

（代替原子炉再循

環ポンプトリップ

機能） 

－ 平均出力領域計装＊ 

起動領域計装＊ 

原子炉圧力＊ 

原子炉圧力（ＳＡ） 

＊ 既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの
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第 2.5－1 表 原子炉停止機能喪失における重大事故対策について（2／5） 

操作及び確認 手  順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

高圧炉心スプレイ系の自動起

動確認等 

・ドライウェル圧力高（13.7kPa[gage]）設定

点に到達したことを確認する。 

・高圧炉心スプレイ系が自動起動し，原子炉

注水を開始したことを確認する。 

・また，低圧炉心スプレイ系及び残留熱除去

系（低圧注水系）も自動起動し，ミニフロ

ー運転にて起動待機状態になったことを確

認する。 

・主蒸気隔離弁の閉止によりタービン駆動給

水ポンプは停止するが，電動駆動給水ポン

プにより原子炉注水が継続されていること

を確認する。 

・逃がし安全弁（逃がし弁機能）により原子

炉圧力が制御されていることを確認する。 

・原子炉水位を低下させることで原子炉出力

を抑制する。 

・給水加熱喪失となり原子炉出力が徐々に上

昇することを確認する。 

・その後，復水器ホットウェル水位低下によ

り，給復水系が全停となるが，原子炉水位

が原子炉水位異常低下（レベル２）設定点

に到達すると，原子炉隔離時冷却系が自動

起動し，原子炉注水を開始したことを確認

する。 

高圧炉心スプレイ

系＊ 

原子炉隔離時冷却

系＊ 

逃がし安全弁（逃

がし弁機能）＊ 

サプレッション・

プール＊ 

－ ドライウェル圧力＊ 

原子炉水位（広帯域）＊ 

原子炉水位（燃料域）＊ 

原子炉水位（ＳＡ広帯域） 

原子炉水位（ＳＡ燃料域） 

高圧炉心スプレイ系系統流量＊ 

原子炉隔離時冷却系系統流量＊ 

平均出力領域計装＊ 

起動領域計装＊ 

 

＊ 既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの 
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第 2.5－1 表 原子炉停止機能喪失における重大事故対策について（3／5） 

操作及び確認 手  順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

自動減圧系等の作動阻止操作 ・原子炉停止機能喪失の確認後，自動減圧系

の起動阻止スイッチにより原子炉の自動減

圧を阻止する。 

・自動減圧系の作動阻止操作により，過渡時

自動減圧系についても作動が阻止される。 

自動減圧系の起

動阻止スイッチ 

－ ドライウェル圧力＊ 

原子炉水位（広帯域）＊ 

原子炉水位（燃料域）＊ 

原子炉水位（ＳＡ広帯域） 

原子炉水位（ＳＡ燃料域） 

原子炉圧力＊ 

原子炉圧力（ＳＡ） 

ほう酸水注入系の起動操作 ・原子炉停止機能喪失及び再循環ポンプトリ

ップによる原子炉出力低下を確認した後，

平均出力領域計装指示値が 10％以上で，か

つサプレッション・プール水温度が 49℃に

近接又は超過していることを確認する。 

・ほう酸水注入系の起動操作を実施する。 

・中性子束振動の発生を確認した場合にも，

ほう酸水注入系の起動操作を実施する。 

・ほう酸水の注入により原子炉出力が徐々に

低下し，未臨界になったことを確認する。 

ほう酸水注入系＊

 

－ 平均出力領域計装＊ 

起動領域計装＊ 

サプレッション・プール水温度＊

ほう酸水注入ポンプ吐出圧力＊ 

＊ 既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの
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第 2.5－1 表 原子炉停止機能喪失における重大事故対策について（4／5） 

操作及び確認 手  順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

残留熱除去系（サプレッショ

ン・プール冷却系）によるサプ

レッション・プール冷却操作 

・サプレッション・プール水温度が 32℃に到

達したことを確認する。 

・残留熱除去系（サプレッション・プール冷

却系）によるサプレッション・プール冷却

操作を実施する。 

・残留熱除去系（サプレッション・プール冷

却系）によるサプレッション・プール冷却

を開始した以降も，原子炉出力が残留熱除

去系（サプレッション・プール冷却系）の

除熱能力を上回っている期間はサプレッシ

ョン・プール水温度の上昇が継続すること

を確認する。 

・サプレッション・プール水温度が 106℃に近

接した場合は，原子炉隔離時冷却系を停止

する。 

残留熱除去系（サ

プレッション・プ

ール冷却系）＊ 

残留熱除去系海水

系＊ 

サプレッション・

プール＊ 

 

－ サプレッション・プール水温

度＊ 

残留熱除去系系統流量＊ 

：有効性評価上考慮しない操作 

＊ 既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの
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第 2.5－1 表 原子炉停止機能喪失における重大事故対策について（5／5） 

操作及び確認 手  順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

原子炉水位の調整操作 ・ほう酸水注入により原子炉出力が徐々に低

下することで，原子炉水位は徐々に上昇す

るため，ほう酸水の全量注入完了を確認す

るまでは，高圧炉心スプレイ系により原子

炉水位を原子炉水位異常低下（レベル１）

設定点近傍に維持する。 

・ほう酸水の全量注入完了の確認後は，ほう

酸水注入系を停止するとともに，高圧炉心

スプレイ系により原子炉水位を原子炉水位

低（レベル３）設定点から原子炉水位高（レ

ベル８）設定点の範囲に維持する。 

ほう酸水注入系＊ 

高圧炉心スプレイ

系＊ 

サプレッション・

プール＊ 

 平均出力領域計装＊ 

起動領域計装＊ 

原子炉水位（広帯域）＊ 

原子炉水位（燃料域）＊ 

原子炉水位（ＳＡ広帯域） 

原子炉水位（ＳＡ燃料域） 

高圧炉心スプレイ系系統流量
＊ 

使用済燃料プールの冷却操作 ・代替燃料プール冷却系等を用いて使用済燃

料プールへの注水及び冷却を実施する。 

－ － － 

：有効性評価上考慮しない操作 

＊ 既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの 
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第 2.5－2 表 主要解析条件（原子炉停止機能喪失）（1／6） 

項  目 主要解析条件 条件設定の考え方 

解析コード プラント動特性：ＲＥＤＹ 本重要事故シーケンスの重要現象を評価できる解析コード 

初
期
条
件 

原子炉熱出力 3,293MW 定格熱出力を設定 

原子炉圧力 

（圧力容器ドーム部） 
6.93MPa[gage] 定格圧力を設定 

原子炉水位 
通常運転水位（セパレータ 

スカート下端から＋126 ㎝） 
通常運転水位を設定 

炉心流量 
41,060t／h 

（85％） 

初期炉心流量が小さいほど，初期のボイド率が大きくなることで原子炉圧力

上昇時にボイドが潰れることで印加される正の反応度が大きくなり，原子炉

出力の観点で厳しい設定となる 

このため，保安規定の運転範囲における原子炉定格出力時の下限流量を設定

主蒸気流量 6,420t／h 定格主蒸気流量を設定 

給水温度 216℃ 

初期給水温度が低いほど，印加される正の反応度が大きくなり，原子炉出力

の観点で厳しい設定となる 

このため，通常運転時の状態を包含する低めの温度を設定 

初期温度 216℃から主蒸気隔離弁閉止に伴う給水加熱喪失により一次遅れで

低下し，電動駆動給水ポンプ停止時点で約 84℃まで低下 

燃料及び炉心 
９×９燃料（Ａ型） 

単一炉心 

９×９燃料（Ａ型）と９×９燃料（Ｂ型）は，熱水力的な特性はほぼ同等で

あり，その他の核的特性等の違いは燃料棒最大線出力密度の保守性に包含さ

れることから，代表的に９×９燃料（Ａ型）を設定 

核データ 

（動的ボイド係数） 
平衡サイクル末期の値の 1.25 倍

炉心に印加される正の反応度が大きくなる保守的な条件を設定 
核データ 

（動的ドップラ係数） 
平衡サイクル末期の値の 0.9 倍 

格納容器圧力 5kPa[gage] 
格納容器圧力の観点で厳しい高めの設定として，通常運転時の圧力を包含す

る値を設定 

格納容器空間体積 9,800m３ 設計値を設定 
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第 2.5－2 表 主要解析条件（原子炉停止機能喪失）（2／6） 

項  目 主要解析条件 条件設定の考え方 

初
期 

条
件 

サプレッション・プール 

水量 
3,300m３ 

サプレッション・プールでの圧力抑制効果が厳しくなる少なめの水

量として，保安規定の運転上の制限における下限値を設定 

サプレッション・プール 

水温度 
32℃ 

サプレッション・プールでの圧力抑制効果が厳しくなる高めの水温

として，保安規定の運転上の制限における上限値を設定 

事
故
条
件 

起因事象 主蒸気隔離弁の誤閉止 
運転時の異常な過渡変化の中で原子炉圧力の上昇が大きく，原子炉

出力の観点で厳しい主蒸気隔離弁の誤閉止を設定 

安全機能の喪失に対する仮定

原子炉停止機能 

原子炉手動スクラム 

代替制御棒挿入機能 

バックアップを含めた全ての制御棒挿入機能の喪失を設定 

外部電源 外部電源あり 
給復水系及び再循環ポンプが一定期間運転を継続することで，原子

炉出力の観点で厳しい外部電源ありを設定 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る 

機
器
条
件 

主蒸気隔離弁の閉止時間 3 秒 
原子炉圧力の上昇が早く，原子炉出力の観点で厳しい条件である保

安規定の運転上の制限における下限値を設定 

ＡＴＷＳ緩和設備 

（代替原子炉再循環ポンプ 

トリップ機能） 

原子炉圧力高（7.39MPa[gage]）にて 

全台トリップ 

（遅れ時間 0.2 秒） 

設計値を設定 

ドライウェル圧力高設定点 13.7kPa[gage] 設計値を設定 

逃がし安全弁 

逃がし弁機能 

7.37MPa[gage]×2 個，354.6t／h／個 

7.44MPa[gage]×4 個，357.8t／h／個 

7.51MPa[gage]×4 個，361.1t／h／個 

7.58MPa[gage]×4 個，364.3t／h／個 

7.65MPa[gage]×4 個，367.6t／h／個 

設計値を設定 

原子炉圧力が低めに維持される方が，原子炉圧力に依存する高圧炉

心スプレイ系の注水流量が大きくなり，原子炉水位が高めに維持さ

れることで，原子炉出力の観点で厳しい設定となる 
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第 2.5－2 表 主要解析条件（原子炉停止機能喪失）（3／6） 

項  目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件 

高圧炉心スプレイ系 

ドライウェル圧力高（13.7kPa[gage]）信号にて

自動起動 

（遅れ時間：0 秒） 

原子炉水位は原子炉水位異常低下（レベル１）設

定点近傍に維持 

 

・注水流量：145m３／h～1,506m３／h 

・注水圧力：0MPa[dif]～8.30MPa[dif] 

高圧炉心スプレイ系による原子炉注水開始タイミングが早

く，注水流量が大きい方が，原子炉水位が高めに維持される

ことで，原子炉出力の観点で厳しい設定となるため，自動起

動遅れ時間を 0 秒とし，注水流量はポンプ性能評価に基づく

大きめの流量特性を設定 

原子炉隔離時冷却系 

原子炉水位異常低下（レベル２）信号にて自動起

動 

（遅れ時間：0 秒） 

原子炉水位は原子炉水位異常低下（レベル１）設

定点近傍に維持 

サプレッション・プール水温度が 106℃に近接し

た場合は停止 

 

・注水流量：136.7m３／h 

・注水圧力：1.04MPa[gage]～7.86MPa[gage] 

注水特性はタービン回転数制御により一定流量に制御され

ることから，設計値を設定 

自動起動遅れ時間は原子炉隔離時冷却系による原子炉注水

開始タイミングが早い方が，原子炉水位が高めに維持される

ことで原子炉出力の観点で厳しい設定となるため，0 秒を設

定 
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第 2.5－2 表 主要解析条件（原子炉停止機能喪失）（4／6） 

項  目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る 

機
器
条
件 

ほう酸注入系 

注入流量：163L／min 

ほう酸水濃度：13.4wt％ 

注入流量は設計値を設定 

ほう酸水濃度は単位時間当たりに投入される負の反応度が

小さくなるよう保安規定の運転上の制限における下限値を

設定 

炉心部へのほう酸水注入開始はほう酸水注入系

の起動から 3 分 30 秒後 

（事象発生から 9 分 30 秒後） 

炉心部へのほう酸注入開始は，ほう酸水注入系の起動後，注

入配管及び原子炉圧力容器内での輸送遅れを考慮して設定 

残留熱除去系（サプレッショ

ン・プール冷却系） 

伝熱容量：約 53MW 

（サプレッション・プール水温度 100℃，海水温

度 27.2℃において） 

設計値を設定 

  



 

 

2
.
5
-
3
9
 

第 2.5－2 表 主要解析条件（原子炉停止機能喪失）（5／6） 

項  目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に 

関
連
す
る
操
作
条
件 

自動減圧系等の作動阻止操作 事象発生から 4 分後 
運転手順に基づき，原子炉停止機能喪失の確認及び自動減圧

系等の作動阻止に要する時間を考慮して設定 

ほう酸水注入系の起動操作 事象発生から 6 分後 

運転手順に基づき，自動減圧系等の作動阻止操作後に実施す

るため，自動減圧系等の作動阻止操作が完了する事象発生の

4 分後からほう酸水注入系の起動操作に要する時間を考慮

して設定 

残留熱除去系（サプレッショ

ン・プール冷却系）によるサ

プレッション・プール冷却操

作 

事象発生から 17 分後  
運転手順に基づき，状況判断及び操作に要する時間を考慮し

て設定 
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第 2.5－2 表 主要解析条件（原子炉停止機能喪失）（6／6） 

項  目 主要解析条件 条件設定の考え方 

解析コード ホットバンドル解析：ＳＣＡＴ 本重要事故シーケンスの重要現象を評価できる解析コード 

初
期
条
件 

最小限界出力比 1.24 

初期の最小限界出力比が小さい方が沸騰遷移までの余裕が小

さくなることで，被覆管温度に対して厳しい設定となる。この

ため，９×９燃料（Ａ型）のサイクル初期における保安規定の

運転上の制限の下限値を設定 

燃料棒最大線出力密度 44.0kW／m 

初期の燃料線出力密度が大きい方が燃料被覆管温度に対して

厳しい設定となる。このため，保安規定の運転上の制限におけ

る上限値を設定 

沸騰遷移の判定 ＧＥＸＬ相関式 

沸騰遷移の判定は，ＧＥＸＬ相関式から得られる最小限界出力

比が最小限界出力比に関する燃料の許容設計限界を下回った

時点となる 

沸騰遷移後の熱伝達相関式 修正 Dougall-Rohsenow 式 － 

リウェット相関式 
「ＢＷＲにおける過渡的な沸騰遷移後の燃料

健全性評価基準:2003」における相関式２ 
－ 
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第 2.5－1 図 原子炉停止機能喪失時の重大事故等対策の概略系統図（1／3） 

（高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離時冷却系による原子炉注水並びにＡＴＷＳ緩和設備 

（代替原子炉再循環ポンプトリップ機能）による原子炉出力の抑制段階）  

タービンへ 

逃がし安全弁 

（逃がし弁機能）

原
子
炉
圧
力
容
器

低圧炉心スプレイ系ポンプ 残留熱除去系ポンプ（Ｃ）

残留熱除去系

ポンプ（Ｂ）

高圧炉心 

スプレイ系ポンプ

残留熱除去系

ポンプ（Ａ）

原子炉隔離時冷却系ポンプ

常設低圧代替注水系 

ポンプ（Ａ），（Ｂ） 

※4

←

← →

→ 

↑↑

ドライウェル 

復水貯蔵タンク 代替淡水貯槽 

サプレッション 

・プール 

サプレッション・ 

チェンバ 
※4

耐圧強化 

ベント系 

格納容器圧力逃がし装置

※2 

※3 

残留熱除去系 

海水ポンプ（Ａ），（Ｃ）

→ 

→ 

→ 

→ 

海 

残留熱除去系 

海水ポンプ 

（Ｂ），（Ｄ） 

※2 海へ ※3海へ

↑

常設高圧代替注水系ポンプ

←

※1 

ほう酸貯蔵タンク 

ほう酸水注入 

ポンプ（Ａ），（Ｂ） 

※1

←

再循環ポンプ（Ａ），（Ｂ）

ＡＴＷＳ緩和設備（代替原子炉

再循環ポンプトリップ機能）

からの自動停止信号 

軽油貯蔵タンク

常設代替高圧電源装置 

Ｇ

Ｇ

→←

↑

代替 

循環 

冷却系

ポンプ

(Ｂ) 

代替 

循環 

冷却系

ポンプ

(Ａ) 

→ 

→ 

緊急用海水 

ポンプ（Ａ），（Ｂ） 

※2 

※3 

原子炉建屋 

東側接続口 

高所東側

接続口

高所西側

接続口

原子炉建屋 

西側接続口 

２Ｃ非常用ディーゼル発電機，

２Ｄ非常用ディーゼル発電機及

び高圧炉心スプレイ系ディーゼ

ル発電機 
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第 2.5－1 図 原子炉停止機能喪失時の重大事故等対策の概略系統図（2／3） 

（高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離時冷却系による原子炉注水，ほう酸注入系による原子炉停止並びに 

残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）による格納容器除熱段階）  

タービンへ 

逃がし安全弁 

（逃がし弁機能）

原
子
炉
圧
力
容
器

低圧炉心スプレイ系ポンプ 残留熱除去系ポンプ（Ｃ）

残留熱除去系

ポンプ（Ｂ）

高圧炉心 

スプレイ系ポンプ

残留熱除去系

ポンプ（Ａ）

原子炉隔離時冷却系ポンプ

※4

←

← →

→ 

↑↑

ドライウェル 

復水貯蔵タンク 代替淡水貯槽 

サプレッション 

・プール 

サプレッション・ 

チェンバ 
※4

耐圧強化 

ベント系 

格納容器圧力逃がし装置

※2 

※3 

残留熱除去系 

海水ポンプ（Ａ），（Ｃ）

海 

残留熱除去系 

海水ポンプ 

（Ｂ），（Ｄ） 

※2 海へ ※3海へ

↑

常設高圧代替注水系ポンプ

←

※1 

ほう酸貯蔵タンク 

ほう酸水注入 

ポンプ（Ａ），（Ｂ） 

※1

←

再循環ポンプ（Ａ），（Ｂ）

ＡＴＷＳ緩和設備（代替原子炉

再循環ポンプトリップ機能）

からの自動停止信号 

軽油貯蔵タンク

常設代替高圧電源装置 

Ｇ

Ｇ

→←

↑

代替 

循環 

冷却系

ポンプ

(Ｂ) 

代替 

循環 

冷却系

ポンプ

(Ａ) 

→ 

→ 

→ 

→ 
→ 

→ 

緊急用海水 

ポンプ（Ａ），（Ｂ） 

※2 

※3 

原子炉建屋 

東側接続口 

高所東側

接続口

高所西側

接続口

原子炉建屋 

西側接続口 

常設低圧代替注水系 

ポンプ（Ａ），（Ｂ） 

２Ｃ非常用ディーゼル発電機，

２Ｄ非常用ディーゼル発電機及

び高圧炉心スプレイ系ディーゼ

ル発電機 
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第 2.5－1 図 原子炉停止機能喪失時の重大事故等対策の概略系統図（3／3） 

（高圧炉心スプレイ系による原子炉注水及び残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）による格納容器除熱段階） 

タービンへ 

逃がし安全弁 

（逃がし弁機能）

原
子
炉
圧
力
容
器

低圧炉心スプレイ系ポンプ 残留熱除去系ポンプ（Ｃ）

残留熱除去系

ポンプ（Ｂ）

高圧炉心 

スプレイ系ポンプ

残留熱除去系

ポンプ（Ａ）

原子炉隔離時冷却系ポンプ

※4

←

← →

→ 

↑↑

ドライウェル 

復水貯蔵タンク 代替淡水貯槽 

サプレッション 

・プール 

サプレッション・ 

チェンバ 
※4

耐圧強化 

ベント系 

格納容器圧力逃がし装置

※2 

※3 

残留熱除去系 

海水ポンプ（Ａ），（Ｃ）

海 

残留熱除去系 

海水ポンプ 

（Ｂ），（Ｄ） 

※2 海へ ※3海へ

↑

常設高圧代替注水系ポンプ

←

※1 

ほう酸貯蔵タンク 

ほう酸水注入 

ポンプ（Ａ），（Ｂ） 

※1

←

再循環ポンプ（Ａ），（Ｂ）

ＡＴＷＳ緩和設備（代替原子炉

再循環ポンプトリップ機能）

からの自動停止信号 

軽油貯蔵タンク

常設代替高圧電源装置 

Ｇ

Ｇ

→

↑

代替 

循環 

冷却系

ポンプ

(Ｂ) 

代替 

循環 

冷却系

ポンプ

(Ａ) 

→ 

→ 

→ 

→ 

←

→ 

→ 

緊急用海水 

ポンプ（Ａ），（Ｂ） 

※2 

※3 

原子炉建屋 

東側接続口 

高所東側

接続口

高所西側

接続口

原子炉建屋 

西側接続口 

常設低圧代替注水系 

ポンプ（Ａ），（Ｂ） 

２Ｃ非常用ディーゼル発電機，

２Ｄ非常用ディーゼル発電機及

び高圧炉心スプレイ系ディーゼ

ル発電機 
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第 2.5－2 図 原子炉停止機能喪失の対応手順の概要 

主蒸気隔離弁誤閉止 

ＡＴＷＳ緩和設備（代替原子炉 

再循環ポンプトリップ機能） 

による再循環ポンプトリップ※１ 

(解析上の時刻) 

(0秒)

原子炉水位異常低下（レベル２） 

到達 

高圧炉心スプレイ系により原子炉水位を維持し，残留熱

除去系（サプレッション・プール冷却系）による格納容

器除熱を継続する。また，機能喪失している設備の復旧

を試み，制御棒の挿入機能を復旧し，制御棒を挿入し，

原子炉を減圧した後に残留熱除去系（原子炉停止時冷却

系）により冷温停止状態とする。 

ほう酸水注入系の起動操作※５，６，７(約6分) 

※１ 再循環ポンプトリップによる選択制御棒挿入には期待しない。 

 

※２ 代替制御棒挿入機能，手動スクラムボタン及び原子炉モードスイッチ切換えによるスクラム成功は解析上考慮しない。 

 

※３ 全制御棒が全挿入位置又は02ポジション（最大未臨界引抜位置）まで挿入されたことが確認できない場合，原子炉スクラム失敗と判

断する。 

 

※４ 自動減圧系又は過渡時自動減圧回路により原子炉が自動減圧され低圧炉心スプレイ系等により多量の冷水が原子炉に注入されると，

炉心に大きな正の反応度を印加する恐れがあることから，原子炉停止機能喪失を確認した場合は，自動減圧系等の作動を阻止する。

 

※５ ほう酸水注入系起動操作は，出力領域計装指示値が10％以上で，かつサプレッション・プール水温度が49℃に近接又は超過している

ことを確認した時点で速やかに実施する。 

 

※６ 中央制御室にて，警報，機器ランプ表示，ほう酸水注入ポンプ吐出圧力等により確認する。 

 

※７ ほう酸水注入系起動操作は，以下により，中性子束振動が発生したと判断した場合においても実施する。 

    ・複数の平均出力領域計装指示値が2～3秒周期で振動し，最大振幅が20％を超えた場合 

     又は 

    ・複数の局所出力領域計装指示値が2～3秒周期で振動し，最大振幅が10％を超えた場合 

 

※８ 制御棒挿入機能の回復操作として以下の操作を実施するが，解析上考慮しない。 

    ・中央制御室でのスクラム・パイロット弁継電器用ヒューズ引き抜き操作 

    ・現場での計器用空気系の排気操作 

・現場でのスクラム個別スイッチの操作 

・中央制御室からの手動操作による制御棒挿入 

・現場での制御棒駆動水圧系引抜配管ベント系からの排水 

 

※９ 原子炉停止機能喪失時は，運転手順に従い原子炉水位を低下させることで原子炉出力を抑制するが，解析上考慮しない。 

 

※１０ ほう酸水注入系の全量注入完了確認までは，原子炉水位を原子炉水位異常低下（レベル１）設定点付近に維持する。 

 

※１１ ほう酸水注入系の全量注入完了は注入開始から約125分以内となる設計である。全量注入を確認した後にほう酸水注入系の停止操作

を実施する。 

 

※１２ ほう酸水注入系の全量注入完了後は，原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）から原子炉水位高（レベル８）の間に維持する。

 

※１３ 中央制御室にて，機器ランプ表示，警報，ポンプ吐出圧力等にて確認する。 原子炉が高圧状態のため，低圧炉心スプレイ系及び残

留熱除去系（低圧注水系）も自動起動するが，ミニフロー運転にて起動待機状態となる。 

 

※１４ 原子炉隔離時冷却系は，水源であるサプレッション・プール水温度が106℃に近接した場合は停止する。 

原子炉隔離時冷却系の停止後は，高圧炉心スプレイ系の原子炉注水により原子炉水位が適切に維持されていることを確認する。

残留熱除去系（サプレッション・プー

ル冷却系）によるサプレッション・プ

ール冷却操作

原子炉未臨界及びほう酸水注入系の

全量注入完了確認※１１ 

ほう酸水注入系の停止操作 

(約131秒)

原子炉水位低下による原

子炉出力抑制操作※９ 

原子炉隔離時冷却系の停止操作※１４ 

サプレッション・プール水温度 

49℃到達 

(約85秒) 

原子炉圧力 7.39MPa[gage]到達 

格納容器圧力13.7kPa[gage]到達 

原子炉隔離時冷却系 

自動起動の確認 

原子炉水位を原子炉水位低（レベル

３）から原子炉水位高（レベル８）の

間に維持※１２ 

(約57秒)

(約153秒)

(約17分)

(約28分)

凡 例 

：操作・確認（運転員） 

：プラント状態（解析） 

：判断 

 

制御棒挿入機能の

回復操作※８ 

使用済燃料プール

冷却操作 

 

：解析上考慮しない操作 

：重大事故等対応要員（現場）の作業

：運転員と重大事故等対応要員（現場）

の共同作業 

自動減圧系等の作動阻止操作※４ 

原子炉停止機能喪失の確認※２，３ 

サプレッション・プール水温度 

106℃到達 

復水器ホットウェル水位 

低下による給復水系停止 

主蒸気隔離弁閉止，逃がし安全弁に

よる原子炉圧力制御及び高圧炉心

スプレイ系等の自動起動の確認※１３ 

(約2秒) 

原子炉水位の調整操作※１０ 

代替制御棒挿入機能による

制御棒挿入※２ 



 

2.5-45 

原子炉停止機能喪失 

   

 

        経過時間（分）                                                                                         経過時間（時間） 

備考 
 5 10 15 20 30 40 24 25 

                 

操作項目 

実施箇所・必要要員数 
 

【 】は他作業後 
移動してきた要員 

操作の内容 

                 

責任者 当直発電長 １人
中央監視 

運転操作指揮 

補佐 当直副発電長 1人 運転操作指揮補佐 

指揮者等 
災害対策要員

（指揮者等）
4人

初動での指揮 
発電所内外連絡 

当直運転員 

(中央制御室) 

当直運転員 

（現場） 

重大事故等対応要員

（現場） 

原子炉停止機能

喪失の確認及び

状況判断 

1人 

A 
－ － 

●原子炉自動スクラム失敗の確認 
                 手動スクラムボタン及び原子炉モードスイッチ切

換えによるスクラム成功は解析上考慮しないが，

原子炉停止機能喪失の確認の運転員等操作時間（3

分）ではこれらの操作時間も考慮して設定してい

る。 

外部電源喪失の確認及び非常用ディーゼル発電機

等の自動起動の確認は，外部電源がない場合に実

施する 

●手動スクラム・スイッチによる原子炉手動スクラム確認 
                 

●原子炉モード・スイッチ「停止」位置への切替操作                  

●再循環ポンプトリップの確認                  

1人 

B 
－ － 

●タービン停止の確認 
                 

●外部電源喪失の確認 
                 

●主蒸気隔離弁の閉止及び逃がし安全弁（逃がし弁機能）によ
る原子炉圧力制御の確認 

                 

●タービン駆動給水ポンプトリップ及び電動駆動給水ポンプ
自動起動の確認 

                 

●電動駆動給水ポンプトリップの確認 
                 

●非常用炉心冷却系及び非常用ディーゼル発電機等の自動起
動の確認 

                 

●原子炉隔離時冷却系の自動起動の確認 
                 

自動減圧系等の

作動阻止操作 

【1人】 

A － － 
●自動減圧系の起動阻止スイッチを用いた自動減圧系及び過

渡時自動減圧機能の自動起動阻止操作 

                 
 

ほう酸水注入系

の起動操作 

【1人】 

A 
－ － 

●ほう酸水注入系の起動操作 
                 

中性子束振動の発生を確認した場合にも実施 

●ほう酸水注入系の注入状態監視 
                 

原子炉水位低下

による原子炉出

力抑制操作及び

制御棒の挿入操

作 

【1人】 

A 
－ － ●原子炉水位低下による原子出力抑制操作  

                

解析上考慮しない 

手順上は以下の優先順位で実施 

①ほう酸水注入系及び残留熱除去系 

②原子炉水位低下操作による原子炉出力抑制 

③制御棒挿入機能の回復操作 

【2人】 

A，B 
－ － 

●代替制御棒挿入機能による制御棒挿入操作 

●手動による制御棒挿入操作 

●スクラム・パイロット弁継電器用ヒューズ引抜き操作 
 

                

－ 
2人 

C，D 
－ 

●現場移動 

●スクラム・パイロット弁計器用空気系の排気操作  
                

残留熱除去系（サ

プレッション・プ

ール冷却系）によ

るサプレッショ

ン・プール冷却操

作 

【1人】 

B 
－ － 

●残留熱除去系（低圧注水系）から残留熱除去系（サプレッショ

ン・プール冷却系）への切替操作（2系列）  
                

 

●残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）によるサプレ

ッション・プール冷却状態の監視 

                 

 

原子炉水位の調

整操作(原子炉

隔離時冷却系) 

【1人】 

A 
－ － 

●原子炉隔離時冷却系による原子炉注水の監視 

●原子炉隔離時冷却系の停止操作 

                 

 

原子炉水位の調

整操作(高圧炉

心スプレイ系) 

【1人】 

A 

 

－ 

 

－ 
●高圧炉心スプレイ系による原子炉注水の監視 

●高圧炉心スプレイ系による原子炉注水の調整操作 

                 

 

常設代替高圧電

源装置による緊

急用母線の受電

操作 

【1人】 

B 
－ － 

●常設代替高圧電源装置2台の起動操作及び緊急用母線の受電操
作 

                 

解析上考慮しない 

外部電源がない場合に実施する 

使用済燃料プー

ルの冷却操作 
【1人】 

A 
－ － 

●常設低圧代替注水系ポンプによる代替燃料プール注水系（注水ラ

イン）を使用した使用済燃料プールへの注水操作 

                 解析上考慮しない 

スロッシングによる水位低下がある場合は代替燃

料プール冷却系の起動までに実施する 

●緊急用海水系による海水通水の系統構成操作及び起動操作 
                 

解析上考慮しない 

25 時間後までに実施する 
●代替燃料プール冷却系の起動操作 

                 

必要要員合計 
2人 

A,B 

2人 
C，D 

0人  
                  

 

第 2.5－3 図 原子炉停止機能喪失時の作業と所要時間 

3 分 

20分 

15 分 

事象発生 

約 57秒 ドライウェル圧力高(13.7kPa[gage]設定点)到達 

原子炉自動スクラム信号発信 

約 5.9 分 原子炉水位異常低下（レベル１）設定点到達＋120 秒 

約 1.4 分 サプレッション・プール水温 49℃到達 

約 2.6 分 原子炉水位異常低下（レベル２）到達 

17 分 残留熱除去系（2系列）による格納容器除熱開始 

約 28分 サプレッション・プール水温度 106℃到達 

9.5 分 炉心部へのほう酸注入開始 

約 2.2 分 復水器ホットウェル水位低下による電動駆動給水ポンプ

10 分  

6分 ほう酸水注入系起動 

適宜実施 

適宜実施 

6 分 

 

1 分 

2分 

 

適宜実施 

サプレッション・プール水温度が 106℃に近接した場合，原子炉隔離時冷却系を停止 

45 分 

ほう酸水全量注入完了までは適宜状態監視し，全量注入完了を確認した後にほう酸水注入系を停止 

原子炉水位調整 

適宜実施 

16 分 

適宜実施 

ほう酸水全量注入完了までは原子炉水位を原子炉水位異常低下（レベル１）設定点付近に維持し, 

全量注入完了後は原子炉水位を原子炉水位低（レベル３）設定点から原子炉水位高（レベル８）設定点の間に維持 
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第 2.5－4 図 中性子束，平均表面熱流束及び炉心流量の推移（短期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.5－5 図 原子炉蒸気流量及び給水流量の推移（短期） 

  

炉心流量の減少に伴うボイド

増加により中性子束低下 

ＡＴＷＳ緩和設備（代替再循環ポンプ

トリップ機能）の作動により炉心流量

は減少し，自然循環状態に移行 

逃がし安全弁（逃がし弁機能）の

開閉による圧力変化の影響で中

性子束が変動 

電動駆動給水ポンプの停止に

伴う原子炉水位の低下により

炉心流量及び中性子束が低下 

主蒸気隔離弁閉止によりタービン駆動給水ポ

ンプはトリップし，電動駆動給水ポンプが自動

起動して給水が継続 

逃がし安全弁（逃がし弁機能）の

開閉に伴う給水流量の変動 

1.中性子束（％） 

2.平均表面熱流速（％） 

3.炉心流量（％） 

1. 原子炉蒸気流量（％） 

2. 給水流量（％） 

主蒸気隔離弁閉止に伴う圧力上昇でボイドが

減少し，中性子束が上昇  
（中性子束最大値 560％）  

事故後の時間(s) 

復水器の水位低下により 

電動駆動給水ポンプがトリップ

原子炉圧力の変動に伴い開放する

逃がし安全弁（逃がし弁機能）の

数が変動することで蒸気流量も変

動する 

主蒸気隔離弁閉

止に伴う蒸気流

量の減少 

事故後の時間(s) 



 

2.5-47 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.5－6 図 原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系の流量の推移（短期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.5－7 図 原子炉圧力，原子炉水位（シュラウド外水位）及び 

逃がし安全弁の流量の推移（短期）  

原子炉出力の低下により発生

蒸気が減少し，圧力も低下  

復水器の水位低下により電動駆

動給水ポンプがトリップするこ

とで水位が低下 

逃がし安全弁（逃がし弁機能）の開閉に伴う圧力の変動 

最大値：8.19MPa［ gage］

（約 5.6 秒） 

タービン駆動給水

ポンプトリップに

伴う水位の低下 

ＡＴＷＳ緩和設備（代替再循環ポンプト

リップ機能）の作動によるボイド発生に

より一時的に水位上昇 

1. 原子炉圧力変化（×0.01MPa） 

2. 原子炉水位（シュラウド外水位）変化（×5cm） 

3. 逃がし安全弁流量（％）

主 蒸 気 隔 離 弁

閉 止 に 伴 う 圧

力の上昇 

事故後の時間(s) 

事故後の時間(s) 

原子炉水位異常低下（レベル２）信号

にて原子炉隔離時冷却系が自動起動 

格納容器圧力高信号にて 

高圧炉心スプレイ系が自動起動 

1. 原子炉隔離時冷却系流量（％） 100％は定格給水流量 

2. 高圧炉心スプレイ系流量（％） （6,420t／h）を示す 
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第 2.5－8 図 炉心平均ボイド率の推移（短期） 

  

1. 炉心平均ボイド率（％） 

 事故後の時間(s) 

逃がし安全弁（逃がし弁機能）の開閉に伴う圧力

変動の影響でボイド率が変動 
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第 2.5－9 図 燃料被覆管温度（燃料被覆管最高温度発生位置）の推移（短期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.5－10 図 燃料被覆管温度（沸騰遷移発生位置）の推移（短期） 

 

燃料被覆管については，外面より内面の方が高い温度となるものの，今回の評価が燃料の著しい損傷の有無（重大

事故防止）を確認していることに鑑み，燃料が露出し燃料温度が上昇した場合に，酸化の有無によって破損が先行

すると考えられる燃料被覆管表面で，最高温度を評価している。  

主蒸気隔離弁の閉止に伴う

原子炉出力の上昇により沸

騰遷移が発生し，燃料被覆管

温度は上昇 

電動駆動給水ポンプトリップによ

る原子炉水位低下後，逃がし安全

弁（逃がし弁機能）の開閉により

沸騰遷移とリウェットを繰り返す

1. 燃料被覆管温度（第 1 スペーサ）（℃） 

2. 燃料被覆管温度（第 2 スペーサ）（℃） 

3. 燃料被覆管温度（第 3 スペーサ）（℃） 

4. 燃料被覆管温度（第 4 スペーサ）（℃） 

燃料被覆管の最高温度：約 872℃

（約 13 秒） 

第 1 スペーサ 

第 2 スペーサ 

第 5 スペーサ※ 

第 3 スペーサ 

第 4 スペーサ 

第 6 スペーサ 

第 7 スペーサ 

※ 第 5 スペーサ位置

では沸騰遷移は発

生していない。 

事故後の時間(s) 

事故後の時間(s) 

燃
料
被
覆
管
温
度 

(℃) 

燃
料
被
覆
管
温
度 

(℃) 

スペーサ位置とノードの

関係 

（●が各ノードを示す。）
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第 2.5－11 図 熱伝達係数（燃料被覆管最高温度発生位置）の推移（短期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.5－12 図 クオリティ（燃料被覆管最高温度発生位置）の推移（短期） 

  

1. クオリティ（第 4 スペーサ） 

事故後の時間(s) 

ク
オ
リ
テ
ィ 

(－) 

熱
伝
達
係
数 

(W／(m２・K)) 

事故後の時間(s) 

電動駆動給水ポンプトリップによ

る原子炉水位低下後，逃がし安全

弁（逃がし弁機能）の開閉により

沸騰遷移とリウェットを繰り返す

主蒸気隔離弁の閉止に伴う原子炉出力の上昇に

より沸騰遷移が発生することで熱伝達係数は低

下 

電動駆動給水ポンプトリップによる原子炉水

位低下後，逃がし安全弁（逃がし弁機能）の

開閉により沸騰遷移とリウェットを繰り返す 
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第 2.5－13 図 中性子束の推移（長期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.5－14 図 炉心流量の推移（長期） 

  

原子炉水位に応じた自然循環

力の変動に伴う流量の増減 

電動駆動給水ポンプの停止に

伴う原子炉水位の低下により

原子炉出力が低下 

主蒸気隔離弁の閉止に伴う給水加熱

喪失により原子炉出力が上昇 

1. 中性子束（％） 

ほう酸水注入系によるほう酸

水の注入により負の反応度が

印加されることで出力が低下

事故後の時間(min) 

1. 炉心流量（％） 

 

 

事故後の時間(min) 

主蒸気隔離弁閉止に伴う原子炉圧力の上昇によりボイドが減少することで，原子炉出力

が上昇  
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第 2.5－15 図 原子炉蒸気流量及び給水流量の推移（長期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.5－16 図 原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系の流量の推移 

（長期）  

1. 原子炉蒸気流量（％） 

2. 給水流量（％） 

電動駆動給水ポンプのトリップ※により

給水流量が減少 

タービン駆動給水ポンプのトリップによる給水流量の減少  

事故後の時間(min) 

 

高圧炉心スプレイ系に

よる原子炉水位低下維

持操作 

サプレッション・プール水温度上昇により

原子炉隔離時冷却系が停止 

原子炉水位異常低下（レベル

２）信号にて原子炉隔離時冷

却系が自動起動 

格納容器圧力高信号にて 

高圧炉心スプレイ系が自動起動

1. 原子炉隔離時冷却系流量（％） 100％は定格給水流量 

2. 高圧炉心スプレイ系流量（％） （6,420t／h）を示す 

事故後の時間(min) 

※ 復水器ホットウェル水位低低信号に

より給復水系は全停となる。実機で

も数秒の時間遅れしかないことを踏

まえ，今回の評価では，低圧復水ポ

ンプ，高圧復水ポンプ及び電動駆動

給水ポンプの停止を同時刻としてい

る。 

逃がし安全弁（逃がし弁機能）の開放により  
蒸気流量が増加  

逃がし安全弁（逃がし弁機能）の開閉により  
蒸気流量が変動  
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第 2.5－17 図 原子炉圧力及び原子炉水位の推移（長期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.5－18 図 原子炉水位（シュラウド外水位）の推移（長期） 

  

主蒸気隔離弁の閉止に伴う

原子炉圧力の上昇 

高圧炉心スプレイ系に

よる原子炉水位低下維

持操作 
サプレッション・プール水温度の

上昇により原子炉隔離時冷却系

を停止したことで，原子炉水位が

低下 

1. 原子炉圧力変化（×0.01MPa） 

2. 原子炉水位（シュラウド外水位）変化（×5cm）

逃がし安全弁（逃がし弁機能）の開閉に伴う 

蒸気流量の変動 

事故後の時間(min) 

事故後の時間(min) 

1. 原子炉水位（シュラウド外水位）変化（×5cm）

タービン駆動給水ポンプトリップ

に伴う原子炉水位の低下 

電動駆動給水ポンプ及び非常用炉心冷却系の起動

による原子炉水位回復 

電動駆動給水ポンプの停止による原子炉水位の低下 

ほう酸水注入系の反応度抑制

効果に伴う原子炉水位の回復 
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第 2.5－19 図 サプレッション・プール水温度及び格納容器圧力の推移（長期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.5－20 図 燃料被覆管温度（リウェット考慮をしない場合）（短期） 

  

逃がし安全弁（逃がし弁機能）の

開放によるサプレッション・プー

ルへの蒸気流出により，サプレッ

ション・プール水温度及び格納容

器圧力が上昇 

電動駆動給水ポンプの停止に伴い原子炉水位が低下し，

発生蒸気量が減少することで，サプレッション・プール

水温度及び格納容器圧力の上昇が緩和 

最大値：約 115℃ 

（約 45 分） 

最大値：約 0.20MPa［gage］

（約 45 分） 

1. サプレッション・プール水温度（℃） 

2. サプレッション・プール圧力（×0.005MPa[gage]）

ほう酸水注入系により

原子炉出力が低下し，

原子炉での発熱が残留

熱除去系の除熱能力を

下回ることによりサプ

レッション・プール水

温度及び格納容器圧力

が低下 

事故後の時間(min) 

事故後の時間(s) 

(℃) 

燃
料
被
覆
管
温
度 

1.燃料被覆管温度（第 1 スペーサ）（℃）

2.燃料被覆管温度（第 2 スペーサ）（℃）

3.燃料被覆管温度（第 3 スペーサ）（℃）

4.燃料被覆管温度（第 4 スペーサ）（℃）

燃料被覆管の最高温度：約 1,060℃

（約 134 秒） 
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第 2.5－21 図 中性子束，平均表面熱流束及び炉心流量の推移 

（外部電源がない場合）（短期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.5－22 図 原子炉圧力，原子炉圧力，原子炉水位（シュラウド外水位）及

び逃がし安全弁流量の推移（外部電源がない場合）（短期）

事故後の時間(s) 

1.中性子束（％） 

2.平均表面熱流束（％） 

3.炉心流量（％） 

1.原子炉圧力変化（×0.01MPa） 

2.原子炉水位（シュラウド外水位）変化（×5cm） 

3.逃がし安全弁流量（％） 

事故後の時間(s) 

再循環ポンプのトリップに伴

う炉心流量等の減少 

最大値：7.98MPa［gage］ 

（約 3.6 秒） 

主 蒸 気 隔 離 弁

閉 止 に 伴 う 圧

力の上昇 

外部電源喪失に伴い，タービン駆動給水ポンプがトリップすることで水

位が低下するが，原子炉水位異常低下（レベル２）による原子炉隔離時

冷却系起動によって原子炉水位を維持 
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第 2.5－23 図 燃料被覆管温度（燃料被覆管最高温度発生位置）の推移 

（外部電源がない場合）（短期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.5－24 図 サプレッション・プール水温度及び格納容器圧力の推移 

（外部電源がない場合）（長期） 

1.サプレッション・プール水温度（℃） 

2.格納容器圧力（×0.005MPa［gage］） 

事故後の時間(min) 

事故後の時間(s) 

燃
料
被
覆
管
温
度 

(℃) 

燃料被覆管の最高温度：約 699℃ 

（約 5 秒） 

最大値：約 103℃ 

（約 45 分） 

最大値：約 0.14MPa[gage] 

（約 45 分） 




